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１ はじめに 

 令和５年度は「西東京市第４次男女平等参画推進計画・西東京市配偶者暴力対策基本計画・

西東京市女性の職業生活における活躍推進計画」の最後の評価になる。委員会評価及び担当

課評価は下記のとおりとなった。 

 

 評価項目数 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

委員会評価（施策評価） 
46 32 13 1 0 

100％ 69.6％ 28.3％ 2.2％ 0％ 

委員会評価（課別評価） 
114 74 35 4 1 

100％ 64.9％ 30.7％ 3.5％ 0.9％ 

担当課評価（事業別評価） 
215 173 37 4 1 

100％ 80.5％ 17.2％ 1.9％ 0.5％ 

 

 第４次計画では、委員会は施策単位と施策内の課別の評価を、担当課は第３次計画と同様

各課事業別で評価を行うこととなった。 

 令和４年度担当課評価は令和４年度よりもＡ、Ｄ評価が増加し、Ｂ、Ｃ評価が減少した。

委員会評価の課別評価ではＡ評価が増加、Ｂ、Ｃ評価が減少した。施策全体についての評価

（以下「施策評価」という）ではＡ評価が増加し、Ｂ、Ｃ評価が減少した。様々な事業につ

いて、各課事業の一部で取組の工夫により進展があった一方、従前のどおりの対応にとどま

ったものについて評価が下がったものがみられた。 

 

評価方法について 

◆評価上の着眼点 

評価に当たっては、下記の「評価上の着眼点」を踏まえて評価を行った。 

 

 

  
① 「男性は」「女性は」こうあるべき、といった「固定的性別役割分担意識」にとらわれな

いよう配慮しているか。 

② 性別等による差別や人権侵害に配慮しているか。 

③ 男女いずれかに偏った表現や、性別によってイメージを固定化した表現になっていない

か。 

④ 機会均等における男女間の格差を改善するため、必要な範囲で男女いずれか一方に対し

て、積極的に機会提供を図っているか。 

⑤ 事業の企画立案や実施にあたって、女性・男性双方の意見が反映されるよう、配慮してい

るか。 

⑥ 前年度の取組に課題があった場合、委員会の評価を踏まえ取組の改善・工夫を行ったか。 

⑦ 女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約・男女共同参画社会基本法を踏ま

え、西東京市第４次男女平等参画推進計画に沿った取組を行っているか。 
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(1) 担当課評価 

  担当課は各課の事業ごとに「具体的な事業又は取組計画」、「執行状況・事業計画」、「次

年度の課題」を明確にし、下記の基準に照らして担当課評価（Ａ～Ｄ評価）を行った。 

 

◆担当課評価基準 

Ａ 事業・取組計画が施策の内容に合致し、着実に執行され、課題が明らかになっているもの。 

Ｂ 事業・取組計画や執行状況、課題のいずれかに改善の余地があるもの。 

Ｃ 事業・取組計画や執行状況、課題のいずれも不十分なもの。 

Ｄ 未実施のもの。 

 

(2) 委員会評価 

  委員会は担当課評価をもとに、施策ごとの評価（施策評価）、重点課題ごとの評価、報告

書の総評（これからの課題）を行った。施策ごとの評価は、施策全体についての評価（施

策評価）と、同一施策内の課単位での評価(課別評価)とにより行った。 

 ア 課別評価の評価基準 

   課別評価は、担当課評価基準に合わせ、３項目（「具体的な事業又は取組計画」、「執行

状況・事業計画」、「次年度の課題」）について４段階（Ａ～Ｄ）で評価する。さらにそれ

らを換算表に当てはめ、総合評価（「課別評価」と呼ぶ）を行う。 

   ３項目の評価基準は下記のとおりである。 

 

  ◆委員会評価基準 

  ・計画内容評価（「具体的な事業又は取組計画」に対する評価） 

Ａ 施策の内容に合致しており、男女平等推進計画を推進するうえで効果的な事業。 

Ｂ 施策の内容に概ね合致している事業。 

Ｃ 施策の内容に関連している事業。 

Ｄ 施策との関連が乏しく、見直しが必要な事業。 

 

  ・執行状況評価（「執行状況・事業計画」に対する評価） 

Ａ 計画通りの執行状況。 

Ｂ 概ね計画通りの執行状況。 

Ｃ 計画より遅れている執行状況。 

Ｄ 未執行のもの。 

 

  ・課題把握基準（「次年度の課題」に対する評価） 
Ａ 課題を正確かつ的確に把握している。 

Ｂ 課題を把握している。 

Ｃ 課題の把握が不十分である。 

Ｄ 課題の把握ができていない。 

 

 イ 施策評価の評価基準 

   「施策評価」は課別評価を換算表(後出)に当てはめることにより自動的に算出される。 

   算出された評価は下記のように見なすこととする。 

  ・施策評価基準 

Ａ 課題に対する取組が十分である。 

Ｂ 課題に対する取組が概ね十分である。 

Ｃ 課題に対する取組に一部改善の必要がある。 

Ｄ 課題に対する取組が不十分である。 
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  ◆委員会評価の換算方法及び評価手順 

 

  ①下記の換算表に従い、Ａ～Ｄ評価を点数に換算し、合算する。 

    「執行状況」に比重を置き、「計画内容」「課題把握」の各評価を以下のとおり３～

０点に、「執行状況」を９～０点に換算し、合算する（15 点満点）。 

  評価項目 

評価 

換算点 

計画内容 課題把握 執行状況 

Ａ ３ ３ ９ 

Ｂ ２ ２ ６ 

Ｃ １ １ ３ 

Ｄ ０ ０ ０ 

 

  ②合算した点数を下記の変換表に従い、Ａ～Ｄ評価に変換する（課別評価が決定）。 

各課平均値 課別評価 

13 点以上 Ａ 

８点以上 Ｂ 

５点以上 Ｃ 

５点未満 Ｄ 

 

  ③ ②で算出した各課の課別評価の点数を合算し、課の数で除して平均点を算出する。 

  （例）（Ａ課 13 点+Ｂ課９点+Ｃ課 11 点+Ｄ課７点）÷４（課）＝10.0 点 

    算出した平均点を下記の変換表に従いＡ～Ｄ評価に変換する（施策評価が決定）。 

各課平均値 施策評価 

12.5 点以上 Ａ 

8.0 点以上 Ｂ 

5.0 点以上 Ｃ 

5.0 点未満 Ｄ 

  （例）10.0 点＝Ｂ 

 

 ウ 重点課題別評価の評価基準 

   上記の手順にならい、施策評価の平均点を算出し、上記③の変換表に従いＡ～Ｄ評価

を決定する。 



２　評価割合

(1) 評価の年度推移

委員会評価（施策評価）

Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ａ 20 22 27 27 32

Ｂ 24 20 18 16 13

Ｃ 2 4 1 3 1

Ｄ 0 0 0 0 0

委員会評価（課別評価）

Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ａ 61 56 65 69 74

Ｂ 49 49 46 35 35

Ｃ 4 9 3 8 4

Ｄ 0 0 0 1 1

担当課評価

Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ａ 143 130 143 161 173

Ｂ 62 65 53 44 37

Ｃ 11 20 18 10 4

Ｄ 0 0 0 0 1

66.2%

60.5%

66.8%

74.9%

80.5%

28.7%

30.2%

24.8%

20.5%

17.2%

5.1%

9.3%

8.4%

4.7%

1.9%
0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R1

R2

R3

R4

R5

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

43.5%

47.8%

58.7%

58.7%

69.6%

52.2%

43.5%

39.1%

34.8%

28.3%

4.3%

8.7%

2.2%

6.5%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R1

R2

R3

R4

R5

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

53.5%

49.1%

57.0%

61.1%

64.9%

43.0%

43.0%

40.4%

31.0%

30.7%

3.5%

7.9%

2.6%

7.1%

3.5%

0.9%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R1

R2

R3

R4

R5

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
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(2) 令和５年度基本目標別評価

委員会評価（施策評価）

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

Ａ 12 3 4 8

Ｂ 3 3 8 2

Ｃ 0 1 1 1

Ｄ 0 0 0 0

担当課評価

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

Ａ 72 20 50 19

Ｂ 10 19 11 4

Ｃ 0 5 3 2

Ｄ 0 0 0 0

80.0%

42.9%

30.8%

72.7%

20.0%

42.9%

61.5%

18.2%

14.3%

7.7%

9.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

87.8%

45.5%

78.1%

76.0%

12.2%

43.2%

17.2%

16.0%

11.4%

4.7%

8.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
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(3) 課題別評価の年度推移

Ⅰ　人権の尊重

委員会評価（施策評価）

R1 R2 R3 R4 R5

A 13 11 11 12 11

B 2 4 4 3 4

C 0 0 0 0 0

D 0 0 0 0 0

計 15 15 15 15 15

担当課評価

R1 R2 R3 R4 R5

A 65 56 63 72 74

B 15 23 17 10 7

C 2 3 2 0 0

D 0 0 0 0 1

計 82 82 82 82 82

Ⅰ-１　男女の固定的性別役割分担意識の解消

委員会評価（施策評価）

R1 R2 R3 R4 R5

A 2 1 1 3 2

B 1 2 2 1 1

C 0 0 0 0 0

D 0 0 0 0 0

計 3 3 3 4 3

担当課評価

R1 R2 R3 R4 R5

A 11 10 10 11 11

B 3 4 4 3 2

C 0 0 0 0 0

D 0 0 0 0 1

計 14 14 14 14 14

Ⅰ-２　家庭・学校・地域における男女平等教育と学習の推進

委員会評価（施策評価）

R1 R2 R3 R4 R5

A 3 2 3 3 2

B 0 1 0 0 1

C 0 0 0 0 0

D 0 0 0 0 0

計 3 3 3 3 3

担当課評価

R1 R2 R3 R4 R5

A 15 12 18 19 19

B 4 7 1 0 0

C 0 0 0 0 0

D 0 0 0 0 0

計 19 19 19 19 19

評価
年度（事業数）

評価
年度（施策数）

評価
年度（施策数）

評価
年度（事業数）

評価
年度（施策数）

評価
年度（事業数）

66.7%

33.3%

33.3%

75.0%

66.7%

33.3%

66.7%

66.7%

25.0%

33.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R1

R2

R3

R4

R5

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

100.0%

66.7%

100.0%

100.0%

66.7%

33.3%

33.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R1

R2

R3

R4

R5

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

78.6%

71.4%

71.4%

78.6%

78.6%

21.4%

28.6%

28.6%

21.4%

14.3% 7.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R1

R2

R3

R4

R5

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

78.9%

63.2%

94.7%

100.0%

100.0%

21.1%

36.8%

5.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R1

R2

R3

R4

R5

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

86.7%

73.3%

73.3%

80.0%

73.3%

13.3%

26.7%

26.7%

20.0%

26.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R1

R2

R3

R4

R5

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

79.3%

68.3%

76.8%

87.8%

90.2%

18.3%

28.0%

20.7%

12.2%

8.5%

2.4%

3.7%

2.4%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R1

R2

R3

R4

R5

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
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Ⅰ-３　配偶者等からの暴力の防止と被害者支援

委員会評価（施策評価）

R1 R2 R3 R4 R5

A 5 5 4 4 5

B 0 0 1 1 0

C 0 0 0 0 0

D 0 0 0 0 0

計 5 5 5 5 5

担当課評価

R1 R2 R3 R4 R5

A 30 28 26 29 31

B 2 3 6 4 2

C 1 2 1 0 0

D 0 0 0 0 0

計 33 33 33 33 33

Ⅰ-４　男女平等を阻む暴力の防止（セクシュアル・ハラスメント、ストーカー、性暴力等）

委員会評価（施策評価）

R1 R2 R3 R4 R5

A 2 2 2 1 1

B 0 0 0 1 1

C 0 0 0 0 0

D 0 0 0 0 0

計 2 2 2 2 2

担当課評価

R1 R2 R3 R4 R5

A 6 5 6 7 7

B 2 3 2 1 1

C 0 0 0 0 0

D 0 0 0 0 0

計 8 8 8 8 8

Ⅰ-５　性と生殖に関する健康支援

委員会評価（施策評価）

R1 R2 R3 R4 R5

A 1 1 1 1 1

B 1 1 1 1 1

C 0 0 0 0 0

D 0 0 0 0 0

計 2 2 2 2 2

担当課評価

R1 R2 R3 R4 R5

A 3 1 3 6 6

B 4 6 4 2 2

C 1 1 1 0 0

D 0 0 0 0 0

計 8 8 8 8 8

評価
年度（施策数）

評価
年度（事業数）

評価
年度（施策数）

評価
年度（施策数）

評価
年度（事業数）

評価
年度（事業数）

100.0%

100.0%

80.0%

80.0%

100.0%

20.0%

20.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R1

R2

R3

R4

R5

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

90.9%

84.8%

78.8%

87.9%

93.9%

6.1%

9.1%

18.2%

12.1%

6.1%

3.0%

6.1%

3.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R1

R2

R3

R4

R5

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

100.0%

100.0%

100.0%

50.0%

50.0%

50.0%

50.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R1

R2

R3

R4

R5

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

75.0%

62.5%

75.0%

87.5%

87.5%

25.0%

37.5%

25.0%

12.5%

12.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R1

R2

R3

R4

R5

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

50.0%

50.0%

50.0%

50.0%

50.0%

50.0%

50.0%

50.0%

50.0%

50.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R1

R2

R3

R4

R5

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

37.5%

12.5%

37.5%

75.0%

75.0%

50.0%

75.0%

50.0%

25.0%

25.0%

12.5%

12.5%

12.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R1

R2

R3

R4

R5

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
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Ⅱ　地域における男女平等参画の推進

委員会評価（施策評価）

R1 R2 R3 R4 R5

A 4 2 4 3 3

B 3 4 3 3 4

C 0 1 0 1 0

D 0 0 0 0 0

計 7 7 7 7 7

担当課評価

R1 R2 R3 R4 R5

A 18 15 16 20 26

B 25 22 21 19 16

C 2 7 6 5 2

D 0 0 0 0 0

計 45 44 43 44 44

Ⅱ-１　政策・方針決定過程への男女平等参画の推進

委員会評価（施策評価）

R1 R2 R3 R4 R5

A 2 2 1 1 1

B 0 0 1 1 1

C 0 0 0 0 0

D 0 0 0 0 0

計 2 2 2 2 2

担当課評価

R1 R2 R3 R4 R5

A 12 10 9 13 15

B 15 16 16 13 11

C 2 2 2 2 2

D 0 0 0 0 0

計 29 28 27 28 28

Ⅱ-２　地域活動における男女平等参画の推進

委員会評価（施策評価）

R1 R2 R3 R4 R5

A 2 0 2 2 1

B 1 2 1 1 2

C 0 1 0 0 0

D 0 0 0 0 0

計 3 3 3 3 3

担当課評価

R1 R2 R3 R4 R5

A 5 5 6 6 8

B 3 2 2 2 0

C 0 1 0 0 0

D 0 0 0 0 0

計 8 8 8 8 8

評価
年度（施策数）

評価
年度（事業数）

評価
年度（施策数）

評価
年度（事業数）

評価
年度（施策数）

評価
年度（事業数）

100.0%

100.0%

50.0%

50.0%

50.0%

50.0%

50.0%

50.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R1

R2

R3

R4

R5

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

41.4%

35.7%

33.3%

46.4%

53.6%

51.7%

57.1%

59.3%

46.4%

39.3%
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Ⅱ-３　男女平等参画の視点による防災・減災のまちづくりの推進

委員会評価（施策評価）

R1 R2 R3 R4 R5

A 0 0 1 0 1

B 2 2 1 1 1

C 0 0 0 1 0

D 0 0 0 0 0

計 2 2 2 2 2

担当課評価

R1 R2 R3 R4 R5

A 1 0 1 1 3

B 7 4 3 4 5

C 0 4 4 3 0

D 0 0 0 0 0

計 8 8 8 8 8

評価
年度（施策数）

評価
年度（事業数）

50.0%

50.0%

100.0%

100.0%

50.0%

50.0%
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Ⅲ　ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）と女性の活躍の推進

委員会評価（施策評価）

R1 R2 R3 R4 R5

A 1 4 4 4 8

B 11 7 8 8 4

C 1 1 1 1 1

D 0 1 0 0 0

計 13 13 13 13 13

担当課評価

R1 R2 R3 R4 R5

A 44 41 46 50 53

B 16 16 11 11 10

C 4 7 7 3 1

D 0 0 0 0 0

計 64 64 64 64 64

Ⅲ-１　ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進

委員会評価（施策評価）

R1 R2 R3 R4 R5

A 0 0 1 0 2

B 1 1 0 2 0

C 1 0 1 0 0

D 0 1 0 0 0

計 2 2 2 2 2

担当課評価

R1 R2 R3 R4 R5

A 1 3 4 4 4

B 4 2 0 2 4

C 3 3 4 2 0

D 0 0 0 0 0

計 8 8 8 8 8

Ⅲ-２　経済活動における女性活躍の推進

委員会評価（施策評価）

R1 R2 R3 R4 R5

A 0 1 0 0 2

B 4 3 4 3 2

C 0 0 0 1 0

D 0 0 0 0 0

計 4 4 4 4 4

担当課評価

R1 R2 R3 R4 R5

A 3 3 2 4 4

B 6 3 5 4 4

C 0 3 2 1 1

D 0 0 0 0 0

計 9 9 9 9 9

評価
年度（施策数）

評価
年度（施策数）

評価
年度（事業数）

評価
年度（事業数）

評価
年度（施策数）

評価
年度（事業数）
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50.0%

100.0%

50.0%

50.0%

50.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R1

R2

R3

R4

R5

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
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25.0%

50.0%
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Ⅲ-３　男性の家事・育児・介護への参画促進

委員会評価（施策評価）

R1 R2 R3 R4 R5

A 0 0 0 0 1

B 2 2 2 2 0

C 0 0 0 0 1

D 0 0 0 0 0

計 2 2 2 2 2

担当課評価

R1 R2 R3 R4 R5

A 5 4 6 6 8

B 4 6 3 4 2

C 1 0 1 0 0

D 0 0 0 0 0

計 10 10 10 10 10

Ⅲ-４　子育てへの支援

委員会評価（施策評価）

R1 R2 R3 R4 R5

A 1 2 2 3 3

B 2 1 1 0 0

C 0 0 0 0 0

D 0 0 0 0 0

計 3 3 3 3 3

担当課評価

R1 R2 R3 R4 R5

A 26 23 26 28 28

B 2 4 2 0 0

C 0 1 0 0 0

D 0 0 0 0 0

計 28 28 28 28 28

Ⅲ-５　介護への支援

委員会評価（施策評価）

R1 R2 R3 R4 R5

A 0 1 1 1 0

B 2 1 1 1 2

C 0 0 0 0 0

D 0 0 0 0 0

計 2 2 2 2 2

担当課評価

R1 R2 R3 R4 R5

A 9 8 8 8 9

B 0 1 1 1 0

C 0 0 0 0 0

D 0 0 0 0 0

計 9 9 9 9 9

評価
年度（施策数）

評価
年度（事業数）

評価
年度（施策数）

評価
年度（施策数）

評価
年度（事業数）

評価
年度（事業数）
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100.0%
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Ⅳ　男女平等参画の実現に向けた推進体制の強化

委員会評価（施策評価）

R1 R2 R3 R4 R5

A 2 5 8 8 10

B 8 5 3 2 1

C 1 1 0 1 0

D 0 0 0 0 0

計 11 11 11 11 11

担当課評価

R1 R2 R3 R4 R5

A 16 18 18 19 20

B 6 4 4 4 4

C 3 3 3 2 1

D 0 0 0 0 0

計 25 25 25 25 25

Ⅳ-１　庁内推進体制の充実

委員会評価（施策評価）

R1 R2 R3 R4 R5

A 1 2 3 3 5

B 4 3 3 2 1

C 1 1 0 1 0

D 0 0 0 0 0

計 6 6 6 6 6

担当課評価

R1 R2 R3 R4 R5

A 10 11 10 12 12

B 4 3 4 3 4

C 3 3 3 2 1

D 0 0 0 0 0

計 17 17 17 17 17

Ⅳ-２　男女平等推進センターパリテの事業の充実

委員会評価（施策評価）

R1 R2 R3 R4 R5

A 0 2 4 4 4

B 4 2 0 0 0

C 0 0 0 0 0

D 0 0 0 0 0

計 4 4 4 4 4

担当課評価

R1 R2 R3 R4 R5

A 4 5 6 5 6

B 2 1 0 1 0

C 0 0 0 0 0

D 0 0 0 0 0

計 6 6 6 6 6

評価
年度（施策数）

評価
年度（事業数）

評価
年度（施策数）

評価
年度（事業数）

評価
年度（施策数）

評価
年度（事業数）

16.7%

33.3%
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45.5%

27.3%

18.2%
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Ⅳ-３　男女平等参画推進計画の進行管理

委員会評価（施策評価）

R1 R2 R3 R4 R5

A 1 1 1 1 1

B 0 0 0 0 0

C 0 0 0 0 0

D 0 0 0 0 0

計 1 1 1 1 1

担当課評価

R1 R2 R3 R4 R5

A 2 2 2 2 2

B 0 0 0 0 0

C 0 0 0 0 0

D 0 0 0 0 0

計 2 2 2 2 2

重点課題別評価の年度推移

委員会評価（施策評価）

R1 R2 R3 R4 R5

A 10 10 10 11 15

B 6 6 7 6 3

C 2 2 1 1 0

D 0 0 0 0 0

計 18 18 18 18 18

担当課評価

R1 R2 R3 R4 R5

A 64 62 59 69 73

B 28 29 30 25 23

C 9 9 10 6 3

D 0 0 0 0 1

計 101 100 99 100 100

令和５年度重点課題別評価

委員会評価（施策評価）

Ⅰ -1 Ⅰ -3 Ⅱ -1 Ⅲ -1 Ⅳ -1

A 2 5 1 2 0

B 1 0 1 0 5

C 0 0 0 0 1

D 0 0 0 0 0

計 3 5 2 2 6

担当課評価

Ⅰ -1 Ⅰ -3 Ⅱ -1 Ⅲ -1 Ⅳ -1

A 11 31 15 4 12

B 2 2 11 4 4

C 0 0 2 0 1

D 1 0 0 0 0

計 14 33 28 8 17

評価
年度（事業数）

評価
年度（施策数）

評価
課題（事業数）

評価
年度（課題数）

評価
年度（事業数）

評価
課題（施策数）
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３ 重点課題別評価 

 

Ⅰ―１ 男女の固定的性別役割分担意識の解消 

 

 令和６年８月に発表された帝国データバンクが全国２万社以上を対象に行った「女性

登用に対する企業の意識調査(2024年)」では、女性管理職の割合は微増したものの平

均 10.9％に留まっている。その要因や課題として「家庭と仕事の両立（54.4％）」に次

いで挙げられたのが｢日本社会の性別役割分担意識の存在（38.5％）｣だった。西東京市

で令和４年に行われた意識調査では、６割近くが「男女の性別役割分担意識」は解消さ

れていると答えているが、男女で差がついていることに課題が残る。 

 女性活躍推進と言われて久しいが、男女共に働きやすい環境整備が必要なことは論を

待たない。その基礎としての「性別役割分担意識」の解消には、乳幼児からの教育、政

治家を含めた社会のありようからのメッセージなど、多方面で日々の努力が必要であ

る。自治体内の人員構成、各部署での意識改革に期待したい。 

 

（１）男女平等参画推進のための意識啓発と情報提供 

 協働コミュニティ課は市民参画により、情報誌の発行やイベントの開催を行い若年層

への働きかけも工夫されている。公民館も一定の成果を上げているようだ。多様な広報

媒体を持つ秘書広報課も対象者を広げた工夫は評価できる。一方、図書館は取り組みや

連携が進んでいないので、今後に期待したい。 

 

（２）男女平等に関する学習機会の提供 

 男女平等参画の視点に立った各種講座の開催や、資料の収集とコーナーでの図書の貸

し出しは充実した取り組みが行われているようだが、周知にさらなる工夫を重ね、参加

者の増加に努めて頂きたい。図書館の取り組みの可能性として、国立女性教育会館の、

パッケージ化した図書貸し出しの活用なども検討を期待したい。 

 

（３）メディア・リテラシーの普及・啓発の推進 

担当課においては、計画に対しては、しっかりと取り組みを行っている。しかし、情

報発信への留意のみでは、アンコンシャス・バイアスへの気づきと解消には効果的とは

言えない。今後、同じ取り組みを継続することに加え、常に疑問を持ち、客観的に状況

を判断するメディア・リテラシーを育み、アンコンシャス・バイアスの改善につながる

取り組みを進めて頂きたい。 
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Ⅰ－３ 配偶者等からの暴力の防止と被害者支援 

 

 女性をめぐる様々な課題は、コロナ渦において外出自粛や休業による生活不安や、ス

トレスから、配偶者暴力の増加、深刻化が懸念されていたが、コロナ渦後に改善に向か

っていると思われる。 

 令和６年４月から施行された「女性支援新法」、「改正ＤＶ防止法」について、周知や

啓発が必要である。西東京市においては、「女性が利用できる相談窓口」など、庁内の

連携体制の充実、ＤＶ被害者に対する支援の充実を図ることを期待する。 

 また、配偶者暴力は配偶者間にとどまらず周囲の者に及ぶ場合があり、特に同居する

子どもへの影響は深刻である。子どもが暴力を受けていない場合でも家庭内で配偶者暴

力を目撃することにより。著しい心理的外傷を与える言動も児童虐待にあたるため、そ

の心身の発達及び人格の形成に重大な影響を与えるため、連携して虐待防止に努めてい

ただきたい。 

 

（１）暴力の未然防止と早期発見 

 配偶者暴力の被害者の中には、加害者への恐怖感などから支援を求められない人は、

自分が被害者であると気づかないまま暴力を受け続ける人がいる。 

 市の意識調査でも配偶者から受けた被害をどこにも相談しなかった人は「相談するほ

どのことではないと思った」と考えている。 

 また、暴力の被害によるけが等の治療中心のケアを行う医療機関、子どもを通して関

わりをもつ保育園や学校、地域を守る民生委員・児童委員などが、配偶者暴力に関する

知識を深め、発見時の通報や早期発見の体制を強化していくことを期待したい。 

 

（２）相談窓口の充実 

 「女性が利用できる相談窓口」の発行について、相談者に対して情報提供については

評価したい。 

 また、相談者が、より相談しやすくなるように、パリテ等を活用した相談機能の充実

を図ることに努めていただきたい。 

 また、外部専門家によるスーパーバイズや、関係機関の調整を行う職員、専門員の育

成に引き続き努めていただきたい。 

 

（３）被害者の安全の確保と自立への支援 

 相談者に対して、一人ひとりのニーズに合わせた相談対応は評価したい。 

 緊急一時保護についても、警察や都相談支援センターと連携しながら対応してもらい

たい。 

 また、外国人相談者など日本語の理解が不十分な人に対しても相談対応の充実を図っ

てもらいたい。 

 



16 

 

（４）市の体制整備に向けた取り組みの評価 

 相談窓口の充実のためのＤＶ研修、また庁内だけでなく、関係機関にも参加の働きか

けに努めてもらいたい。 

 また、相談職員、関係機関の職員に対して研修、自己啓発等、知識の向上に努めても

らいたい。 

 

（５）関係機関との連携強化 

 互いの支援を知り、様々な関係機関との連携に努め、配偶者暴力被害者支援担当者会

議において、充実させることを期待する。 

 

Ⅱ―１ 政策・方針決定過程への男女平等参画の推進 

 

 国の５次計画では、政策・方針決定過程への女性の参画拡大について、「2020年代の

可能な限り早期に指導的地位に占める女性の割合が 30%程度となるように目指して取組

を進める」こととし、「2030年代には、誰もが性別を意識することなく活躍でき、指導

的地位にある人々の性別に偏りがないような社会となることを目指す」とされている。 

 政策・方針決定過程への女性参画状況について、内閣府男女共同参画局「市区町村

参画状況見える化マップ」から全国平均と近隣４市の値をピックアップし、下記の表に

まとめたので参照いただきたい。 

 全国平均 西東京市 小平

市 

東村山

市 

清瀬市    東久留

米市 

審議会に占める女性の割合 30.1% 31.2% 45.2% 29.7% 33.0% 30.1% 

自治会長に占める女性の割合 7.8% 31.1% 26.5% 24.2% 24.8% 23.7% 

係長担当職に占める女性の割合 35.4% 48.9% 37.0% 30.9% 31.2% 21.7% 

議員に占める女性の割合 19.9% 32.1% 32.1% 40.0% 45.0% 31.8% 

https://wwwa.cao.go.jp/shichoson_map/ 

令和５年４月 1日現在では、西東京市は、いずれも 30%を上回り、自治会長に占める

女性の割合は 31.1%で、全国ランキング１位となっている。しかし、計画で設定された

指標「市の審議会・委員会等における女性の委員の割合を増やす」の目標値 40%には

達することができなかった。小平市は「審議会に占める女性の割合」が 45.2％で、全国ラ

ンキング６位となっている。好事例として、現状や取組等を伺って、参考にさせていただく

のはどうか。 

 政策・方針決定過程への女性参画をさらに拡大するための取り組みを再検討し、男

女平等参画推進の加速を期待する。 

 

（１）審議会・委員会等への女性の積極的登用 

 女性が参画しやすいように会議日時の配慮等の環境整備に努められている担当課も多

く、評価したい。 
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 計画では、指標「市の審議会・委員会等における女性の委員の割合を増やす」と目標

値 40%が設定されている。計画策定時（平成 30年４月１日現在）の現状値は 32.8%、計

画期間最終年令和５年４月の現状値は 31.2%とやや減少する結果となっている。 

 政策・方針決定過程への女性の参画拡大に向け、男女がともに参画することの重要性

やポジティブ・アクション（積極的改善措置）について庁内に周知し、審議会・委員会

等への女性の積極的登用を要望する。 

 平成 29年実施の「男女平等参画に関する西東京市市民意識・実態調査」によると

「政策や方針決定に女性の参画が少ない理由」として、「男性優位の組織運営であるか

ら」（54.7%）「性別による役割分担や性差別の意識があるから」(45.3%)「女性の参画を

積極的に進めようと意識する人が少ないから」(39.8%)という回答が多く寄せられてい

た。女性の参画を進める際、特に女性の委員割合の低い審議会、女性委員のいない審議

会の担当課には、改善のポイントとして留意いただきたい。 

 

（２）人材に関する情報の収集と人材の養成 

 協働コミュニティ課には、自治会長に占める女性の割合が高いことなど、地域でリー

ダーとして活躍する女性の情報収集、男女平等参画の視点を持ったリーダー養成にさら

に尽力いただきたい。 

また、各審議会担当課との情報共有、連携を進め、各審議会や委員会等への女性登用の

後押しを要望する。男女平等参画の視点をもった委員として、男女平等参画推進委員会

委員経験者の活躍も期待したい。 

 

Ⅲ―１ ワーク・ライフ・バランス(仕事と生活の調和)の推進 

 

 令和６年に労働環境改善を目的としたいくつかの法改正が行われ、ワーク・ライフ・

バランスへの意識が一層高まっている。 

 例えば、トラック運転手の労働時間の上限規制が強化され、過労防止と健康維持が重

視された。また、全業種で労働上限通知の明確化が義務付けられ、労使間のトラブルを

防止する取り組みが進んでいる。 

 したがって、ワーク・ライフ・バランスを実現するためには、行政や企業の積極的な

取組が求められていると考える。 

 

（１）ワーク・ライフ・バランスの啓発と情報提供 

 市内の講師を招いての男性向けの講座について２年連続で実施したことについて、男

性向けの講座が少ない中、ワーク・ライフ・バランスの観点でも実施したことは評価で

きる。 

 ただ、啓発について、講座やセミナーを実施するだけでなく、実際の企業の取組につ

いての把握と情報提供など、現実に即した情報提供の取組を期待したい。 
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（２）ワーク・ライフ・バランスの促進に向けた事業所への働きかけ 

 市内事業者へのインタビューを計画に掲載したことは評価できる。計画に記載したこ

ともあるので、引き続き市内事業者と連携した取組を期待する。 

 公共調達におけるワーク・ライフ・バランスに取り組む評価についての状況について

は、導入に向けて検討が続いており進捗が見えないため、具体的な取組を実施してもら

いたい。 

 

Ⅳ―１ 庁内推進体制の充実 

 

 庁内において引き続き男女平等意識向上の啓発活動に力が入れられていることを評価

する。関係各課や各部署との連携や情報共有、さらには他自治体との情報交換等をより

活発化し、男女平等意識の啓発を一層進めて庁内推進体制の充実・強化につながってい

くことを期待する。 

その一方で、永らく足踏み状態が続いている事業もあり、あまり進展が見られないの

は残念に思う。特に、懸念されるのは男女平等参画条例制定への検討委員会設置であ

る。「男女平等参画に関する西東京市民意識・実態調査（令和５年３月）」によると、

「男女平等参画条例があったほうがよい」（54.3％）が「条例はなくてもよい」

（16.5％）を大幅に上回っており、特に女性から「あったほうがよい」（56.7％）を支

持する割合が高い（男性 50.2％）。積極的な取り組みを期待したい。 

また、女性管理職の育成という課題も重要である。上記調査の「市職員における管理

職」に関する設問では、「女性の割合をもっと増やす必要がある」（57.0％）が、「現状

のままでよい」（11.0％）をはるかに上回っている。こちらも特に女性からの支持が高

い（女性 61.5％、男性 51.2％）。男女平等参画施策が進む中で、男女平等参画社会の実

現に対する市民の期待も高まっており、そういった声に応えていただきたい。 

全体的に意識啓発や情報発信等への取り組みがいろいろと行われていることを高く評

価するが、さらにそういった取り組みに対するフィードバックを進めて、結果へとつな

げていっていただきたい。 

 

（１）庁内推進体制の充実・強化 

 関係各課や各部署との連携や情報共有が進められている点を評価する。そういった取

り組みが男女平等参画の意識の醸成にどうつながっているのか、つながっていないの

か、検証も含む形でより積極的な対応を期待する。 

 

（２）男女平等推進条例設置の検討 

 内閣府男女共同参画局の調査（「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は

女性に関する施策の推進状況（令和５年度）」）によると、東京都の市区町村における条

例制定率は 51.6％、全国の市区においては 62.8％と過半数になっており、また、条例

が制定された地方自治体の数は増加傾向にある。男女平等参画社会実現の基本理念を示
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す条例制定への調査・研究を、スピード感を持って積極的に進めていっていただきた

い。 

 

（３）国や都、他自治体との連携や情報交換 

 男女平等社会の実現が着々と進められてはいるが、性的マイノリティへのバイアスや

女性の貧困化の問題など解消が待たれる課題は多岐に渡っている。男女平等施策をめぐ

る社会的状況が刻々と変化している中で、法令や規制が現状に追い付いていない面が多

くあるように考えられる。国や都、他自治体との連携・交流は必須であり、様々な機会

をとらえて進めて対応体制の強化につなげていただきたい。 

 

（４）男女平等参画に関する職員の理解促進 

 新入職員を対象にした研修や広報活動等、様々な意識啓発や理解促進、情報発信の取

り組みが行われていることを評価する。さらに、取り組みの効果を見るためにも職員の

意識・実態把握を進めていただきたい。内閣府の「男女共同参画の視点からの公的広報

の手引き」には重要なポイントが示されているが、平成 15年作成の資料なので、他の

情報も必要ではないかと考える。 

 

（５）男女ともに働きやすい職場環境の整備 

 ワーク・ライフ・バランスの視点を踏まえた働き方に関して、多様な職員に向けて全

体的な取り組みが進むことを期待する。イクボス・ケアボス宣言やノー残業デー、20時

退庁等の取り組みの結果がどうなっているのか、改善の余地があるのか、実態把握に努

めていただきたい。 

 

（６）管理的立場における女性職員の参画促進 

 「西東京市特定事業主行動計画」によると、令和５年４月１日時点で、管理的地位に

ある職員に占める女性職員の数は部長職が 1名（5.9％）、部次長級が 3名（21.4％）、

課長級が 12名（25.0％）であり、全体で 16名（20.3％）に過ぎず、いまだ 3割に達し

ていない。また、女性職員の割合は課長補佐級 37.0％、係長級 48.9％、主任級

55.1％、主事級 60.6％となっており、地位が上に行けば行くほど女性割合が減少する

垂直分離が起こっている。管理的地位にある女性職員の増加は一朝一夕には成しえな

い。クオータ制の導入も含め、より積極的なポジティブ・アクションを期待する。 

 



４　各課事業評価報告

★（重点課題）

①情報誌パリ
テの発行と配
布

情報誌パリテを発行し、市民の男
女平等意識のさらなる定着と浸透
及び男女の固定的役割分担意識の
解消を図ります。作成については
市民参画で行います。また、多く
の市民が読めるように配布につい
て工夫します。

協働コミュニティ課 情報誌パリテを発行し、市民の男
女平等意識のさらなる定着と浸透
を図る。作成については市民参画
で行う。また、多くの市民が読め
るように配布について工夫する。

協働コミュニティ課 男女平等意識や男女平等参画につ
いて、市報、市ＨＰ、パネル展ま
た、センターの資料などを充実し
センター内の展示なども工夫をし
て、さまざまな媒体を通し、情報
提供を行う。

秘書広報課 持ちうる広報媒体（市報・ＨＰ
（SNSを含む。)）を最大限に活用
しながら、引き続き紙面およびＨ
Ｐ画面について男女平等意識に留
意し、情報提供していく。

公民館 ポスターの掲示及びチラシや広報
紙の配架により、市や関係機関、
市民団体等が実施する男女平等意
識や男女平等参画に関する啓発事
業や学習機会の提供を行う。

図書館 男女平等意識や男女平等参画に関
連する資料の展示を行う。

③パリテまつ
りの開催

パリテまつりを開催し、多くの市
民に向けて、男女平等参画につい
て発信します。

協働コミュニティ課 パリテまつりを開催し、広い年齢
層の参加を目指し、男女平等参画
について発信する。

令和５年度担当課目標

担当課
具体的な事業
又は取組計画

②情報の提供

Ⅰ-1
★

(１)

体系番号

男女平等意識や男女平等参画につ
いて、市報、市ホームページ、パ
ネル展などさまざまな媒体を通し
て、情報提供を行います。

内容事業施策課題
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1 2 3 4 5 6 7

A

10月発行
31号　特集　インタビュー高尾美穂医師「女性特有の健康課題とは　生
理痛・不妊治療は積極的な対策が肝心」
３月発行
32号　特集「ＳＮＳがもたらすトラブルや犯罪に巻き込まれるリスクと
は？」」
各10,500部発行
配布先
西東京市立中学校、保育園（私立等含む）全生徒、園児
31号より、サイズをＡ５、カラーは４色に変更した。
からー版としたことで、見やすくなった、関心を持つようになったとの
感想を受けた。
配送方法についても、変更しスピーディに届くようになった。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

市内公立中学校全生徒に配布している。中
学生に興味を持って読んでもらえる内容を
取り入れ、男女平等啓発を行う。
また、市公式SNS等での啓発を引き続き進め
る。

A

男女共同参画週間及び、女性に対する暴力をなくす運動期間に、パネル
展示と講演会を実施した。その他、講演会及び講座を８回実施し、市
報、ホームページ等に掲載して、啓発を行った。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

男女平等意識や男女平等参画について、引
き続き市報、市ＨＰ、パネル展などさまざ
まな媒体を通して、情報提供を行う。ま
た、若年層にも分かりやすい表現での情報
提供を工夫する。
次年度は図書館での展示の実施に向けて検
討中

A

市報・ＨＰ等の広報媒体においては、担当課と調整を図り、男女
平等意識に留意した情報発信に努めた。
特にX・Facebook・LINEなどのSNSについては積極的に活用し、よ
り多くの人を対象に情報提供をした。

○ ○ ○ ー ー ○ ー

男女平等に留意しながら、多くの方に
情報が届くよう見せ方を工夫する。

A

ポスターの掲示やチラシ、広報紙等の配架により、庁内関係部署及び関
係機関、市民団体が行う男女平等参画に関する啓発事業について、情報
提供を行った。

ー ー ー ー ー ー ○

引き続き、男女平等や男女平等参画に関す
る情報提供に努める。

D

協働コミュニティ課と調整がつかなかったため、令和５年度については
実施しなかった。 ー ー ー ー ー ー ー

協働コミュニティ課との、展示の内容や実
施方法についての調整

A

第16回パリテまつり実行委員会が企画運営し、コール田無・住吉会館の
２会場で開催した。開催後、アーカイブ配信も実施した。
テーマ「みんなの未来をカラフルに輝かせよう」
コール田無会場：演劇、演舞、４講座を開催
住吉会館会場：３講座を開催
若年層の参加数を増やす取組として、子どもと一緒に参加してもらえる
多様性をテーマをした演劇を開催した。
その他のイベントも子育て世代に、興味を持っていただけることを目標
に開催し、親子参加も多く好評であった。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引続き若年層の参加率の向上

次年度の課題

令和５年度担当課評価

担当課
評価

執行状況・事業評価
評価の着眼点
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令和５年度担当課目標

担当課
具体的な事業
又は取組計画

体系番号

内容事業施策課題

協働コミュニティ課 企画運営委員会の企画による講座
として、パリテ講座・ＤＶ被害者
支援のための自立支援講座・パリ
テまつりでの講座等を開催する。

子ども家庭支援センター 子育てひろばにおいて父親支援事
業を開催する。

公民館 男女平等参画の視点を取り入れた
講座を開催する。

協働コミュニティ課 男女平等に関する資料の収集及び
図書の購入や図書コーナーの配置
や資料の配架などの工夫を図り、
講座参加者に周知するなど、貸し
出しの促進を図る。

図書館 引き続き資料の収集・提供を行
う。

①情報誌パリ
テや講座等に
よ る メ デ ィ
ア ・ リ テ ラ
シーの普及・
啓発の推進

情報を取捨選択し活用する能力な
ど、メディア・リテラシーの普
及・啓発を推進します。

協働コミュニティ課 情報を取捨選択し活用する能力な
ど、メディア・リテラシーついて
配架図書の充実と活用をしながら
普及と教育を実施する。

協働コミュニティ課 市報や市発行物における表現にお
いて、男女平等の視点が徹底され
るようガイドラインの庁内庁内周
知を図る。

秘書広報課 協働コミュニティ課作成のガイド
ラインを活用して広報していく。

（３）

広く市民に向けて、男女平等意識
の浸透と定着を図り、男女平等参
画に関わるさまざまな問題につい
て、ともに考え、理解し、自ら解
決する力をつけるために各種講座
を開催します。

市報やホームページ、市発行物に
おける表現において、男女平等の
視点が徹底されるよう、庁内に周
知するとともに、作成したガイド
ラインの具体例について適宜追加
を行います。

①男女平等参
画 の 視 点 に
たった各種講
座の開催

②資料の収集
と図書の貸し
出し

②市発行物等
の表現におけ
る男女平等ガ
イドラインの
周知徹底

（２）

市民が男女平等参画について学
び、情報を入手できるように、男
女平等に関する資料の収集や図書
の貸し出しを行います。

Ⅰ-1
★
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1 2 3 4 5 6 7
次年度の課題

令和５年度担当課評価

担当課
評価

執行状況・事業評価
評価の着眼点

A

男女共同参画週間　講演会　　　　　　　　　１回
女性に対する暴力をなくす運動期間　講演会　１回
男女平等推進センター講座　　　　　　　　　８回
パリテまつりイベント　　　　　　　　　　　９回
を実施した。
講座の実施に当たっては、対面以外にもオンデマンド配信等を実施した
ため、当日参加できない方などに講座を提供できた。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

講演会等の開催情報の広報方法の検討

A

父親の来場者数は、のどか広場で1,798名、ピッコロ広場で2,153名で
あった。前年度と比較し両広場ともに父親の来場者は増加した。
　令和５年度から「広場であそぼう」を実施し、簡単な工作や、できた
工作物等で遊んだり、手遊びを行った。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

令和５年度は、感染症にに対して細心の注
意を払う必要のある乳児・幼児の健康を考
え、行事を少しずつ増やしていった。令和
６年度は通常通り事業を行う。父親支援に
ついては、参加のしやすい行事内容を引き
続き検討していく。

B

・はじめての子育てに不安を感じる母親を対象とした保育付き講座で
は、令和５年度から土・日曜日も保育を実施できるように制度を変更し
たことを受けて、日曜日に２回、夫婦で参加する回を設けた。互いに一
個の人格ある存在として向き合うことで、夫婦の関係を見つめ直す機会
となった。（柳沢／子育てがラクになる、はじめてのママ講座～仲間と
の対話で笑顔の毎日を～）
・男女平等参画の視点を取り入れた講座として、子育て中の女性を対象
に女性の生きづらさ、働きづらさの問題を社会構造の問題としてとらえ
る保育付き講座、子育て中の人を対象にワーク・ライフ・バランスを考
える保育付き講座を開催。後者は日曜日に２回公開講座を開催した。連
続講座参加者については、夫婦で参加できるように保育を実施し、１回
はオンライン参加も可能としたところ、男性の参加があった。（芝久保
／子育て中の人のための講座　ママもパパも楽しくワークライフバラン
ス～子育て・家事を人生のキャリアに～、ひばりが丘／「未来のタネ」
がきっと見つかる～夢がかなう子育てのヒント～）

○ ○ ○ ○ ー ○ ○

男女平等参画の視点を取り入れた講座を開
催する。

A

各市の計画や情報誌等資料・女性問題関係の各月刊誌・女性情報(女性
に関する新聞記事掲載)等を図書コーナーに設置し、いつでも市民が学
習できるよう環境を常時整備している。また、男女平等推進センター内
に絵本コーナーを引き続き設置するなど工夫した。新着図書を掲載し
た。講座等で関連する貸出図書を設置し、案内を実施した。
現在の蔵書2,211冊（内ビデオ20本）
〇令和５年度貸出し　125冊

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

市民が男女平等参画について学び、情報を
入手できるように、男女平等に関する資料
の収集や図書の貸し出しを継続して行う。
蔵書内容についてのＰＲ方法を引き続き工
夫する。

A

当館の資料収集基準を基に、資料の収集・提供を行った。

○ ○ ○ ー ○ ー ○

引き続き資料の収集・提供を行う。

B

各市の計画や情報誌等資料・女性問題関係の各月刊誌・女性情報(女性
に関する新聞記事掲載)等を図書コーナーに設置し、いつでも市民が学
習できるよう環境を常時整備している。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き、様々な手段での情報提供を検討
する。

A

職員用定型文内に内閣府の「男女共同参画の視点からの公的広報の手引
き」と、表現における男女平等ガイドライン事例集を定型文に掲載し
た。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

庁内関係部署への周知を行う。

A

市報・ＨＰ等の広報媒体においては、担当課と調整を図り、男女
平等意識に留意した情報発信に努めた。
特にX・Facebook・LINEなどのSNSについては積極的に活用し、よ
り多くの人を対象に情報提供をした。

○ ○ ○ ー ー ○ ー

男女平等に留意しながら、多くの方に
情報が届くよう見せ方を工夫する。
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令和５年度担当課目標

担当課
具体的な事業
又は取組計画

体系番号

内容事業施策課題

①男女平等の
視点にたった
名簿等の活用

学校における名簿等の作成にあ
たっては、男女平等の視点にたっ
て児童・生徒一人ひとりが自分ら
しく自立し、いきいきと個性と能
力を発揮できるよう留意します。

教育指導課 名簿等の作成や中学校の保健体育
科の男女共習について学校訪問等
で助言をする。

②固定的な性
別役割にとら
われないキャ
リア教育の実
施

児童・生徒が、性別にとらわれ
ず、個々の能力を発揮できる進路
を選択できるように、キャリア教
育を行います。

教育指導課 進路指導主任会やキャリア教育担
当者連絡会、年次研修において
キャリア教育をテーマに設定する
など、一人一人の子どもたちのよ
さを引き出し、生き方を考えさせ
るための指導について、研修等を
実施する。

協働コミュニティ課 男女平等参画に関する情報誌パリ
テを全中学校生徒に配布し、男女
平等参画に関する理解促進を図
る。

教育指導課 引き続き「人権教育プログラム」
の全教職員配布、教員研修会の実
施、人権教育推進委員会の設置、
指導主事による学校訪問時の指
導・助言等の活動により、教員の
男女平等意識や人権意識をさらに
高める。

協働コミュニティ課 保育園や児童館、図書館などにお
いて、継続して男女平等の視点を
もった本・絵本・児童書などを紹
介する。

幼児教育・保育課 男女平等の視点をもった図書の情
報把握、共有に努め、意識啓発に
努める。

児童青少年課 引き続き男女平等の視点を持った
児童図書の紹介し、意識を啓発す
る。

図書館 引き続き、児童向け発行物の掲載
図書に関係図書を選書するよう努
める。

男女共修や介護体験などを通じ
て、男女平等教育を実施します。
また、からだと性に関する正しい
知識を身につけ、自他ともに尊重
した性教育を実施します。

③学校等にお
ける男女平等
教育の実施

④保育園や児
童館、図書館
な ど に お い
て、男女平等
の視点をもっ
た関係図書の
紹介等

保育園や児童館、図書館などにお
いて、男女平等の視点をもった
本・絵本・児童書などの紹介等し
ます。

(１)Ⅰ-2
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1 2 3 4 5 6 7
次年度の課題

令和５年度担当課評価

担当課
評価

執行状況・事業評価
評価の着眼点

A

市立小中学校全校で男女混合名簿を作成、活用を行った。
中学校全校で学習指導要領に基づき保健体育科の男女共習を実施した。
またこれらについて市教育委員会は学校訪問等で助言をした。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

名簿等の作成や中学校の保健体育科の男女
共習について各種目での実施の方法につい
て学校訪問等で助言をする。

A

進路指導主任会やキャリア教育担当者連絡会においてキャリア教育を
テーマに設定するなど、一人一人の子どもたちのよさを引き出し、生き
方を考えさせるための指導について、研修等を実施した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

進路指導主任会やキャリア教育担当者連絡
会においてキャリア教育をテーマに設定す
るなど、一人一人の子どもたちのよさを引
き出し、生き方を考えさせるための指導に
ついて、引き続き研修等を実施する。

A

10月発行
31号　特集　インタビュー高尾美穂医師「女性特有の健康課題とは　生
理痛・不妊治療は積極的な対策が肝心」
３月発行
32号　特集「ＳＮＳがもたらすトラブルや犯罪に巻き込まれるリスクと
は？」」
各10,500部発行
配布先
西東京市立中学校、保育園（私立等含む）全生徒、園児

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

市内公立中学校全生徒に配布している。中
学生に興味を持って読んでもらえる内容を
取り入れ、男女平等啓発を行う。

A

各学校における人権教育の全体計画及び年間指導計画のさらなる改善を
図り、人権教育に係る研究奨励校において研究を深め、人権教育の一層
の充実を図った。人権教育推進委員会では、LGBTQについての研修を行
い、男女平等や性自認について、一層の理解を深めた。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き各学校における人権教育の全体計
画及び年間指導計画のさらなる改善を図
り、学校における人権教育の一層の充実を
図る。

A

相談員による、お勧め図書なども紹介した。
おすすめの絵本や児童書を掲載したパリテライブラリーニュースを発行
し、児童館等にも配布した。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

関係図書を手に取りやすい環境づくりの引
き続きの実施と、保育園、児童館等への図
書の紹介を増やしたい。

A

各基幹型保育園においては、乳児連れの親子に読み聞かせ等を通じて図
書（絵本）の紹介を行うとともに、各園において在園児向けに読み聞か
せを等を通じて図書（絵本）の紹介を行った。
また関係機関紙や関連研修時等の推薦図書を参考に、図書を選択するよ
う努め、保育における意識啓発に取り組んだ。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

今後も引続き、男女平等の視点をもった図
書の情報把握・共有に努め、意識啓発に取
り組んでいく。

A

パリテが作成した男女平等の視点を持った図書が紹介されたリーフレッ
ト「パリテライブラリーニュース」を各館で掲示・配布した。
また、男女平等の視点を持った児童図書を紹介した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

男女平等の視点を持った児童図書の紹介を
し、意識を啓発する。

A

男女平等に限定せず、広義の平等についての視点をもった関係図書を、
「すいせん図書」に紹介し、市内小学校・中学校の全児童・生徒に配布
した。 ○ ○ ○ ー ー ー ー

引き続き資料の収集・提供を行う。
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令和５年度担当課目標

担当課
具体的な事業
又は取組計画

体系番号

内容事業施策課題

①学校におけ
る人権教育の
実施

学習指導要領等に基づき、授業や
活動などで人権尊重や男女平等な
どについて指導の充実を図り、学
校における人権教育を実施しま
す。

教育指導課 各学校における人権教育の全体計
画及び年間指導計画のさらなる改
善を図り、学校における人権教育
の一層の充実を図る。

②多様な性や
生き方に関す
る理解の促進

すべての人々がそれぞれの立場で
性自認・性的指向の差別解消の取
り組みを協働で進めるために、性
的マイノリティの理解に向けた講
座・講演会や情報提供等を通し
て、性の多様化や家族形態の多様
化等に対する理解の促進を図りま
す。

協働コミュニティ課 情報誌を通じて多様な性に関する
情報提供を行う。また、多様な性
に関する講演会等を実施する。

③情報誌パリ
テの発行と配
布（再掲）

情報誌パリテを発行し、市民の男
女平等意識のさらなる定着と浸透
を図ります。作成については市民
参画で行います。また、多くの市
民が読めるように配布について工
夫します。

協働コミュニティ課 情報誌パリテを発行し、市民の男
女平等意識のさらなる定着と浸透
を図る。作成については市民参画
で行う。また、多くの市民が読め
るように配布について工夫する。
（再掲）

④国際交流等
行事の実施

国籍、民族、文化、習慣等の異な
る人々が互いを理解しあい、地域
でともに暮らす多文化共生を推進
します。

文化振興課 西東京市多文化共生センターの運
営

（２）Ⅰ-2
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1 2 3 4 5 6 7
次年度の課題

令和５年度担当課評価

担当課
評価

執行状況・事業評価
評価の着眼点

A

各学校における人権教育の全体計画及び年間指導計画のさらなる改善を
図り、人権教育に係る研究奨励校において研究を深め、人権教育の一層
の充実を図った。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き各学校における人権教育の全体計
画及び年間指導計画のさらなる改善を図
り、学校における人権教育の一層の充実を
図る。

A

人権週間において、人権パネル展を開催し、人権啓発活動に関するパネ
ルとあわせて、ＬＧＢＴＱの理解促進のパネルを展示した。
また、新規職員向けの研修や庁内eラーニング研修等で啓発した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き、様々な手段で情報提供をする。

A

10月発行
31号　特集　インタビュー高尾美穂医師「女性特有の健康課題とは　生
理痛・不妊治療は積極的な対策が肝心」
３月発行
32号　特集「ＳＮＳがもたらすトラブルや犯罪に巻き込まれるリスクと
は？」」
各10,500部発行
配布先
西東京市立中学校、保育園（私立等含む）全生徒、園児
31号より、サイズをＡ５、カラーは４色に変更した。
からー版としたことで、見やすくなった、関心を持つようになったとの
感想を受けた。
配送方法についても、変更しスピーディに届くようになった。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

市内公立中学校全生徒に配布している。中
学生に興味を持って読んでもらえる内容を
取り入れ、男女平等啓発を行う。

A

【西東京市多文化共生センター】
・月～金曜日　午前10時～午後４時まで開所（正午から１時を除く）
・外国籍市民の日常生活相談222件、外国籍市民支援活動先の紹介等66
件、その他の施設利用844件、多言語情報の提供81件、窓口通訳利用58
件、外国語ボランティア派遣事業24件、多言語通訳サービス利用42件
外国籍市民の多言語相談に応じたり、多言語情報の収集・提供などを行
うなど、多文化共生センターは外国籍市民の相談窓口及び支援ボラン
ティアの拠点として役割を果たすことができた。また、多文化共生セン
ターでは、様々な言語に的確に対応するため、相談員による通訳（英
語・中国語・韓国語・スペイン語）のほか、タブレット端末を用いたテ
レビ電話による多言語通訳サービス（17言語以上）による多言語対応を
実施しており、多様な言語による対応を可能にすることで、外国籍市民
の相談にも円滑に対応し、問題解決を図ることができた。出入国に伴う
手続きや就労や医療に関することなど、より専門性の高い相談について
は、東京都や関係機関の窓口などを紹介しているほか、市の福祉丸ごと
相談窓口と連携するなどして対応することができた。
その他、日本人市民に対しても外国籍市民支援活動先の紹介等に取り組
んだことは、日本人市民の外国籍市民を尊重する意識づくりに寄与する
とともに、通訳ボランティアの活動を通じ、ボランティアを行う日本人
市民や、依頼先の外国籍市民がお互いを理解する機会に繋がり、多文化
共生の推進に寄与することができた。

ー ○ ー ー ー ー ー

以前より多文化共生センターの認知度の向
上を検討しており、市報やHP、名刺サイズ
の周知カード等による周知を実施した。令
和年度と比較し、相談件数が増加する等認
知度向上の兆しが見えるが、さらなる向上
のため、周知方法について引き続き検討す
る必要がある。
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令和５年度担当課目標

担当課
具体的な事業
又は取組計画

体系番号

内容事業施策課題

①男女平等の
視点にたった
子育て情報誌
の作成･配布

男性と女性がともに子育てに携わ
り、男女平等の視点をもって子育
てができるように、子育てハンド
ブック等を作成し、配布します。

子育て支援課 子育てハンドブックを作成・配布
し、男性・女性ともに子育てに必
要となる情報を提供する。作成に
当たっては男女平等の視点に留意
して編集する。

幼児教育・保育課 幼稚園補助金として、幼稚園教諭
の研修参加費の補助を実施する。
（市内私立幼稚園13園、類似施設
２園）
男女平等推進主管課から男女平等
意識啓発を主目的とする研修案内
等があった場合は市内私立幼稚園
に対してこれを周知し、参加を促
すよう努める。

幼児教育・保育課 専門研修の参加、各園OJTの実践等
により、保育の基本理念として、
継続して意識の向上に努める。

児童青少年課 引き続き、学童クラブ指導員研修
の際に、男女平等の意識に基づい
た指導ができるよう研修の中で
チェック表等で再確認し、業務に
反映させる。

③男女平等教
育を推進する
ための教員の
研修の実施

教員が男女平等意識に基づいて、
子どもたちを教育・指導すること
の効果・必要性を学び、現場で役
立てられるような研修を実施しま
す。

教育指導課 引き続き「人権教育プログラム」
の全教職員配布、教員研修会の実
施、人権教育推進委員会の設置、
指導主事による学校訪問時の指
導・助言等の活動により、教員の
男女平等意識や人権意識をさらに
高める。

協働コミュニティ課 民生委員・児童委員や町内会長な
ど地域のリーダーが男女平等参画
の必要性を理解して、地域活動を
推進できるように、意識の醸成を
図る。

地域共生課 新任者・現任者に限らず継続的に
研修を実施するなど意識の醸成を
図っていく。

①講演会やパ
ンフレット等
による啓発

暴力の未然防止と早期発見を市民
に働きかけるため、講演会やパン
フレット等による啓発を行いま
す。

協働コミュニティ課 暴力についての講演・ＤＶ冊子の
配布を行う。

②デートＤＶ
防止の啓発

恋人等親密な関係にある男女間の
暴力の防止について、啓発を行い
ます。

協働コミュニティ課 デートＤＶパンフレットの配布

③早期発見に
向けた市民、
職務関係者と
の連携

暴力の早期発見・早期対応に向け
て、市民、市の相談窓口や警察等
の職務関係者との連携を進めま
す。

協働コミュニティ課 暴力の早期発見、対応に向け庁内
相談窓口・警察との連携を進め
る。

Ⅰ-3
★

(３)Ⅰ-2

④民生委員・
児童委員や地
域の団体等へ
の啓発

②保育士等職
員を対象とし
た男女平等意
識の啓発

幼児や子どもの育成に携わる保育
士や幼稚園教諭、学童指導員等
が、男女平等意識に基づいて、保
育や教育等ができるよう、啓発を
行います。

民生委員・児童委員や自治会・町
内会長などの地域のリーダーが男
女平等参画の必要性を理解して、
地域活動を推進できるように、意
識の醸成を図ります。

（１）
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1 2 3 4 5 6 7
次年度の課題

令和５年度担当課評価

担当課
評価

執行状況・事業評価
評価の着眼点

A

子どもを育てる家庭への情報提供として、子育てハンドブックを作成
し、広く配布した。作成に当たっては、男性・女性が、ともに子育てを
行うことを想定して、男女平等を意識しつつ編集した。 ○ ○ ○ ー ○ ○ ○

引き続き、子育てハンドブックを作成し、
男性・女性ともに子育てに必要となる情報
を提供する。

A

私立幼稚園教育の振興及び充実を図ることを目的に交付している幼稚園
補助金により、幼稚園教諭の研修参加費等を補助した。（市内幼稚園14
園・類似施設１園）
文部科学省から発出された「女性活躍・男女共同参画の重点方針2023」
を踏まえた取組のための資料については、市内私立幼稚園に対してこれ
を周知した。
男女平等推進主管課から案内のあった全職員向けのeラーニング研修を
実施した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

幼稚園補助金を継続する。
男女平等推進主管課から男女平等意識啓発
を主目的とする研修案内等があった場合は
市内私立幼稚園に対してこれを周知し、参
加を促すよう努める。

A

キャリアパスに基づく各研修及び各園OJT等により継続的に意識啓発を
行い実践した。またその効果は、園だよりなどの記載で園児の呼称を統
一（性別ごとに「くん」「ちゃん」と使い分けるのではなく「さん」に
統一）したり、園児の言動をその性別に起因するものとして捉えず一人
一人の違いとして尊重するなど、身近なところに現れている。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

意識啓発を図り実践していく。

A

学童クラブ指導員研修の際に、子どもの人権研修にあわせ、男女平等の
意識に基づいた指導ができるよう研修し、業務に反映させた。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

学童クラブ指導員に対して、更なる男女平
等の意識付けを行う。

A

「人権教育プログラム」の全教職員配布、教員研修会の実施、人権教育
推進委員会の設置、指導主事による学校訪問により、「教師と子どもと
の関り」「教室環境」「学校が発行する文書等」「個人情報の管理」の
観点から教員の男女平等意識や情報モラル等の人権意識をさらに高める
よう助言をした。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き「人権教育プログラム」の全教職
員配布、教員研修会の実施、人権教育推進
委員会の設置、指導主事による学校訪問時
の指導・助言等の活動により、教員の男女
平等意識や人権意識をさらに高める。

A

男女平等の意識啓発に向け、情報誌「パリテ」を、年２回関係各所に配
布した。
また、新しい計画についても関係各所に周知を行った。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き、民生委員等への周知を実施す
る。

A

東京都や東京都社会福祉協議会が実施する様々な民生委員対象研修の機
会や、都や市の関係機関の実施する、様々な講演会等の情報提供を行
い、意識の醸成を図った。 ○ ○ ○ ー ○ ー ○

民生委員の就任・退任があるため、引き続
き、新任者・現任者ともに研修等の機会を
継続的に設ける必要がある。

A

10月中に市内の公立私立の中高教員、職員に対してデーDVパンフレッ
ト、DV冊子、女性相談カードの配布を実施し、DV防止と相談窓口につい
ての周知を実施した。
9月、職員向けにDV講座を実施し、DVの基礎知識や被害者、加害者への
対応についての学習機会の提供を行った.

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

予算により印刷部数が減少するため、情報
が行きわたるよう配布方法、対象の工夫が
必要である。印刷物以外での啓発方法を強
化していく。

A

10月中に市内の公立私立の中学3年～高校生にデートDVパンフレットの
配布を学校を通して実施した。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

印刷物数を考慮し配布方法、対象を工夫す
る。印刷物以外での啓発を実施する。

A

6月、3月に配偶者暴力被害者支援担当者会議を開催し、関係機関、関係
各課との連携をはかった。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

令和６年施行の女性支援新法の支援調整会
議との統合、整理。

29 



令和５年度担当課目標

担当課
具体的な事業
又は取組計画

体系番号

内容事業施策課題

①相談窓口の
周知と情報の
提供

さまざまな相談窓口を通してＤＶ
の被害者を発見し、適切な支援に
つなぐため、相談窓口の周知を図
り、ＤＶについて情報提供を行い
ます。

協働コミュニティ課 女性相談カード、デートＤＶ相談
カード等の配架、配布。ＨＰや
SNS、市報等で、繰り返し相談窓口
の情報提供を行う。

②女性相談の
実施

男女平等の視点にたち、女性が抱
える自分自身、家族、職場の人間
関係、心とからだ、ＤＶなどの問
題等についての相談事業を実施し
ます。

協働コミュニティ課 引き続きパリテ、田無庁舎で女性
相談を実施するとともに、電話に
よる相談も実施する。

協働コミュニティ課 相談者の個別状況に応じた相談の
充実を図り、関係部署と連携し対
応する。

生活福祉課 引き続き、相談者の希望に沿っ
て、所内面接や家庭訪問、電話、
メール等多様な対応を継続する。

子育て支援課 母子・父子自立支援員によるひと
り親相談や、ひとり親家庭ホーム
ヘルプサービス事業、母子・父子
自立支援プログラム策定員による
就労相談事業を実施する。

子ども家庭支援センター 子ども家庭相談を継続して実施す
る。

健康課 各事業、個別相談の際に個々の
ニーズに応じた相談を実施する。
外国語対応については、通訳・翻
訳ツールを継続活用し、相談体制
を整備する。
発達支援係での相談対象の年齢が
18歳までとなる。未就学児に対し
ては引き続きアセスメントに基づ
いて、家庭環境や園状況に合わせ
た相談を実施する。学齢児に対し
ては、状況をうかがい、一人一人
に応じて、他機関と連携しながら
適切な支援につなげていく。

④男性相談の
あり方の検討

男女平等の視点にたち、男性が抱
える自分自身、家族、職場の人間
関係、心とからだ、ＤＶなどの問
題等についての相談事業のあり方
を検討します。

協働コミュニティ課 男性相談について情報収集をおこ
ない、検討する。
市ＨＰにて既存の男性相談窓口の
情報提供を行う。

Ⅰ-3
★

（２）

女性相談、子供家庭相談、ひとり
親相談など、一人ひとりの状況に
応じた相談を実施します。また、
外国語（英語・韓国語等）による
相談対応を検討します。

③一人ひとり
の状況に応じ
た相談の実施
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1 2 3 4 5 6 7
次年度の課題

令和５年度担当課評価

担当課
評価

執行状況・事業評価
評価の着眼点

A

女性相談カード、デートDVパンフレット等の配架、配布を実施、
市報は年3回、若者の性暴力予防月間や年末年始等適宜、ＨＰの更新、
ＳＮＳ　での広報を実施し相談窓口の周知を行った。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

配架、配布は継続。
HP、SNSでの広報を強化。

A

パリテ、田無庁舎での女性相談を実施、相談者のニーズに応じて電話相
談も実施した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き実施していく。

A

関係部署と連携しながら、相談者のニーズや状況に応じて相談、案内や
紹介を実施した。相談者の同意のもと、関係部署との情報共有を行い、
適切な対応ができるようにした。外国語対応は令和5年度は該当なしで
あった。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き実施していく。

A

所内面接のほか、要介護状態や病状により来所困難な場合は施設、病
院、自宅等への訪問による相談も行った。また電話やメールによる相談
への対応も行い、面接相談への案内や他の相談窓口の紹介等を行った。
また、例えば男性に対し抵抗感のある女性の相談者に対しては女性職員
が対応するなどの配慮を行った。外国語による相談については職員によ
る対応のほか、翻訳アプリなども活用しながら意思疎通を図った。

○ ○ ○ ○ ー ○ ○

相談者の国籍が多様化しており、相談時の
聞き取りや説明、助言等が難しいケースが
ある。

A

母子福祉資金・父子福祉資金の貸付、就労・資格取得、住宅、養育・家
事援助、年金・手当など、個々の状況に応じた相談・助言を行った。相
談件数が減少傾向にあるのは、高等教育の修学支援新制度の浸透による
ものと考える。
延べ相談件数785件

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

母子・父子自立支援員によるひとり親相談
や、ひとり親家庭ホームヘルプサービス事
業、母子・父子自立支援プログラム策定員
による就労相談事業を引き続き実施する。
相談件数の減少については高等教育の修学
支援新制度の浸透に伴う母子福祉資金（就
学支度資金修学資金）貸付相談の減少が引
き続き大きいと思われるが、自立支援給付
金制度、養育費確保支援制度など制度の周
知について配慮しながら進めていきたい。

A

育児に悩む父親や母親からの相談、ＤＶを受けているケースなどをパリ
テや関係機関と連携しながら対応を行った。
子ども家庭支援センターの令和５年度の新規相談件数1,312件、その内
虐待件数528件（前年より+27）
虐待以外の養護相談は672件であった。
児童本人からの相談は１件だった。
虐待件数は過去最高を更新した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

虐待件数が増加に伴い、対応も増加した。
１件に対し複数の関係機関との連携が必要
とされている。
引き続き、女性や子供等弱者に寄り添った
支援を行っていく。また、今後さらに関係
機関との連携を強化し対応していく。
令和６年度こども家庭センター設置によ
り、母子保健・児童福祉の一体的な相談支
援体制の構築を行っていく。

A

個別相談の際に、個々のニーズに応じた相談を実施し、外国語対応につ
いては、通訳・翻訳ツールを活用することで、母国語での相談を実施す
ることができ、必要な情報についても提供することができた。
発達支援係では、0～18歳を相談対象としている。未就学児に対しては
引き続きアセスメントに基づいて、家庭環境や園状況に合わせた相談を
実施する。学齢児に対しては、状況をうかがい、一人一人に応じて、他
機関と連携しながら適切な支援につなげていく。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

外国語相談対応については、通訳・翻訳
ツールを引き続き活用していく。
発達支援係で個々に受ける相談については
継続する。ただし、学齢児については、関
係機関との連携を強化し、支援の内容を広
げる必要がある。

B

都、他区市の男性相談実施状況について情報収集を実施した。西東京市
の相談体制で男性相談を実施する場合について有識者から助言をもらっ
た。
男性の性被害相談窓口の紹介、DV相談の男性相談先をHPで情報提供、女
性がりようできる相談、支援のページで男性の利用可の記載を行った。

○ ○ ー ○ ー ー ○

男性が利用できる相談窓口の情報提供を実
施する。
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令和５年度担当課目標

担当課
具体的な事業
又は取組計画

体系番号

内容事業施策課題

①緊急一時保
護の実施

ＤＶ被害者の安全を確保するた
め、緊急一時保護の実施や宿泊費
等の助成を行います。

協働コミュニティ課 被害にあった女性の安全を図るた
め緊急一時保護の実施や宿泊費の
助成を行う。

②民間支援団
体との連携

シェルターを運営している民間支
援団体と連携し、ＤＶ被害者が安
心して一時避難できる場所を確保
します。

協働コミュニティ課 被害にあった女性が安心して一時
避難できる場所を運営している民
間シェルターと連携するととも
に、新たな民間支援団体による一
時保護先の確保に努める。

協働コミュニティ課 被害にあった女性の生活再建と子
育て支援が行える体制を整備す
る。子どもの保育・就学について
速やかに再開できるようにつなぐ
支援を行う。

健康課 ＤＶ被害者の生活・子育て等につ
いて、各課との連携も図りなが
ら、必要な情報を周知していく。

生活福祉課 ＤＶ担当部署と連携し、活用でき
る制度の説明を行い、安心して生
活できる環境となるよう心がけ
る。

子育て支援課 関係部署と連携し、ＤＶ被害者と
その子どもの支援を行う。

④被害者への
自立支援の実
施

ＤＶ被害者の自立を支援する講座
を実施します。

協働コミュニティ課 自立支援講座を実施する。個々の
相談者に対しても自立支援講座の
活用や自立のための情報提供等、
支援を実施する。

①職員研修の
実施

相談窓口における２次被害を防ぐ
ため、庁内関係各課の相談窓口等
の職員に対してＤＶに関する職員
研修を実施します。

協働コミュニティ課 庁内相談窓口職員に対して研修・
啓発を行う。

②相談員の資
質向上とメン
タルケア

相談員の資質向上を支援するため
の研修やスーパーバイズ、相談員
のメンタルケアに取り組みます。

協働コミュニティ課 相談員の資質向上のため研修の参
加、スーパーバイズを実施する。

（４）

③一人ひとり
の状況に応じ
た関係部署間
の連携による
支援と情報の
提供

ＤＶ被害者の生活・子育て等を支
援します。また、関係部署間で連
携を図り、子どもの心のケアへの
支援や保育・就学、必要な行政
サービスを利用できるよう支援を
行います。

（３）

Ⅰ-3
★

32 



1 2 3 4 5 6 7
次年度の課題

令和５年度担当課評価

担当課
評価

執行状況・事業評価
評価の着眼点

A

被害者、同伴児の安全確保のため、避難先の情報提供を行い、当事者の
意思を尊重した支援を実施した。 ○ ○ ー ○ ー ー ○

引き続き実施していく。

A

被害者の家族構成や状況に応じて利用ができるよう複数の民間シェル
ターと連携している。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き実施していく。

A

ＤＶ被害者に伴走しながら、生活再建のために必要な相談、支援を実施
した。子どもへの支援が途切れないよう関係機関と連携し、避難先自治
体との調整を実施した。 ○ ○ ー ○ ー ー ○

引き続き実施していく。

A

パリテ、子ども家庭支援センターとも連携しながら、相談支援の必要な
方には、それぞれの役割を説明し意向を確認しながらつないだ。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ＤＶ被害の生活・子育て等について、関係
各課と連携を図りながら、情報提供等、引
き続き丁寧な支援を行っていく。

A

関係機関と連携し、ＤＶ被害者であることに配慮しながら、必要な支援
を行った。
また、医療扶助のマイナンバー連携開始に伴い、支援措置対象者に対し
リスク及びリスク回避についての説明を行った。

○ ○ ○ ○ ー ○ ○

医療扶助のマイナンバー連携が本格化する
ため、リスクを回避するため慎重に対応す
る必要がある。

A

婦人相談員や関係機関と連携して、母子生活支援施設への入所を通した
自立支援などを実施した。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

婦人相談員や関係機関と連携して、ＤＶ被
害者とその子どもの自立支援などを行う。

A

自立支援講座を実施するとともに、相談者の状況に応じた情報提供を実
施した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き実施していく。

A

９月に職員向け研修を実施した。庁内だけではなく、地域包括支援セン
ター保育園等からも参加があり、DV被害者理解、適切な加害者対応のた
め今後も実施を継続していく。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き実施していく。

A

令和５年度は５回９事例のスーパーバイズを実施した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き実施していく。
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令和５年度担当課目標

担当課
具体的な事業
又は取組計画

体系番号

内容事業施策課題

①庁内関係各
課との連携の
強化

ＤＶ被害者が抱えているさまざま
な問題の解決に向けて、庁内関係
各課との連携を強化します。

協働コミュニティ課 ＤＶ支援に必要な庁内関係各課と
連絡を密に行い連携を図る。

協働コミュニティ課 配偶者暴力被害者支援担当者連絡
会議を開催し連携を図る。

市民課 引き続き庁内外の研修や支援担当
者連絡会議等へ参加し、ＤＶ被害
等の現状を把握し理解を深め、個
別の窓口対応に配慮するとともに
関係部署や関係機関との情報共有
を図る。また住民記録システムを
参照している各課とのシステム上
の連携を今後も図る。

保険年金課 担当者連絡会議に出席し、関係機
関と連携を図る。

健康課 連絡会に参加する。専門家との連
携については、連絡会等の機会に
協議・検討を目指す。

生活福祉課 引き続き連絡会議に参加し、連携
の確認を行う。

高齢者支援課 高齢者虐待防止連絡会の開催

障害福祉課 虐待防止の観点から支援に必要な
関係機関、専門家との連携を図
る。

子育て支援課 連絡会議への参加により、関係機
関との連携を図る。

幼児教育・保育課 配偶者暴力被害者支援担当者連絡
会議に参加するとともに、支援に
必要な関係機関、専門部署との連
携を図る。

子ども家庭支援センター 関係機関との連携を図る。

学務課 適切に手続や相談に対応できるよ
うに共通認識を持ち、関係機関と
連携を図りながら取り組む。

③配偶者暴力
相談支援セン
ター機能の検
討

ＤＶの防止及び被害者の保護のた
め、配偶者暴力相談支援センター
機能について、検討します。

協働コミュニティ課 配偶者暴力相談支援センター設置
についての検討を行う。

②各種関連機
関・専門家と
の連携の強化

(５)

配偶者暴力被害者支援担当者連絡
会議を通じ、支援に必要な関係機
関、専門家との連携を図ります。

Ⅰ-3
★
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1 2 3 4 5 6 7
次年度の課題

令和５年度担当課評価

担当課
評価

執行状況・事業評価
評価の着眼点

A

配偶者暴力被害者支援担当者連絡会、ケース会議等の会議ほか、相談者
に応じて必要なタイミングで連携を行った。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き実施していく。

A

令和５年度は２回会議を開催し、互いの支援を知り連携につなげた。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き実施していく。

A

住民記録システムを参照している各課との連携を図ることにより、市民
課による支援措置から、市としての一体的な住所情報等の保護としてい
る。具体的には、関係各課が参照できる支援対象者ファイルを活用し、
データ更新があった際は更新通知を各課に行うことで支援対象者の住所
情報等の取り扱いについて注意を促し、情報を教共する体制を構築して
いる。 ー ー ー ー ー ○ ○

関係各課が参照できる支援対象者ファイル
を活用するとともに、情報の共有について
各課の独自システムとの自動連携に向けさ
らに協議を進めたい。また以前から行われ
ている庁内外のDV被害等に関する研修会に
積極的に参加し、実態等について理解を深
め個別の窓口対応に配慮し、今後も関係機
関との連携を図るよう努めていく。

A

開催された連絡会議に出席し、関係機関等との連携を図った。

○ ○ ○ ー ○ ○ ○

引き続き、連絡体制を維持していくことが
重要である。

B

配偶者暴力被害者支援担当者連絡会へ参加し 、必要時、専門家と連携
を図ることに努めた。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

連絡会への参加等により、関係機関及び専
門家との連携を継続していく。

A

開催された連絡会議に出席し、関係各課や警察等関係機関と情報交換を
行った。

○ ○ ○ ○ ー ○ ○

引き続き連絡会議に参加するとともに、課
内への報告・周知を図ること。

A

担当者連絡会議に参加し、関係機関と連携を図った。
高齢者虐待防止連絡会を２回開催した。 ○ ○ ○ ー ○ ○ ○

引き続き連絡会を開催し、虐待防止に向け
た施策を検討する。

A

配偶者暴力被害者支援担当者連絡会議に参加し、具体的なケース検討に
当たっては、利用できる障害福祉サービスの情報提供を行うなど関係機
関と連携を図った。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き、継続実施に努める。

A
配偶者暴力被害者支援担当者連絡会議に参加し、関係機関と連携を図っ
た。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

連絡会議への参加により、関係機関との連
携を図る。

A

連絡会議により、関係機関等との連携を図った。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

継続実施により連携を図る。

A

年２回の配偶者暴力被害者支援担当者連絡会議に参加した。
要保護児童対策地域協議会代表者会議を年に１回実施し、実務者会議ブ
ロック会を５回、ケース検討会議を79回実施した。
関係機関との連携強化を図るため、巡回訪問事業を通して市内の小中学
校、幼稚園、保育園、子ども食堂等を訪問した。
田無警察と協働し11月の児童虐待防止推進月間でリーフレットを配布、
三虐待（児童・高齢・障害の虐待）防止のウェットティッシュを配布、
市民への周知・啓発活動を行った。
虐待防止推進月間に合わせ、アスタビジョンにて動画を放映を実施し
た。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き、今後も関係機関との連携を密に
行い、配偶者及び交際相手との間の暴力を
見せることが子供にとって、心理的虐待に
あたる、ということを関係機関に周知して
いく。

A

状況に応じて関係機関と適切な調整を行いながら、保護者等の対応を
し、事務処理を行った。

ー ー ー ー ー ー ○

人事異動等による担当者変更後も安全かつ
適切に案内及び手続できるよう事務引継ぎ
を行うとともに関係資料を整理する。

A

センター機能については整備されている。男女平等推進センター内で相
談等の機能が集約されており、あえて配暴センターを標榜することはし
ない。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

配偶者暴力相談支援センターとしての機能
はあるものの組織としてのあり方を含めた
検討が必要である。
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令和５年度担当課目標

担当課
具体的な事業
又は取組計画

体系番号

内容事業施策課題

①暴力防止に
関する情報提
供と学習機会
の提供

さまざまな暴力の防止に向けて、
チラシ・パンフレット・ホーム
ページ等を通じて情報を提供する
他、講座等の学習機会を提供しま
す。

協働コミュニティ課 暴力の防止に向けて情報提供し、
講座を実施する。

②市内事業所
への意識啓発

セクシュアル・ハラスメント等、
職場の暴力の防止に向けて、市内
事業所への啓発を行います。

協働コミュニティ課 パリテ窓口で、産業振興課が発行
（東京都が編集）するセクシュア
ル・ハラスメントが記載されてい
る「ポケット労働法」等を配布す
る。

協働コミュニティ課 市職員に向けて暴力防止の情報提
供を行う。

職員課 ハラスメントに関する研修を継続
して実施する。研修の中で具体的
な事例に触れるなどより実践的な
研修となるよう内容の検討・改善
をする。

教育指導課 「人権教育プログラム」の全教職
員配布、研修会での指導、校長等
による教職員に対する服務事故防
止研修等を計画的に実施する。

①相談の実施 教育相談、就学相談、スクールカ
ウンセラーの相談などにおいてさ
まざまな暴力の事実が発覚したと
きは、緊急支援体制で関連部署や
関係機関と連携し、被害者の保護
に努めます。また、過去の暴力被
害による心理的問題のある児童・
生徒に対しては、医療機関等の関
係機関と連携しながら必要な支援
をします。

教育支援課 学校ではスクールカウンセラー
が、児童・生徒や保護者から相談
を受けるている。
その中で、人権を侵害するセク
シュアル・ハラスメント、ストー
カー、性暴力などの被害が発覚し
た場合には、相談者にも同意を得
て速やかに子ども家庭支援セン
ターや警察等との連携を図り対応
を行う。あわせて学校の状況を把
握し、スクールカウンセラーから
相談状況等の把握する。
教育相談センターでの相談で発覚
した場合も同様に対応する。
定期的に小中学校へスクールソー
シャルワーカーの派遣を行う。小
中学校の要望に柔軟に答えること
が出来るように随時派遣を行い、
スクールソーシャルワーカーが情
報を集約し、学校へのコンサル
テーションを行うことで、より、
関係機関との連携を強化し、円滑
な支援を行う。
また、学校からの要請により新学
期対応等の心のケア等のサポート
として、臨床心理士等の派遣を行
う。

②女性相談の
実施

男女平等の視点にたち、女性が抱
える自分自身、家族、職場の人間
関係、心とからだ、ＤＶなどの問
題等についての相談事業を実施し
ます。

協働コミュニティ課 引き続きパリテ、田無庁舎で女性
相談を実施するとともに、電話に
よる相談も実施する。

③緊急一時保
護の実施

ＤＶ被害者の安全を確保するた
め、緊急一時保護の実施や宿泊費
等の助成を行います。

協働コミュニティ課 被害にあった女性の安全を図るた
め緊急一時保護の実施や宿泊費の
助成を行う。

市職員・教員に対し、さまざまな
暴力についての啓発・研修を実施
します。

③暴力の防止
に関する市職
員・教員への
啓発・研修

（１）

Ⅰ-4

（２）
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1 2 3 4 5 6 7
次年度の課題

令和５年度担当課評価

担当課
評価

執行状況・事業評価
評価の着眼点

A

中学校、高校、警察、関係各課にＤＶ冊子やデートＤＶパンフレットを
配布し啓発をはかった。ＨＰは適宜更新した。

○ ○ ○ ○ ー ー ○

パンフレットやＨＰ等で啓発をはかった。

B

令和５年度はパリテコーナーへ配架を実施した。

○ ○ ○ ー ー ー ○

継続して実施する。

A

関係各課職員向けにＤＶ研修を実施した。
新規採用職員研修において、ＤＶ対応について説明した。

○ ○ ○ ー ー ー ○

継続して実施する。

A

７月に管理職を含む一般職に対して研修を実施、また、２月に特別職・
部長職向け、相談員向けの研修を実施。加えて２月にｅ-ラーニング研
修を全職員対象に行っている。 ○ ○ ○ ○ ○ ー ー

継続した研修の実施と相談体制の強化を図
る必要がある。

A

「人権教育プログラム」の全教職員配布、研修会での指導、校長等によ
る教職員に対する服務事故防止研修等を計画的に実施した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き「人権教育プログラム」の全教職
員配布、研修会での指導、校長等による教
職員に対する服務事故防止研修等を計画的
に実施する。

A

 学校ではスクールカウンセラー等が児童・生徒や保護者からの相談
で、人権を侵害するセクシャル・ハラスメント、ストーカー、性暴力な
どの被害を認知した場合、相談者の同意を得て、速やかに子ども家庭支
援センターに連絡を行い、緊急時等には警察にも連絡することを相談者
に伝えた。
 教育相談センターでの相談の中で被害を認知した場合も、学校で認知
した時と同様に、子ども家庭支援センター等と連携を図り対応するよう
職員に指導を行った。
 また、市内公立小中学校にスクールソーシャルワーカーを定期的に派
遣するとともに、学校からの要請により随時派遣を行い、学校内で解決
できない困りごとなどの相談や配慮が必要な児童・生徒の行動観察、校
内会議への出席、家庭訪問など学校と連携を図り児童・生徒や保護者の
支援を行った。
 また、一部小学校からの要請で、新学期のスタートアップ期間に臨床
心理士の資格を有する職員を派遣し、心のケア等のサポートを行った。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

 不登校やいじめ、情緒不安定等、児童・生
徒が呈する問題の背景に家庭環境や子ども
が置かれている状況などに起因する場合が
あると捉えている。このように、学校だけ
では解決することが難しいケースもあるた
め、スクールソーシャルワーカーによる福
祉的支援や関係機関との連携など、支援体
制の充実を図ることが必要となる。

A

パリテ、田無庁舎相談室において女性相談を実施した。来所が難しい、
時間の制約などがある方には電話相談の利用を進め、相談が実施できる
ように案内をした。また、LINE相談の担当部署が実施する会議に出席
し、男女平等の視点からの連携を図った。

○ ○ ー ○ ー ー ○

継続して実施する。

A

安全確保を第一に考慮し、本人の意向を尊重し、支援を実施した。

○ ○ ○ ○ ー ー ○

継続実施できる体制を維持していく。
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令和５年度担当課目標

担当課
具体的な事業
又は取組計画

体系番号

内容事業施策課題

協働コミュニティ課 講座、情報誌を通して啓発を実施
する。

健康課 性教育の実施については、各課連
携及び場の提供が不可欠である。
効果的な連携を機会をとらえて協
議できるよう、努める。

教育指導課 今後も東京都教育委員会と連携
し、改訂予定の性教育の手引きを
踏まえた、性に関する指導が実施
できるよう指導・助言を行う。

協働コミュニティ課 講座、情報誌を通して啓発を実施
する。

健康課 リプロダクティブ・ヘルス／ライ
ツについても、各課連携を図りな
がら周知に努める。

協働コミュニティ課 女性相談等において、相談者の必
要に応じて、女性専門外来を案内
する。

健康課 引き続き、女性専門外来について
は、情報集約に努める。

②女性・男性
特有の病気に
対する予防と
検査の実施

子宮がん、乳がん、骨粗しょう
症、前立腺がんなどの予防と検査
の充実を図ります。
また、更年期の心身の健康づくり
や予防についての情報、性感染症
に関する情報等の提供に努めま
す。

健康課 各がん検診事業を通じて、情報提
供に努める。

協働コミュニティ課 ①審議会や委員会等において、女
性委員の占める割合が40％になる
よう、女性の登用に努める。
②審議会や委員会に女性が参画し
やすいように、会議日時の配慮
等、環境整備に努める。

企画政策課 【行財政改革推進委員会】
【使用料等審議会】
【総合計画策定審議会】
会議はこれまでも平日の日中に開
催してきているが、リモートによ
る会議を積極的に活用し、より参
加しやすい環境の整備に努める。
学識委員の改選に当たっては、女
性の登用に向けた取組に努める。

（２）

(１)

（１）

Ⅱ-1
★

①審議会・委
員会等におけ
る女性委員登
用率の向上
②審議会・委
員会等に参画
しやすい環境
整備

①審議会や委員会等において、女
性委員の占める割合が40％になる
よう、女性の登用に努めます。
②審議会や委員会に女性が参画し
やすいように、会議日時の配慮
等、環境整備に努めます。

①発達に応じ
た性教育の実
施

リプロダクティブ・ヘルス／ライ
ツ（性と生殖に関する健康と権
利）の概念が社会に根付くよう、
多様な機会を通じて情報を提供し
ます。
また、男女ともに正しい知識を
持って、安心して妊娠・出産を迎
えられるよう情報の提供に努めま
す。
女性に特有のからだの不調や悩み
に対応するため、女性専門外来を
設置している医療機関に関する情
報を提供します。

①女性専門外
来に関する情
報提供

②性と生殖に
関する健康支
援情報の提供

幼児期・思春期・成人期に至るま
で、発達に応じたからだと性に関
する正しい知識を身につけ、自他
ともに尊重した性教育を実施しま
す。

Ⅰ-5
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1 2 3 4 5 6 7
次年度の課題

令和５年度担当課評価

担当課
評価

執行状況・事業評価
評価の着眼点

A

女性に対する暴力をなくす運動期間に「どうなる⁉緊急避妊薬の薬局販
売と私たちの選択肢」講演会をオンラインで開催した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

講演会・講座の回数に限りがあるため、
テーマとして実施できない年度が考えられ
る。

B

発達に応じたからだと性に関する正しい知識の教育の機会について、検
討するよう努めた。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

実施場面について、引き続き関係課と検討
する。

A

東京都教育委員会と連携し、改訂予定の性教育の手引きを踏まえた、性
に関する指導が実施できるよう指導・助言を行った。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き今後も東京都教育委員会と連携
し、改訂予定の性教育の手引きを踏まえ
た、性に関する指導が実施できるよう指
導・助言を行う。

A

女性に対する暴力をなくす運動期間に「どうなる⁉緊急避妊薬の薬局販
売と私たちの選択肢」講演会をオンラインで開催した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

講演会・講座の回数に限りがあるため、
テーマとして実施できない年度が考えられ
る。

B

母子保健における相談支援の中で、リプロダクティブ・ヘルス／ライツ
の視点を踏まえ実施を心がけた。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

更に、リプロダクティブ・ヘルス／ライツ
の周知を図るよう検討する。

A

女性相談において相談があった場合に、複数のクリニックを案内する。

○ ○ ○ ○ ー ー ○

継続して実施する。

A

適宜、情報提供に努めた。
「女性の相談会」（出張相談会）を開催し、相談対応及び情報提供を
行った。
産婦人科医による女性の健康に関する講演会を実施した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

女性が抱えるからだの不調や悩みに対し
て、個別の相談対応の実施や、女性の健康
に関する講演会等の実施により、情報提
供、啓発を行う。

A

各種がんや検診についての情報を市ホームページに掲載し、適宜内容の
見直し、修正を行った。
がん検診について、特定の年代の方へ個別に受診勧奨通知を発送し、情
報提供を行うほか、受診票等の送付時等にも情報提供を実施した。
産婦人科医による女性の健康に関する講演会を実施した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

女性・男性特有の病気の検診や予防につい
て周知を行う。

A

【男女平等参画推進委員会】
任期：令和４年７月～令和６年７月　男６人　女９人　登用率60.0％

【企画運営委員会】
任期：令和４年６月～令和６年６月　男１人　女７人　登用率87.5％ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

①引き続き審議会や委員会等において、女
性委員の占める割合が40％以上になるよう
努めつつ、男女どちらかに偏らないよう、
注意する。
②審議会や委員会に女性が参画しやすいよ
うに、会議日時の配慮等、環境整備に努め
る。

B

【行財政改革推進委員会】
平成31年５月16日～令和３年５月15日：男６名　女２名　登用率25.0％
令和３年11月17日～令和５年11月16日：男８名　　　　　登用率0.0％
令和６年１月18日～令和８年１月17日：男８名　　　　　登用率0.0％
対面だけでなくリモートによる会議の活用も行った。
改選にあたっては女性の登用も考慮しているが、女性委員の登用がない状況
となっている。
【使用料等審議会】
令和３年11月26日～令和４年11月25日：男４名　女１名　登用率20.0％
令和４年12月20日～令和５年12月19日：男４名　女１名　登用率20.0％
令和６年１月17日～令和７年１月16日：男４名　女１名　登用率20.0％
対面だけでなくリモートによる会議の活用も行った。
改選にあたっては女性の登用も考慮しているが、１名の登用にとどまる状況
が続いている。
【総合計画策定審議会】
令和３年10月14日～令和５年８月７日：男８名　女４名　登用率33.3％
対面だけでなくリモートによる会議の活用も行った。

○ ○ ○ ー ○ ○ ○

【行財政改革推進委員会】
【使用料等審議会】
　会議はこれまでも平日の日中に開催して
きているが、リモートによる会議を積極的
に活用し、より参加しやすい環境の整備に
努める。
　学識委員の改選に当たっては、女性の登
用に向けた取組に努める。
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令和５年度担当課目標

担当課
具体的な事業
又は取組計画

体系番号

内容事業施策課題

総務課(法規文書係) 審査会委員等の委嘱を行う場合に
は、女性委員の登用に努める。
また、女性が参加しやすいように
夜間の会議を控える等、環境整備
に努める。

公共施設マネジメント課 財産価格審議会は、財産の処分等
に関し、適正な価格等を評定する
ことを目的に設置している。
　現在の委員は学識経験者として
不動産鑑定士３人(うち女性１人)
と市職員1名を委嘱又は任命してい
る。
　財産の価格等を評定するという
ことで、その専門家である不動産
鑑定士に委嘱しているが、女性の
不動産鑑定士の数が非常に少ない
為、女性登用率の40％を達成する
ことは非常に困難な状況である
が、女性に適任者がいれば、積極
的に登用を検討する。

契約課 西東京市入札等監視委員会は、入
札及び契約手続の公平性並びに透
明性を確保するべく、発注した工
事等に係る入札及び契約手続の運
用状況等について審議を行うた
め、学識経験を有する者３名で構
成する。
欠員等が生じ改選する場合は、男
女の性差に寄らず適切な人選に努
める。

危機管理課 意欲のある女性の発掘に努める。

①審議会・委
員会等におけ
る女性委員登
用率の向上
②審議会・委
員会等に参画
しやすい環境
整備

①審議会や委員会等において、女
性委員の占める割合が40％になる
よう、女性の登用に努めます。
②審議会や委員会に女性が参画し
やすいように、会議日時の配慮
等、環境整備に努めます。

(１)
Ⅱ-1
★
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1 2 3 4 5 6 7
次年度の課題

令和５年度担当課評価

担当課
評価

執行状況・事業評価
評価の着眼点

B

【個人情報保護・情報公開審査会】
任期：令和５年４月１日から令和７年３月31日まで
５人（男３人、女２人）
女性登用率：40％

【個人情報保護審議会】
任期：令和５年４月１日から令和７年３月31日まで
５人（男４人、女１人）
任期：令和５年11月14日から令和７年３月31日まで
１人（女１人）
女性登用率：33.3％

【行政不服審査会】
任期：令和５年３月13日から令和８年３月12日まで
３人（男２人、女１人）
女性登用率33.3％
 
　会議時間は、参加しやすいように業務時間内で設定した。
　個人情報保護・情報公開審査会については、女性登用を実施した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

今後、欠員を補充する際には、女性登用に
努める。

A

【財産価格審議会】
任期：令和５年８月１日～令和７年７月31日　男性３人　女性１人　登
用率25%（人数には、市職員１人を含む）

令和５年度に任期の更新があったが、当市の公有財産事情への精通等の
理由もあり、構成員に変更はなかったため、女性登用率の増減はなかっ
た。
また、本審議会の会長職は、現在女性が務めており、男女の性別で役職
を任命している訳ではなく、能力で判断しているところである。

○ ○ ○ ー ○ ー ○

登用率を考慮し、女性登用の検討を進めて
いきたいと考えるが、そもそも女性の不動
産鑑定士が少なく、更に当市の公有財産事
情に精通した鑑定士となると非常に困難で
ある。

C

西東京市入札等監視委員会

任期　令和５年11月1日～令和７年10月31日
　　　男３人、女０人 登用率０％

入札等監視委員会は、委員会の形式を採っているが合議制機関ではな
く、技術、法律、経済等の観点から学識経験者の意見を得るための組織
であり、女性登用の対象となるものではない。

ー ー ー ー ー ー ○ （廃止）

B

【防犯推進会議】
任期：各委員の所属機関等における職在職期間中又は令和４年10月１日
～令和６年９月30日
男　12名　女　４名　登用率25％【令和６年３月31日現在】

【国民保護協議会】
任期：各委員の所属機関等における職在職期間中又は令和４年10月１日
～令和６年９月30日
男　29名　女　４名　登用率12.1％【令和６年３月31日現在】

【消防委員会】
任期：各委員の所属機関等における職在職期間中又は令和５年８月１日
～令和７年７月31日
男８名　女０名　登用率0.0％【令和６年３月31日現在】

【防災会議】
任期：各委員の所属機関等における職在職期間中又は令和４年７月１日
～令和６年６月30日
男29名　女６名　登用率20.7％【令和６年３月31日現在】

充て職及び他機関からの推薦により委員を任命しているため、男女比率
をコントロールすることは困難である。

○ ○ ○ ー ○ ー ○

可能な限り女性を推薦いただくよう他機関
等に依頼するなど、意欲のある女性の発掘
に努める。
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令和５年度担当課目標

担当課
具体的な事業
又は取組計画

体系番号

内容事業施策課題

保険年金課 令和４年７月の委嘱替えの際に、
積極的に女性の登用に努める。

健康課 女性および男性の健康問題等が適
切に検討できる会議体となるよ
う、また参加しやすい会議体が開
催できるよう調整し実施する。

地域共生課 委員の推薦母体に委員の推薦を依
頼しているため、推薦の際に依頼
をすることなどの検討を行う。

高齢者支援課 改選時に男女比に配慮する。

障害福祉課 ①②審議会、委員会等における女
性委員登用に引き続き努める。
③多くの委員が参加できるよう会
議日程の調整を行う。

①審議会・委
員会等におけ
る女性委員登
用率の向上
②審議会・委
員会等に参画
しやすい環境
整備

(１)
Ⅱ-1
★

①審議会や委員会等において、女
性委員の占める割合が40％になる
よう、女性の登用に努めます。
②審議会や委員会に女性が参画し
やすいように、会議日時の配慮
等、環境整備に努めます。
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1 2 3 4 5 6 7
次年度の課題

令和５年度担当課評価

担当課
評価

執行状況・事業評価
評価の着眼点

B

【国民健康保険運営協議会】
任期：令和元年７月１日～令和４年６月30日　男12名　女３名　登用率
20.0％
任期：令和４年７月１日～令和７年６月30日　男11名　女４名、登用率
26.7％
国民健康保険運営協議会は任期が３年間であるため、令和６年度は推
薦・一般公募は行わない。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

次回（令和７年度）の委嘱の際には、積極
的に女性の登用に努める。

A

【健康づくり推進協議会】
任期：令和５年10月１日～令和７年９月30日　男11名　女４名　登用
28.6％【生きる支援推進計画策定検討会】
任期：令和５年５月29日～令和６年３月31日　男５名　女８名　登用
61.5％

専門委員、公募市民から成る市民委員に女性にご参加いただいており、
女性及び男性の健康問題等が適切に検討されている。
会議に出席しやすいよう、開催の時間帯は日中とし、またオンラインで
の参加も可能とする機会も設けた。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

次期の協議会等において、女性にも広くご
参加いただくことができるよう、構成に留
意する。

B

【民生委員推薦会】
任期：令和元年12月１日～令和４年11月30日　男６人　女11人　登用率
64.7％
任期：令和４年12月１日～令和５年１月31日　男５人　女12人　登用率
70.6％
任期：令和５年２月１日～令和５年３月31日　男６人　女11人　登用率
64.7％
任期：令和５年４月１日～令和７年11月30日　男７人　女10人　登用率
58.8％

【保健福祉審議会】
任期：令和３年９月１日～令和５年８月31日　男10人　女１人　登用率
9.1％
任期：令和５年９月１日～令和７年８月31日　男９人　女２人　登用率
18.2％

【地域福祉計画策定・普及推進委員会】
任期：令和２年５月27日～令和４年５月26日　男７人　女２人　登用率
22.2％
任期：令和４年５月27日～令和４年９月30日　男６人　女２人　登用率
25.0％
任期：令和４年10月１日～令和５年３月31日　男９人　女３人　登用率
25.0％
任期：令和５年４月１日～令和６年５月26日　男９人　女３人　登用率
25.0％

保健福祉審議会において任期の更新及び人事異動に伴う委員構成の変動
があった。女性登用率は50％に近づいた。

○ ○ ○ ー ○ ー ○

任期の更新があるものについて、女性の登
用に努める。

B

・地域密着型サービス等運営委員会：任期：令和5年7月19日～令和6年3
月31日、男8名、女5名　登用率38.5％
・介護保険運営協議会：任期：令和３年11月12日～令和６年11月11日、
男10名・女7名　登用率：41.2％ ○ ○ ○ ー ○ ○ ○

①引き続き審議会や委員会等において、女
性委員の占める割合が40％以上になるよう
努める。
②審議会や委員会に女性が参画しやすいよ
うに、会議日時の配慮等、環境整備に努め
る。

A

【地域自立支援協議会相談支援部会】
市内相談支援事業所の代表が参加。委員登用に性別の制約は設けていな
い。開催日によって男女比は異なる。

【地域自立支援協議会権利擁護部会】
任期：令和５年11月10日～令和６年３月31日　男７名、女１名　登用率
12.5％

【有償ボランティア輸送運営協議会】
任期：令和５年４月１日～令和７年３月31日　男８名、女３名　登用率
27.3％

【地域自立支援協議会】
任期：令和４年４月１日～令和６年３月31日　男11名、女５名　登用率
31.3％

【障害支援区分認定審査会】
任期：令和５年４月１日～令和７年３月31日　男８名、女７名　登用率
46.7％

【地域自立支援協議会計画策定部会】
任期：令和５年５月10日～令和６年３月31日　男11名、女３名　登用率
21.4％

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き、継続実施に努める。
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令和５年度担当課目標

担当課
具体的な事業
又は取組計画

体系番号

内容事業施策課題

子育て支援課 会議開催時間を多様に設定（午
前・昼間・夜間）したり、保育付
きの会議にする等、女性にも参加
していただきやすいように対応す
る。

児童青少年課 会議開催時間を多様に設定（午
前・昼間・夜間）したり、保育付
きの会議にする等、女性にも参加
していただきやすいように対応す
る。

文化振興課 改選時には、関係団体へ趣旨を説
明し、女性委員を積極的に登用す
るよう努める。

スポーツ振興課 会議開催にあたっては、女性委員
が参画しやすい時間帯を考慮する
など日程に配慮する。

産業振興課 改選する際には、女性の登用を検
討する。(令和4年(2022)9月改選）

環境保全課 本審議会委員の任期は令和４年６
月までであるため、令和３年度に
ついてもこれまでと同様となる。
なお、委員の欠員が出た場合に
は、補欠委員の募集を行う。その
際は、男女比に配慮した登用を検
討し、女性の登用率向上を目指
す。

ごみ減量推進課 女性登用率40%が維持できるように
努める。

①審議会や委員会等において、女
性委員の占める割合が40％になる
よう、女性の登用に努めます。
②審議会や委員会に女性が参画し
やすいように、会議日時の配慮
等、環境整備に努めます。

①審議会・委
員会等におけ
る女性委員登
用率の向上
②審議会・委
員会等に参画
しやすい環境
整備

(１)
Ⅱ-1
★

44 



1 2 3 4 5 6 7
次年度の課題

令和５年度担当課評価

担当課
評価

執行状況・事業評価
評価の着眼点

A

【子ども子育て審議会】
任期①：令和３年８月22日～令和５年８月21日　男５人　女11人　登用
率68.8％
任期②：令和５年８月22日～令和７年８月21日　男３人　女13人　登用
率81.3％
会長職：任期①②とも女性
会議開催時間は、参加委員の都合に合わせた結果、多様にはならなかっ
た。
会議中の保育については、保育補助員の予算を確保して備えたが、利用
希望がなかった。

【子どもの権利擁護委員の会議】

任期：令和４年４月１日～令和７年３月31日　男１人　女２人　登用率

66.7％

○ ○ ○ ー ○ ○ ○

会議開催時間を多様に設定（午前・昼間・
夜間・休日）したり、保育付きの会議にす
る等、女性に限らずすべての委員に参加し
ていただきやすいように対応する。

A

【青少年問題協議会】
　　男7人女7人 登用率50％　令和3年11月1日～令和5年10月31日
【令和5年度委託運営協議会】
ひばり：男2人女8人登用率80％　令和5年7月5日～令和6年3月31日
下保谷：男1人女7人登用率87.5％　令和5年7月6日～令和6年3月31日
四学童：男3人女10人登用率76.9％　令和5年7月12日～令和6年3月31日
東伏見：男2人女5人登用率71.4％　令和5年7月13日～令和6年3月31日

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

男女の比率については、関係機関からの推
薦もあるので調整が難しいところがある。
保育付きの委員会では利用もあったので、
男女問わず育児中の方も参画しやすいよう
に、引き続き会議の開催に努める必要があ
る。

A

令和４年度文化芸術振興推進委員会
任期：Ｒ４.８.１～Ｒ６.７.31
男５名、女５名　登用率50％
令和５年度文化芸術振興推進委員会
任期：Ｒ４.８.１～Ｒ６.７.31
男６名、女４名　登用率40％

令和５年度は、委員に変更はなく令和４年度同様、登用率50％を達成し
た。令和４年度から女性委員が増加したことにより、これまで以上に女
性の視点等の多様な意見や認識のもとで協議を進めることができ、委員
会の内容の充実が図られたと考える。令和６年度に任期が満了する委員
もいるため、改選の際は女性委員を積極的に登用するよう努める。

ー ー ー ー ー ○ ○

委員会の開催時間の希望調査を行う等女性
が参加しやすい環境整備の手法について検
討する。

B

【スポーツ推進審議会】
女性の参画をより一層促進できるよう、可能な限り女性の推薦いただく
よう各団体に協力を求めている。

任期：令和５年７月１日～令和７年６月30日　男８人　女２人　登用率
20.0％
※公募委員１人は女性（他の委員９人は各団体からの推薦委員等）

○ ○ ○ ○ ○ ー ○

審議会での活動について、会議日程や会議
録を市報、ＨＰで公表しているが、一般的
には具体的な活動は、特定の団体あるいは
個人に限定されていて、幅広く周知されて
いないという認識。周知方法として、市
報、ＨＰだけで良いのか、他の方法で周知
をしていくのか、検討する必要がある。

C

【農業振興計画推進委員会】
任期：令和４年９月29日～令和６年９月28日　男10人　女２人　登用率
16.6％
令和４年度改選であったが、市民公募の委員で１人女性が増えたが、学
識経験者・農業団体職員・農業関係者・関係行政機関の職員の指定され
た役職の方に委嘱することとなっている。そのため全体での女性の登用
人数が変わらなかった。

○ ○ ○ ー ○ ○ ○

改選時の女性の登用

B

環境審議会、任期：Ｒ４.７.１～Ｒ６.６.30
男８名　女２名　登用率２０％
　
・環境審議会について、Ｒ４年度に委員改選があったが、市民委員選考
の採点段階において応募者の性別等を示さない等、性別による差別のな
い選考を行った。同時期に男性２名の関係行政機関選出区分に人事異動
に伴う変更があったが、男性委員のままとなった。

○ ○ ー ○ ○ ー ○

環境審議会委員については、令和６年７月
に改選を控えており、学識経験者（２名以
内）、市民公募（４名以内）、事業者代表
（２名以内）、関係行政機関（２名以内）
の依頼を行う際は男女比に配慮した登用を
検討する。

A

【廃棄物減量等推進審議会】
任期：令和５年７月１日～令和７年６月30日　男６名、女８名　登用率
57.14％ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

今後も女性が参加しやすい環境整備に努
め、登用率を確保できるようにする。
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令和５年度担当課目標

担当課
具体的な事業
又は取組計画

体系番号

内容事業施策課題

都市計画課 【都市計画審議会】
　学識経験者に女性に適任者がい
れば積極的に登用を検討する。

【専門部会（都市計画審議会）】
　学識経験者等に女性に適任者が
いれば積極的に登用を検討する。

交通課 【地域公共交通会議】
年度中の構成員の変更予定等はな
いが、万一欠員等が生じた場合
に、関係団体・関係機関、市民か
らの応募状況等に応じて、女性に
適任者がいれば積極的に登用を検
討する。

下水道課 本審議会委員の任期は令和４年10
月までであるが、令和４年度は、
審議会の開催予定がないため、改
選を行わない。今後審議会の開催
に合わせた改選の際は、可能な範
囲で登用率の維持、向上に努め
る。

教育企画課 委員の選任にあたって、関係団体
等から推薦により決定される部分
があるため、可能な限り会議の開
催時間などを調整し女性の登用に
努める。

学務課 審議会の委員改選等の際には、可
能な範囲で男女のバランスを図っ
ていく。任期中の学校職員の異動
や退任があった際の欠員の補充の
際にも男女のバランスを図ること
ができるよう努める。
人事異動等による就学支援委員会
の委員の選出の際、固有の校長職
等への委嘱のため調整は難しい面
はあるが、男女比率に配慮する。
審議対象人数が増加しているた
め、内容の調整、簡潔な進行など
に努め、委員会の効率化を図り、
負担の軽減を図る。

Ⅱ-1
★

①審議会や委員会等において、女
性委員の占める割合が40％になる
よう、女性の登用に努めます。
②審議会や委員会に女性が参画し
やすいように、会議日時の配慮
等、環境整備に努めます。

①審議会・委
員会等におけ
る女性委員登
用率の向上
②審議会・委
員会等に参画
しやすい環境
整備

(１)
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次年度の課題

令和５年度担当課評価

担当課
評価

執行状況・事業評価
評価の着眼点

A

【都市計画審議会】
任期：令和３年10月１日～令和５年９月30日（ただし、関係行政機関の
人事異動があった場合、後任は前任者の残任期）
男12人　女4人　22.2％（令和５年３月31日現在）
(議員６、関係行政機関３、学識６、市民委員２)

任期：令和５年10月１日～令和７年９月30日（ただし、関係行政機関の
人事異動があった場合、後任は前任者の残任期）
男11人　女６人　35.2％（令和６年３月31日現在）
(議員６、関係行政機関３、学識６、市民委員２)

【専門部会（都市計画審議会）】
任期(農地保全等に関する専門部会)：平成29年10月１日から、都市計画
審議会の特定の事案が終了するまで
男４人　女２人　33.3％（令和６年３月31日現在）

任期(都市計画マスタープラン等策定に関する専門部会)：令和３年12月
１日～令和６年３月31日まで
男４人　女０人　０％（令和６年３月31日現在）

○ ○ ○ ー ○ ー ー

【都市計画審議会】
審議会委員のメンバー構成が学識経験者６
名以内、市議会議員６名以内、関係行政機
関の職員が３名以内、市民代表が２名以内
と限定され任期が２年間となっている。構
成員の選定は、充て職、書類選考によるも
のが多く、意図的に女性の登用割合を上げ
ることは難しい。

【専門部会（都市計画審議会）】
学識経験者等に女性に適任者がいれば積極
的に登用を検討する。

B

【地域公共交通会議】
Ｈ25.７.１「地域公共交通会議（法定会議）」に移行し発足

●令和５年度中の変更
　・R5.７.31　任期満了
　・R5.８.１　新任期における委嘱
　年度末　委員16人　男15人　女１人 登用率約６％（Ｒ６.３.31現
在）

　令和５年度は任期満了の年度であり、関係機関等の人事異動による委
員交代のほか、全委員を改めて委嘱する年度であった。
　各関係団体・機関からは従来どおり職責に応じて委員として推薦され
ており、性別による推薦は困難であることを改めて確認した。
　市民委員については公募に対する応募時に提出される作文により委員
としての適格性を判断しており、結果的に１名減となり現状の登用率と
なっている。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

地域公共交通会議の委員については、その
ほとんどが交通事業者や関係機関からの推
薦であり、事務局からコントロールするこ
とができない。

A

下水道審議会　令和5年度開催実績なし
前回審議会開催　令和２～３年度
　任期：R2.10.27～Ｒ4.10.26　男6名、女2名　登用率25.0％

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

今後審議会の開催に合わせた改選の際は、
可能な範囲で登用率の維持、向上に努め
る。

A

【教育計画策定懇談会】
教育計画策定懇談会設置要綱にもとづき、次期教育計画策定について必
要な事項を検討するため、令和４年度に教育計画策定懇談会を設置し、
令和５年度は６回開催した。委員13名のうち女性委員は６名となってい
る。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

教育計画策定懇談会は、令和５年度で終了
するが、審議会や委員会等を設置する際は
引き続き、可能な限り女性の登用に努め
る。

A

【学校給食運営審議会】
任期:令和３年９月１日～令和５年８月31日　男４人　女12人　登用率
75.0％
任期:令和５年９月１日～令和７年８月31日　男５人　女９人　登用率
64.0％
任期満了に伴う改選により、男性委員の割合が増した。

令和５年度の状況
〇就学支援委員会（小委員会（固定・学校））
任期：令和５年４月１日～令和６年３月31日　男20人　女22人　登用率
52.4％
〇就学支援委員会（小委員会（言語・Ｓ））
任期：令和５年４月１日～令和６年３月31日　男15人　女９人　登用率
37.5％
〇就学支援委員会（小委員会（小Ｌ））
任期：令和５年４月１日～令和６年３月31日　男９人　女６人　登用率
40.0％
〇就学支援委員会（小委員会（中Ｌ））
任期：令和５年４月１日～令和６年３月31日　男７人　女４人　登用率
36.4％
委員会の終了時間については、審議方法を変更することで審議時間の短
縮に努めた。

ー ー ー ー ー ○ ー

任期途中の改選がある場合は、可能な範囲
で男性の登用に努める。

固有の校長職等への委嘱であるが、男女比
率に可能な範囲で配慮していく。
引き続き、委員会の効率化を図ることで、
ワークライフバランスがとれるような委員
会運営を行う。
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令和５年度担当課目標

担当課
具体的な事業
又は取組計画

体系番号

内容事業施策課題

社会教育課 令和５年度の改選時に向けて、登
用率の維持、向上に努め、WEB会議
の対応等、環境整備に努める。

公民館 女性委員の占める割合が40％以上
になるよう、女性の登用に努め
る。
（令和４年度は改選の予定なし）

図書館 【図書館協議会】西東京市図書館
設置条例第６条に基づき選出す
る。

選挙管理委員会 【明るい選挙推進委員会】
推進委員の男女登用率の平均化を
図る。
また、コロナ禍において安心して
推進委員となれるよう対策を講じ
る。

①地域におけ
る女性のロー
ルモデルの発
掘と活用

地域でリーダーとして活躍する女
性の情報を収集し、ロールモデル
として市民に広報するとともに、
審議会や委員会等の委員、各種講
座の講師として登用します。

協働コミュニティ課 地域でリーダーとして活躍する女
性の情報を収集し、ロールモデル
として市民に広報するとともに、
審議会や委員会等の委員、各種講
座の講師として登用する。

②リーダー養
成講座の実施

情報誌の活用や講座、講演会等の
実施による意識啓発を通して、審
議会や委員会、政治分野等で活躍
できる男女平等参画の視点をもっ
たリーダーの育成に努めます。

協働コミュニティ課 情報誌パリテへの記事の掲載や、
女性リーダーの育成につながるよ
うな講座・講演会を実施する。

① 地 域 リ ー
ダーの機会均
等の支援

地域協力ネットワーク等の地域活
動において、性別によらずすべて
の人がリーダーとなり活躍できる
場となるように、団体等を支援し
ます。

協働コミュニティ課 女性リーダーの育成に関する情報
提供を行い、女性活躍推進に向け
ての意識啓発を行う。

②地域を担う
女性リーダー
の育成

情報誌の活用や講座、講演会等の
実施を通して、地域活動における
女性リーダーを育成します。ま
た、パリテ登録団体の活動の支援
等を通して、女性リーダーの育成
を図ります。

協働コミュニティ課 国や都で実施するリーダー講習会
の情報を提供するとともに、女性
リーダーの育成につながる講座を
実施する。また、パリテ登録団体
で活動する比較的若い世代の女性
に対し、パリテまつりの実行委員
等への就任を促すなど、地域で活
動する女性への支援を行い、次世
代の女性リーダーの育成を図る。

（１）

Ⅱ-1
★

Ⅱ-2

①審議会や委員会等において、女
性委員の占める割合が40％になる
よう、女性の登用に努めます。
②審議会や委員会に女性が参画し
やすいように、会議日時の配慮
等、環境整備に努めます。

①審議会・委
員会等におけ
る女性委員登
用率の向上
②審議会・委
員会等に参画
しやすい環境
整備

（１）

（２）
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1 2 3 4 5 6 7
次年度の課題

令和５年度担当課評価

担当課
評価

執行状況・事業評価
評価の着眼点

B

【社会教育委員の会議】
任期：令和５年７月１日～令和７年６月30日　男６名　女７名　登用率
53.8％
必要に応じてWEB会議での対応を行った。
【文化財保護審議会】
任期：令和５年７月１日～令和７年６月30日　男７名　女１名　登用率
12.0％
必要に応じてWEB会議での対応を行った。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

【社会教育委員の会議】
WEB会議の対応等、環境整備に努めます。
【文化財保護審議会】
WEB会議の対応等、環境整備に努めます。

A

公民館運営審議会第11期
任期：Ｒ３.５.１～Ｒ５.４.30
男６名、女８名　　登用率　57.1％
公民館運営審議会第12期
任期：Ｒ５.５.１～Ｒ７.４.30
男７名、女７名　　登用率　50％

ー ー ー ○ ー ー ○

勤労者も参画できるように、夜間に定例会
を開催している。

A

【図書館協議会】
令和５年度からの２か年にわたる任期で選出となる図書館協議会委員は
10人のうち、女性が４人となり、割合40％を達成した。 ○ ○ ○ ー ○ ○ ○

引き続き進める。

B

【明るい選挙推進委員会】
任期：令和２年４月～令和４年３月　男５　女25　登用率83.3％（令和
３年度末現在）
任期：令和４年４月～令和６年３月　男10　女21　登用率67.7％（令和
５年度末現在）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

前回任期と比較すると男性の登用率が上昇
した。男女比率が平均化するよう、今後も
男性への勧誘もより積極的に行い、さらな
る人材確保を進めていく。

A

女性活躍応援事業の講師として、市内在住の女性を招いて実施した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き、市内で活躍する女性を発掘す
る。

A

女性活躍推進事業において、市内女性が講師となり連続講座を実施し
た。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き、情報誌や講座等を活用して、女
性リーダーの育成に努める。

A

女性活躍推進事業において、市内女性が講師となり連続講座を実施し
た。
「いつか働きたいあなたのための　おしごと準備セミナー」として３回
連続講座を実施し、アンケートでは11名の参加者全員が「勉強になっ
た」と答えている。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き、女性活躍推進のため意識啓発を
実施する。

A

パリテまつり実行委員会の委員で、若い世代の新たな委員に参加をいた
だいた。
女性活躍推進事業において、市内女性が講師となり連続講座を実施し
た。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き、女性活躍推進事業等を実施す
る。
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令和５年度担当課目標

担当課
具体的な事業
又は取組計画

体系番号

内容事業施策課題

①男性を対象
とした男女平
等参画講座の
実施

男性を対象に、地域活動に関する
講座を開催し、地域活動への関心
を高めます。

協働コミュニティ課 男性も参加しやすい地域活動に関
する講座を開催する。

協働コミュニティ課 さまざまな情報提供を行い、男性
の地域参加の促進を図る。

地域共生課 様々な方が参加できるように、登
録研修の実施時間や日時などに工
夫する。

児童青少年課 引き続き、地域で行われている活
動を紹介し、男性の地域参加の促
進を図り、できる限り参加人数を
把握する。

①市民活動団
体への男女平
等に関する学
習機会の提供

市民活動団体が男女平等参画の視
点をもって活動できるように、パ
リテまつりでの講座や出前講座の
実施など、学習機会を提供しま
す。

協働コミュニティ課 市民活動団体にパリテまつり参加
を呼びかけ、講座の実施など、学
習機会を提供する。

②男女平等参
画 の 視 点 を
もった市民活
動団体との協
働事業の実施

パリテ登録団体など、男女平等参
画の視点をもった市民団体と協働
して地域活動等の事業を実施しま
す。

協働コミュニティ課 パリテ登録団体を中心に市民活動
団体と協働事業を実施する。

①防災会議に
おける女性の
参画

災害時の避難、避難施設の設置・
運営、避難施設の備品等に女性の
意見が反映されるように、防災会
議に女性委員を増やします。

危機管理課 意欲のある女性の発掘に努める。

協働コミュニティ課 パリテにおいて防災における男女
平等参画に関する情報提供を行
う。

危機管理課 現状把握及び女性の防災委員向け
の講習会等の実施や東京都の研修
会の参加促進に努める。

協働コミュニティ課 パリテにおいて防災における男女
平等参画に関する情報提供を行
う。

危機管理課 各避難所における体制強化、平準
化の進展。

教育企画課 委員の選任にあたって、関係団体
等から推薦により決定される部分
があるため、可能な限り会議の開
催時間などを調整し女性の登用に
努める。

（２）

②防災市民組
織における女
性 の 参 画 と
リーダーの育
成

①避難施設運
営組織におけ
る女性の参画

避難施設においては、避難物資の
整備やトイレの配置、着替え場所
の確保等、妊婦や子育て家庭を含
めた女性への配慮が必要となるこ
とから、避難施設運営組織への女
性の参画を図ります。

②地域活動、
ボ ラ ン テ ィ
ア、ＮＰＯ等
の情報提供と
参加促進

地域活動、ボランティア活動、Ｎ
ＰＯ法人などによる市民活動な
ど、地域で行われているさまざま
な活動を紹介し、男性の地域参加
の促進を図ります。

（２）

Ⅱ-2

Ⅱ-3

（３）

防災市民組織に女性の登用を促
し、女性の意見が適正に反映させ
られるように努め、防災市民組織
における女性のリーダーの育成に
努めます。（１）
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1 2 3 4 5 6 7
次年度の課題

令和５年度担当課評価

担当課
評価

執行状況・事業評価
評価の着眼点

A

パリテまつりで父親向けの活動をしている団体と連携して子育て中の男
性向けの講座を開催した。
ファザーリングジャパンと連携し、小学生以下の子どもを持つ男性向け
の講座を実施し、32人が参加した。アンケートでは「今後に活かしてい
きたい」などの声があった。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き、講座等の啓発活動を行う。

A

NPO市民フェスティバルの開催
オンラインにより、ライブ等により団体活動の紹介動画等を配信した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

動画配信等のオンラインによる情報配信に
ついては、もともと興味がある層について
は効果があるが、新しい層への波及につい
ては課題がある。

A

ほっとネット推進員登録研修は引き続き、地域の様々な場所（サロン、
自治会、子ども食堂等）にて出前講座を行い、参加しやすい形態で実施
した。 ○ ○ ○ ー ○ ー ○

引き続き参加しやすい形式での機会を設け
る。

A

児童青少年課関連事業である「こそだてフェスタ（主催：こそだてフェ
スタ実行委員会）」や４年ぶりの開催となった「歩け歩け会（主催：歩
け歩け会実行委員会」において、地域の男性が参加し積極的な事業参加
の促進をすることができた。
（「歩け歩け会」中学生ボラティア；男23人女14人　地域ボラティア
男11人女74人）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

実行委員会を通じて地域の方に参加の声掛
けをしてもらう。

A

８団体及び個人参加の９人の実行委員と第16回パリテまつりを開催し
た。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

若年世代の実行委員を増やす。

A

パリテ登録団体と共にパリテまつりで、講座を実施した。
なお、登録団体は24団体となっている。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

パリテ登録団体と連携して講座等を開催す
る。

B

充て職及び他機関からの推薦により委員を任命しているため、男女比率
をコントロールすることは困難ではあるが、女性の意見を確保するた
め、女性団体の代表を委員に任命している。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

意欲のある女性の発掘に努める。

A

「災害時、あなたはほんとうに避難できる？」と題して防災講座を実施
した。
14人が参加し、災害のタイムラインに沿った行動をとれるかなどについ
て、カード形式の発生イベントに自分ならどう対応するかなど、実践形
式で学んだ。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き実施していく。

B

既存組織の実態を把握するため、現況調査を行い役員の男女比率を確認
している。新設の場合、自主的に結成する組織であることから、女性登
用に関して関与することは難しい。現存の防災市民組織には、引き続き
講習会や研修会の開催（通知）について参加促進に努めていく。 ○ ○ ○ ー ○ ー ○

現状把握及び女性向けの講習会等の実施や
東京都の研修会の参加促進に努める。

A

「災害時、あなたはほんとうに避難できる？」と題して防災講座を実施
した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き実施していく。

B

西東京市立学校避難所運営協議会設置要綱にて市立小・中学校に設置さ
れている避難所運営協議会の体制強化をめざし、各協議会での協議事項
等の適切な運用と平準化を進めるため、アクションカードの作成を進め
た。また、アクションカードを使用した避難所開設訓練を全27の小中学
校を９グループに分けて実施した。

○ ○ ○ ー ○ ー ○

各避難所における体制強化、平準化の進
展、各校におけるアクションカードを使用
した訓練の実施。

A

各学校及び危機管理課と連携の上、避難施設運営組織への参画を行い、
災害時の自主運営組織の構築を行っており、すべての避難運営組織にお
いて女性の参画も図られている。引き続き女性への配慮の視点を踏まえ
た避難施設運営組織の構築を図っていく。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き、各学校及び危機管理室等と連携の
上、避難施設運営組織における女性の参画を
図りたい。
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令和５年度担当課目標

担当課
具体的な事業
又は取組計画

体系番号

内容事業施策課題

②災害時要援
護者の支援

特に要介護高齢者、障害者等の避
難生活の支援において、男女双方
の視点を踏まえます。

危機管理課 関係課との連携

③男女のニー
ズに配慮した
避難物資の整
備

避難生活においては、男女のニー
ズに違いがあることから、男女双
方の視点に配慮して必要な避難物
資を整備します。

危機管理課 訓練、講話、避難所運営協議会及
び各イベントを通して避難物資の
ニーズを把握しつつ整備検討す
る。

協働コミュニティ課 東京都との共催による講座の実施
や、男女平等推進センターパリテ
における講座の実施や啓発掲示な
どを行う。

産業振興課 ①市広報やＨＰ等を活用し、就労
関連の情報提供を行う。
②就職情報コーナーにて、就職相
談・情報提供を行う。
③ハローワークやしごとセンター
と共催で就労事業を実施する。
・就職支援セミナー（６月と10
月）
・就職面接会（７月）
・合同就職面接会（1月）

協働コミュニティ課 東京都と連携した事業や、男女平
等推進センター事業で講座等を実
施する。また、チラシや啓発誌な
どで情報を提供する。

産業振興課 ①市広報やＨＰ等を活用し、就労
関連の情報提供を行う。
②就職情報コーナーにて、就職相
談・情報提供を行う。
③ハローワークやしごとセンター
と共催で就労事業を実施する。
・就職支援セミナー（６月と10
月）
・就職面接会（７月）
・合同就職面接会（1月）

Ⅲ-1
★

ハローワークや東京都からの情報
提供等に基づき、市民を対象に、
パートタイムや派遣労働、テレ
ワーク等について情報提供を行い
ます。

ハローワークや東京都からの情報
提供等に基づき、市民を対象に、
ワーク・ライフ・バランスや育
児・介護休業法、労働時間短縮等
に関する講座の開催や情報提供を
行います。

②多様な働き
方に関する情
報の提供

Ⅱ-3

（１）

（２）

①ワーク・ラ
イフ・バラン
スに関する啓
発と情報の提
供
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1 2 3 4 5 6 7
次年度の課題

令和５年度担当課評価

担当課
評価

執行状況・事業評価
評価の着眼点

B

福祉事業者や地域コミュニティ等との情報共有を行うことにより、災害
時の市としての安否確認体制の確立、避難生活における自助共助公助の
取り組みの充実、災害時要援護者名簿等の名簿の配布を実施し、男女双
方の視点を踏まえた避難所生活の支援を図っている。

○ ○ ○ ー ○ ー ○

関係課との連携を行う。

B

今後も引き続きプライバシー等の配慮が保たれる物資の購入に努めてい
く。

○ ○ ○ ー ○ ー ○

男女の視点に配慮し、避難物資の整備に努
める。

A

「４分割ノート術で自分の強みを引き出そう～『自分が最も輝ける』仕
事～の探し方」市内在住のビジネス作家の講座をオンラインで開催し
た。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

男性向けの講座の開催に向け、引き続き講
座を実施していく。

B

①ハローワークと共同で田無庁舎２階に設置した就職情報コーナーにお
いて、就職相談・情報提供事業を実施。また、産業振興課及び商工会の
カウンターにて「雇用平等ガイドブック 女性活躍推進法・次世代育成
支援対策推進法のポイント」等のパンフレット配布、東京都や厚労省、
ハローワーク等からの就労関係通知や情報提供について、市広報、ＨＰ
に掲載し情報提供を行った。

②就職支援セミナー（６月・10月）、しごとフェア（就職面接会）（５
月）、合同就職面接会（12月・１月）、生涯現役シニアセミナー（８
月）の実施。

○ ○ ○ ー ○ ○ ○

新型コロナウイルス感染症の影響が緩和し
てきているが、人出不足を感じる企業が多
くいる。
引き続き、ハローワークやしごとセンター
と連携を図り、就労関係の情報提供を行っ
ていく。

A

東京都主催、立川市、国分寺市、国立市と共催で多様な働き方セミナー
「非正規社員のキャリアデザインを考える～誰もが活躍する企業をめざ
して～」と題して２回連続セミナーを開催した。
また、女性活躍応援事業の講座において、様々な働き方について情報を
提供した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

講座等で様々な働き方について情報を提供
するため、引き続き情報を収集する。

B

①ハローワークと共同で田無庁舎２階に設置した就職情報コーナーにお
いて、就職相談・情報提供事業を実施。また、産業振興課及び商工会の
カウンターにて「雇用平等ガイドブック 女性活躍推進法・次世代育成
支援対策推進法のポイント」等のパンフレット配布、東京都や厚労省、
ハローワーク等からの就労関係通知や情報提供について、市広報、ＨＰ
に掲載し情報提供を行った。

②就職支援セミナー（６月・10月）、しごとフェア（就職面接会）（５
月）、合同就職面接会（12月・１月）、生涯現役シニアセミナー（８
月）の実施。

○ ○ ○ ー ○ ○ ○

新型コロナウイルス感染症の影響が緩和し
てきているが、人出不足を感じる企業が多
くいる。
引き続き、ハローワークやしごとセンター
と連携を図り、就労関係の情報提供を行っ
ていく。
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令和５年度担当課目標

担当課
具体的な事業
又は取組計画

体系番号

内容事業施策課題

①市内事業者
団体に対する
情報の提供

市内事業者団体に対し、男女平等
参画やワーク・ライフ・バランス
に関する情報提供や意見交換を行
います。

協働コミュニティ課 市内事業者団体との意見交換や連
携方法について検討する。

②ワーク・ラ
イフ・バラン
ス推進企業の
紹介

ワーク・ライフ・バランスを推進
している市内企業について情報収
集し、市内の企業・事業所、なら
びに市民に向けて取り組みを紹介
します。

協働コミュニティ課 ワーク・ライフ・バランスを推進
している企業の紹介を行う。

協働コミュニティ課 公共調達においてワーク・ライ
フ・バランスなどに取り組む企業
が評価されるような評価方式が導
入されるよう、担当課に働きかけ
る。

契約課 公共調達の際に、ワーク・ライ
フ・バランスの推進に取り組む企
業の評価方式について検討してい
く。

①ハローワー
ク等との連携
による就職相
談の実施と情
報の提供

ハローワーク等と連携し、就職相
談や情報提供、就労支援セミナー
を実施し、女性の就労機会の拡大
を図ります。

産業振興課 再就職支援のための講習会を実施
する。
就職支援セミナー（６月・10月に
各３日間実施）において、保育
サービスを実施する。

協働コミュニティ課 出産や子育て等で就労を中断した
女性のために、保育付きの就労準
備講座、再就職支援講座等を開催
する。

産業振興課 再就職支援のための講習会を実施
する。
就職支援セミナー（６月・10月に
各３日間実施）において、保育
サービスを実施する。

③働く女性の
キャリア形成
支援

働く女性のキャリア形成に関する
情報の提供や、ロールモデルの紹
介等を通して意識啓発を行いま
す。

協働コミュニティ課 働く女性のキャリア形成に関する
講座等の実施、情報の提供や、
ロールモデルの紹介等を行う。

（２）

①女性の活躍
を推進するポ
ジティブ・ア
クション（積
極 的 改 善 措
置）の働きか
け

市内企業や事業者に対し、「女性
の職業生活における活躍の推進に
関する法律」の周知を図ります。
また、国や東京都によるポジティ
ブ・アクションについての取り組
み事例などを活用し、市内企業・
事業所に、ポジティブ・アクショ
ンの意義や効果について情報を提
供し、取り組みを働きかけます。

協働コミュニティ課 企業や事業者等を対象とした東京
都との共催講座等を通し、「女性
の職業生活における活躍の推進に
関する法律」の周知を行る。
国や東京都によるポジティブ・ア
クションについての取り組み事例
などを活用し、市内企業・事業所
に、ポジティブ・アクションの意
義や効果について情報を提供し、
取り組みを働きかける。

③公共調達を
通したワー
ク・ライフ・
バランスの推
進

出産や子育て等により離職した女
性のために、保育付きの就労準備
講座、再就職支援講座を開催しま
す。また、ハローワークやしごと
センターが開催する就労セミナー
において、保育サービスを提供し
ます。

②保育付き女
性の就労準備
講座等の実施

公共調達の際に、働きやすさなど
ワーク・ライフ・バランスの推進
に取り組む企業が評価されるよう
な評価方式の採用について、検討
します。

（１）

Ⅲ-1
★

(２)

Ⅲ-2
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1 2 3 4 5 6 7
次年度の課題

令和５年度担当課評価

担当課
評価

執行状況・事業評価
評価の着眼点

A

前年度実施した市内事業者へのインタビューを次期計画に掲載した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き事業者との連携方法や情報提供に
ついて検討する必要がある。

A

前年度実施した市内事業者へのインタビューを次期計画に掲載した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き事業者との連携方法や情報提供に
ついて検討する必要がある。

C

導入に向けては課題があることを確認した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

担当課に対して公共調達においてワーク・
ライフ・バランスなどに取り組む企業が評
価されるような評価方式に関する情報提供
を行う。

C

総合評価方式の入札制度においては、平成29年度に公共工事の品質確保
の促進に関する法律に基づいて見直しを行い、落札者決定基準の評価項
目に男女平等参画の推進を追加し、ワーク・ライフ・バランスの推進に
対応している。

ー ー ー ー ー ー ○ （廃止）

B

①ハローワークと共同で田無庁舎２階に設置した就職情報コーナーにお
いて、就職相談・情報提供事業を実施。また、産業振興課及び商工会の
カウンターにて「雇用平等ガイドブック 女性活躍推進法・次世代育成
支援対策推進法のポイント」等のパンフレット配布、東京都や厚労省、
ハローワーク等からの就労関係通知や情報提供について、市広報、ＨＰ
に掲載し情報提供を行った。

②就職支援セミナー（６月・10月）、しごとフェア（就職面接会）（５
月）、合同就職面接会（12月・１月）、生涯現役シニアセミナー（８
月）の実施。

○ ○ ○ ー ○ ○ ○

新型コロナウイルス感染症の影響が緩和し
てきているが、人出不足を感じる企業が多
くいる。
引き続き、ハローワークやしごとセンター
と連携を図り、就労関係の情報提供を行っ
ていく。

A

現在就労しておらず将来的な就職を目指す女性を対象に、保育付きの女
性活躍応援事業を実施した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き実施する。

C

６月・10月の就職支援セミナーは、保育士及び会場の都合により未実
施。

○ ○ ○ ー ○ ○ ○

保育サービスの実施に向け調整する。

A

各種講座や女性活躍応援事業を実施し、市内で活躍している女性が講師
となった。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き実施する。

A

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」の理念に基づき、
女性活躍応援事業を実施した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

刊行物の配布や、労働セミナー以外に、市
内企業・事業所に、ポジティブ・アクショ
ンの意義や効果について情報を提供する方
法を、調査・検討する必要がある。
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令和５年度担当課目標

担当課
具体的な事業
又は取組計画

体系番号

内容事業施策課題

①家族経営協
定の普及

女性が単なる補助労働者としでは
なく、共同経営者として意思決定
に参画できるようにするために、
認定農業者制度における家族経営
協定の普及を図ります。

産業振興課 共同経営者・家族協定の締結を促
し、農業経営に女性が参画してい
くことを支援する。

②女性農業者
の支援

女性農業者等の意見を聞く機会を
設けることや、女性農業者への情
報提供等の支援を行います。

産業振興課 農業イベント等におけるＪＡ東京みら
い女性部のつながりを醸成します。ま
た、農業者だけではなく、女性の援農
ボランティアの交流の場も提供する。

①起業に関す
る支援と相談
の実施

本市の起業・創業支援対策とし
て、女性の働き方サポート推進事
業を推進するほか、商工会を始め
とする創業支援事業者等において
実施する創業スクール、セミナー
及び個別相談などへの支援を行い
ます。

産業振興課 引続き起業相談及び経営革新の相
談業務を実施する。

②ＮＰＯ法人
の 設 立 や コ
ミュニティビ
ジネス等に関
す る 情 報 提
供、相談、学
習機会の提供

市民協働推進センターゆめこらぼ
において、市民活動・コミュニ
ティビジネスに関する情報提供、
相談、講座・セミナー、交流支援
などを行います。

協働コミュニティ課 新型コロナウイルス感染症や新し
い生活様式を踏まえ、NPO等市民活
動団体の育成・支援等に取り組
む。
また、NPO等市民活動団体をはじ
め、地縁活動団体及び教育機関、
農業や商業、医療、福祉関係の団
体、企業、事業所、各種業界団体
等、地域の多様な主体との交流・
連携を促進させ、ダイバーシティ
の視点で、地域の課題解決（地域
の活性化）に取り組んでいく。

協働コミュニティ課 男性を対象とした家事・育児・介
護等の講座の開催や、情報誌「パ
リテ」等による情報提供を行う。

健康課 妊娠届出時全件面接や、ファミ
リー学級等の機会を捉え、周知に
努める。

公民館 ・父親も参加可能な日程で子ども
とその保護者を対象とした講座を
開催する。
・妻と夫が共に学ぶ講座を開催す
る。

Ⅲ-3 （１）

①男性向け家
事・育児に関
する情報の提
供

男性を対象に、家事や育児につい
て関心や興味を高め、参画の促進
につながるような情報を提供しま
す。

（４）

（３）

Ⅲ-2
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1 2 3 4 5 6 7
次年度の課題

令和５年度担当課評価

担当課
評価

執行状況・事業評価
評価の着眼点

B

令和５年３月末現在、認定農業者52名（１名女性含む）のうち、34名の
農業者が女性家族を含む共同申請や家族協定を締結している。

○ ○ ○ ー ー ー ○

農業者数の減少や家族の高齢化等もあり、
共同申請や家族協定を締結する農業者が減
少傾向にある。

B

援農ボランティアのスキルアップの場として実施している「農のアカデ
ミー」では女性の参加者が半数近く（31人中16人）いるため、活動の中
で交流を図った。
JA東京みらい新鮮館オープン記念に、女性部が加工品の販売等行った際
に、市内産農産物等の啓発としてファームカーや「めぐみちゃん」を使
用し、支援した。

○ ○ ○ ー ○ ○ ○

女性部との連携。援農ボランティアの交流
の場の設定。

B

創業支援・経営革新相談センターについては、毎月市報や市ＨＰ及びセ
ンターＨＰによるＰＲ活動及び個別相談を実施。
また、令和５年６月及び10月に実施した創業スクールでは、参加者42名
のうち、28名の女性が参加。 ○ ○ ー ー ○ ○ ○

創業融資あっせん制度の推進、マッチン
グ・コーディネート事業や創業スクールの
実施など、センター機能を充実させ、創業
のための環境整備を進める。

A

【主な実施事業】
１．広報・ＰＲ事業
　①NPO市民フェスティバルの開催
　・市民による実行委員会と協働し、商業施設でのパネル展の実施、
MUFGPARKでの講演、ワークショップ等のイベントリアルイベントをおこ
ない、団体の活動のPR,団体同士の交流の場をつくった。
　②センターの広報・ＰＲ活動
　・機関紙「ゆめこらぼ通信」を発行するほか、団体紹介冊子の作成、
毎月のイベント情報の集約、ホームページ・SNSによる発信を行ってい
る
２．人材、団体育成・研修事業
　NPOパワーアップセミナーの開催
　・育成・組織基盤強化等の講座「わかる！団体の継承と活動の活性
化」を開催、団体の世代交代による継承の促進などについて学んだ。
３．地域連携促進事業
　①団体交流会の開催
　・市内で活動する市民活動団体の相互の連携、情報共有のため交流会
を実施した。
　②多者協働のまちづくり
　・「知ることらはじめよう！ヤングケアラーの実情」をテーマに講演
とワークショップを開催、参加団体とともにヤングケアラーについて学
んだ。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

コロナ禍から日常が戻るなかで、高齢化な
どで活動を終了する団体がでてきており、
市民活動団体の継承や活性化が必要であ
る。NPO市民フェスティバルなどの場の提供
や、セミナーの開催等を通じて、丁寧な支
援に今後も務める。

A

パリテまつりで男親向けの活動をしている団体と連携して男性向けの講
座を開催した。
東京都と連携して、男性育休をテーマに講座を開催した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き、男性を対象とした家事・育児な
どの情報提供に努める。

A

妊娠届出時面接やファミリー学級の実施において、男性女性にとらわれ
ることなくパートナーと協働で子育てができるよう、性と役割が固定化
しないような配慮しつつ相談・周知に努めた。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

継続する。

B

・父親も参加可能な日程で親子を対象とした講座を５講座、子育て中の
父親と子どもを対象とした講座（料理講座）を１講座開催。父親の参加
があった。
・２館の保育付き連続講座で、夫婦で参加できるよう、それぞれ２回、
日曜日に保育付きで講座を開催した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

男性を対象とした、家事・育児・介護を取
り上げる講座を検討する。
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令和５年度担当課目標

担当課
具体的な事業
又は取組計画

体系番号

内容事業施策課題

協働コミュニティ課 情報誌等を通じて、ワーク・ライ
フ・バランスに関する情報提供を
行う。またパリテ窓口で、産業振
興課が発行（東京都が編集）する
育児・介護休業法が記載されてい
る「ポケット労働法」等を配布す
る。

健康課 妊娠届出時面接やファミリー学級
等の機会を捉え、周知に努める。

職員課 庁内LANによる情報提供や個別相談
による制度紹介を行う。特定事業
主行動計画に基づく研修実施にと
もない、制度や実際の取得者から
の体験談などを紹介する。

協働コミュニティ課 情報誌等を通じて、ワーク・ライ
フ・バランスに関する情報提供を
行う。またパリテ窓口で、産業振
興課が発行（東京都が編集）する
育児・介護休業法が記載されてい
る「ポケット労働法」等を配布す
る。

職員課 庁内LANによる情報提供や個別相談
による制度紹介、事例紹介を行
う。

高齢者支援課 介護休業法の紹介等啓発に努め
る。

②介護講座の
開催

仕事と介護の両立や介護保険サー
ビスについて情報提供を行うとと
もに、介護に必要な正しい知識と
実践方法等について講座を開催し
ます。

高齢者支援課 在宅介護教室の開催

健康課 妊娠届出時の全件面接を開始し、
相談窓口の充実を図る。また、子
育て世代包括支援センター「いこ
いこ」を広く周知するとともに、
「いこいこ」を活用して、幅広く
情報提供を行っていく。

地域共生課 市報への掲載やリーフレットの配
布など、必要とされる方に情報が
周知されるような周知・広報及び
市民の身近な相談役としての民生
委員の周知、広報を図る。

子育て支援課 母子・父子自立支援員によるひと
り親相談を実施する。

Ⅲ-3

（２）

（１）

②男性の育児
休業取得の啓
発

①介護休業取
得の啓発

介護休業取得に向けて、育児・介
護休業法の周知や取得事例を紹介
するなど、啓発を行います。

男性の育児休業取得に向けて、育
児・介護休業法の周知や取得事例
を紹介するなど、啓発を行いま
す。

①子育てに関
する相談の実
施

誰もが安心して子育てができるよ
う、気軽に相談できる窓口や体制
の整備・充実を図ります。

Ⅲ-4

（１）
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1 2 3 4 5 6 7
次年度の課題

令和５年度担当課評価

担当課
評価

執行状況・事業評価
評価の着眼点

A

育児・介護休業法などが掲載されている「ポケット労働法2023（編集：
東京都産業労働局）を産業振興課の依頼により窓口に設置した。
東京都生活文化局編集・発行のワーク・ライフ・バランス啓発冊子「パ
パとママが描くみらい手帳」をパリテに設置し、情報提供に努めた。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き、情報提供を行いながら、啓発に
努める。

A
妊娠届出時面接やファミリー学級等の機会を捉え、周知に努めた。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

継続する。

A

①育児休業取得対象の男性職員に対し、個別に制度の説明を実施。個人
の要望にあった休暇計画を提案。
②新人研修の中で、男性の育児休業制度や特定事業主行動計画等につい
て説明。
③庁内LANに男性の育児休業取得者の体験レポートを掲載。
④令和５年度中の男性職員の育児休業取得者数：15名

○ ○ ○ ○ ○ ー ー

継続して次のとおり取り組む
①制度及び制度利用実績の周知
②「性的役割分担意識の是正」や、男性職
員自身及び職場における「男性職員の積極
的な育児参加に対する消極的な意識の是
正」等、制度利用を支援する職場環境の整
備。
③業務量・業務分担等、各職場における業
務改善。
④配偶者が妊娠している男性職員の把握及
び事前の制度説明

A

育児・介護休業法などが掲載されている「ポケット労働法2023（編集：
東京都産業労働局）を産業振興課の依頼により窓口に設置した。
東京都生活文化局編集・発行のワーク・ライフ・バランス啓発冊子「パ
パとママが描くみらい手帳」をパリテに設置し、情報提供に努めた。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き、情報提供を行いながら、啓発に
努める。

A

①介護休暇取得対象の職員に対し、個別に制度の説明を実施。個人の要
望にあった休暇計画を提案
②新人研修の中で、介護休暇制度について説明
③令和５年度中の介護休暇取得者数：１名（前年度からの継続含む）
④介護のための時差勤務を導入。令和５年度中の取得者数は４名（前年
度からの継続含む）

○ ○ ○ ○ ○ ー ー

継続して制度周知や活用について情報提供
を行う

B

高齢者支援課フロア内に相談窓口のポスター掲示

○ ○ ○ ー ー ー ー

情報提供等啓発に引き続き努める。

A

在宅介護教室を令和6年3月25日・3月26日に実施した(参加者7人）。
開催について市報、市ホームページで周知した。

○ ○ ○ ー ○ ○ ○

より多くの方々に参加していただけるよう
開催時期や開催時間帯について引き続き検
討する。

A

妊娠届出時の全件面接を実施し、気軽に相談支援できるよう努めた。ま
た、その後も出産・子育て応援アプリいこいこによるメールマガジンの
配信等を遠して、情報提供とともに、身近な相談先として認識していた
だけるよう表現なども工夫した。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

継続する。

A

市報への掲載、市内掲示板、はなバスでのポスター掲示等を通じて、地
域で気軽に相談できる存在として、民生委員の周知、広報を図った。
SNS等を通じた広報については、まずは民生委員自身がSNSを含むPCやス
マートフォンの扱いに慣れてもらうことを目的に民生委員内でデジタル
委員を設け、扱いの習熟に努めてもらうこととし、会議中のWi-Fi環境
の整備や操作支援などを行った。

○ ○ ○ ー ○ ○ ○

既存の手段による周知広報に加え、民生委
員の理解を得ることを前提に、SNS等を通
じ、より多くの市民へ情報が伝わる手段に
ついて検討・実施のための取組を進める。

A

母子福祉資金・父子福祉資金の貸付、就労・資格取得、住宅、養育・家
事援助、年金・手当など、個々の状況に応じた相談・助言を行った。
幼稚園の情報等については、適宜幼稚園の担当につなぎ、案内を行っ
た。
延べ相談件数785件（うち父子21件）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

母子・父子自立支援員によるひとり親相談
を実施する。
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令和５年度担当課目標

担当課
具体的な事業
又は取組計画

体系番号

内容事業施策課題

幼児教育・保育課 利用者支援事業の拠点として保育
課窓口に地域子育て推進員を配置
するとともに、地域子育て支援セ
ンター・各保育園と相談業務ネッ
トワークによる対応により相談業
務の充実を図る。
また、定期的に家庭的保育事業者
等の地域型保育事業所や、認証保
育所を訪問するなど、保育内容の
指導・助言等の充実を図る。

児童青少年課 引き続き、気軽に相談できる窓口
や体制の充実を図る。
不特定多数の市民への本事業の周
知の場として「こそだてフェス
タ」を共催する。新型コロナウイ
ルス感染症の影響でイベントの実
施が困難な場合も想定されるた
め、ＨＰ等広報での周知を図る。

子ども家庭支援センター 子ども家庭支援センターへの周知
や、市ＨＰを通してショートステ
イの周知を拡充していく。

幼児教育・保育課 「子育ち・子育てワイワイプラ
ン」に定められた事業計画に基づ
き、病児保育２施設、病後児保育1
施設での事業を継続する。

幼児教育・保育課 入園申込者の実態把握に努め、効
果的な待機児童対策により入園環
境の改善に努める。

児童青少年課 今後も児童数が多くなると予測さ
れる小学校区域での学童クラブを
整備するための準備を実施する。
引き続き、放課後子ども教室との
連携を図ることができるよう社会
教育課と調整する。

子ども家庭支援センター 支援を要する家庭の利用が多いた
め、その支援方法について児童養
護施設と連携を図る。

幼児教育・保育課 幼児教育無償化による施設等利用
給付費の支給に加え、私立幼稚園
等園児保護者負担軽減事業費補助
金の交付を行う。
低所得世帯及び多子世帯に、給食
費の補助を行う。

学務課 就学援助費の案内等を適宜行うと
ともにコロナウイルス感染防止等
を踏まえ、受付期間の延長など事
務事業を適切に実施できるよう努
める。

②保育サービ
スの提供

誰もが安心して子育てをしながら
仕事や地域活動に参画できるよ
う、「子育ち・子育てワイワイプ
ラン」に沿って、多様なニーズに
対応した保育サービスを提供しま
す。

③子育て家庭
に対する経済
的な支援

誰もが安心して子育てができるよ
う、気軽に相談できる窓口や体制
の整備・充実を図ります。

Ⅲ-4

子育て家庭の経済的負担を軽減す
るための施策を実施するととも
に、施策の充実を国や都に要望し
ます。

（１）

①子育てに関
する相談の実
施
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1 2 3 4 5 6 7
次年度の課題

令和５年度担当課評価

担当課
評価

執行状況・事業評価
評価の着眼点

A

利用者支援事業の相談業務としては、総合窓口に位置付けられる幼児教
育・保育課窓口に、保育園における保育実践豊富な地域子育て支援推進
員を配置するとともに、地域子育て支援センターでの相談・各保育園に
おける相談など、相談の間口を広げ、ネットワークによる対応を図っ
た。
家庭的保育事業者等の地域型保育事業者や認証保育所に対して、公立保
育園の園長経験者である地域巡回支援アドバイザーや地域子育て支援推
進員が巡回訪問し、保育内容の指導・助言等を行った。また、地域子育
て支援センターの支援コーディネーターがセンター事業のチラシや研修
案内等を届ける際に、困っていることやわからないことなどがないか聴
き取りを行った。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

継続実施により充実を図る。

A

児童館で気軽に相談できるように来館者とのコミュニケーションを図っ
た。
児童館での幼児活動や児童青少年課関連事業である「こそだてフェス
タ」を実施し、気軽に相談できる場の提供をおこない、ＨＰ等広報での
周知を図った。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

気軽に相談できる窓口や体制を充実する。

A

市のＨＰに子育て支援ショートスティ事業のコーナーを設けて、周知を
行っている。
現在、19時までの預かりを実施している。
また、子育てハンドブックや子ども家庭支援センターのリーフレットに
本事業を掲載し周知している。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き、子ども家庭支援センターの周知
や、市ＨＰを通してショートステイの周知
を拡充していく。

A

病児保育室は定員８名・１施設、定員６名・１施設、病後児保育は定員
６名１施設、３施設合計20名で実施した。

延べ利用人数
　病児育室ありあ　1,184人
　病児保育室えくぼ　1,452人
　病後児保育室ぱんだ　847人

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き、子育ち・子育てワイワイプラン
に定められた事業計画に基づく供給量を確
保するため、既存の３施設での事業を継続
する。

A

保育ニーズに見合った定員構成の見直しを行った。
また地域子育て推進員が市内各園を訪問し、預かり保育の最新情報や課
外授業等の情報収集を行い、入園申込者への選択肢拡大を図った。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

入園申込者の実態把握に努め、効果的な待
機児童対策を図っていく。

A

定員超過学童クラブ対応のため、柳沢小学校敷地内に学童クラブを設置
するための調整を行った。
放課後子ども教室について社会教育課と調整し、学童クラブとの連携の
ための調整や「遊びの教室」を実施した。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

定員超過が激しい学童クラブにおいて、学
童クラブの新設に向けて関係各課と調整す
る。
学童クラブと放課後子供教室との連携につ
いて、社会教育課（施設開放運営協議会）
と調整を行う。

A

保護者の疾病や育児疲れ等で養育が一時的に困難となった児童を市内の
児童養護施設で預かる事業である。
令和５年度は、延べ214人の児童が利用した。このうち要支援家庭につ
いては、施設との情報交換・連携を通じて継続的な支援を行った。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

要支援家庭については、引き続き施設との
情報交換・連携を図り継続的な支援を行っ
ていく。

A

　幼児教育・保育の無償化を、０～２歳児の第２子まで拡大した。
　幼稚園に通うお子さん・家庭を支援するため、幼児教育無償化による
施設等利用給付費の支給に加え、私立幼稚園等園児保護者負担軽減事業
費補助金を交付することで幼稚園の保育料に対して補助を行った。
　また低所得世帯及び多子世帯を対象に、実費徴収補足給付として給食
費に対する補助金を交付した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　引き続き、子育て家庭へ継続的な支援が
できるように努める。

A

学校等の関係機関と連携を図りながら、経済的理由により就学が困難な
児童・生徒の保護者へ丁寧な案内と周知を図り、適切に支給事務を実施
した。昨年に引き続き、感染症対策として当初の申請期間の１か月延長
を行った。

ー ー ー ー ー ○ ー

感染症に関連した状況を踏まえながら、保
護者へ制度の周知を丁寧に行うとともに事
業を適切に実施できるよう努める。
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令和５年度担当課目標

担当課
具体的な事業
又は取組計画

体系番号

内容事業施策課題

協働コミュニティ課 保育付講座の開催や情報誌「パリ
テ」等による情報提供を行う。

子育て支援課 子育てハンドブックを作成・配布
し必要な情報の提供に努める。作
成に当たっては、見やすい編集に
努める。

幼児教育・保育課 地域子育て支援センター５園の各
種事業の充実を図り、市報やＨＰ
などにより情報提供に努める。

子ども家庭支援センター 子育てサークルに関する情報提供
を行う。子育てイベント等に積極
的に参加していく。

健康課 妊娠届出時の専門職における全件
面接相談を継続。子育て応援アプ
リ「いこいこ」の活用、子育て世
代包括支援センター「いこいこ」
の周知を継続する。
発達支援係では、市報掲載やパン
フレットをリニューアルすること
で広く情報を発信を行う。オンラ
インでの相談や情報提供が行える
よう環境を整える。

公民館 ・掲示板やパンフレット台等の活
用や専用コーナーの設置により、
市の施策や関係機関、市民団体が
行う事業など、子育てや子育て支
援に関する情報を提供する。
・育児期の女性が参加できる保育
付き講座を開催する。

①子育て支援
に関する相談
と情報の提供

身近な地域で子育てについて相談
でき、必要な情報を入手できるよ
う、「子育ち・子育てワイワイプ
ラン」に沿って、子ども総合支援
センターや、地域子育て支援セン
ターの充実を図ります。また、情
報誌や子育てハンドブックの作
成・配布や保育付き講座を開催
し、情報提供を行います。

Ⅲ-4 (２)
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1 2 3 4 5 6 7
次年度の課題

令和５年度担当課評価

担当課
評価

執行状況・事業評価
評価の着眼点

A

男女平等推進センター主催講座のうち、オンライン講座を除いた講座を
保育付きで開催した。
また、親と子どもが一緒に参加できる講座も実施した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き、保育付き講座の継続実施や情報
誌等による情報提供に努める。

A

子育てハンドブックを作成して母子健康手帳交付時に配付するととも
に、市内幼稚園・保育施設利用者全員に利用施設を通して配付した。ま
た、市内各施設（田無庁舎、保谷庁舎、子ども家庭支援センター（のど
か・ピッコロを含む）、地域子育て支援センター、児童館）に設置して
希望者に配布し、市ＨＰにも同内容のPDFを掲載して、広く情報提供を
行った。
編集にあたっては「ハンドブック」として持ち運びしやすいサイズを損
なわないように留意しつつ、各課で所管されている事業を取りまとめ
て、フォントの大きさや太さを工夫し、見やすい編集に努めた。

○ ○ ○ ー ○ ○ ○

引き続き、子育てハンドブックを作成・配
布し必要な情報の提供に努める。作成にあ
たっては、見やすい編集に努める。ハンド
ブックを配布していること自体の周知方法
を工夫する。外国語を母語とする方々にむ
けた紙媒体での新たな対応は予算的な問題
もあって難しい。（健康課で所管している
「子育て応援アプリいこいこ」が多言語対
応になっているため、情報提供は一定程度
なされていると考える。）

A

各種事業については、ホームページ等にて工夫を凝らし周知した。
また、電話相談についても継続して実施し、3500件を超える相談があっ
た。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

継続実施により充実を図る。

A

・広場では、サークル団体の紹介コーナーを設置している。１階交流
ホール展示スペースでは、子育てコーナー用の机を設置して、子育ての
様々な情報が分かるようにしている。
・市の子ども子育てサービスの全般を紹介する「子育てハンドブック」
において、市内で活動する子育てサークル・団体を紹介した。
・こそだてフェスタやルピナスまつりに参加し、子ども家庭支援セン
ターの周知を図った。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

令和６年度は、こども家庭センター設置の
ため、リーフレット等の作成を行い周知を
行う。また、子育てひろばや「子育てハン
ドブック」により子育てサークル・団体の
情報を発信するとともに、子育てフェス
タ、ルピナスまつりに参加していく。

A

妊娠届出時の専門職における全件面接相談を継続。子育て応援アプリ
「いこいこ」については、情報を更新し、出産・子育て世代の家庭が身
近な情報元・相談先として認識していただけるよう努めた。
発達支援係では、パンフレットをリニューアルし、関係機関に広く配布
した。関係機関連携会議を実施し、相談をはじめ支援の事業の情報提供
を行った。市民向けの子育て講座を実施し、多くの参加があった。ま
た、オンラインでの相談を行えるよう環境を整えた。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

継続する。

A

・ポスターの掲示、専用のコーナーを設けてのチラシや広報紙の配架等
により、庁内関係部署及び関係機関、市民団体等が行う子育て支援に関
する情報や子育てに関する情報の提供を行った。
・性別、年齢を問わず子育て中の人を対象に子育てをテーマとした保育
付き講座を４講座、女性を対象とした子育てに関する講座を１講座、乳
幼児をもつ母親を対象とした講座を１講座、開催した。女性を対象とし
た講座には幅広い世代が参加し、講座終了後、自主サークル化した。そ
の他２講座から自主サークルが発足した。
・不登校を取り上げた講座を２館でそれぞれ１講座ずつ開催した。
・主に小学生の子どもをもつ保護者を対象とした講座を開催した。
・思春期の子どもをもつ保護者を対象とした講座を開催した。

○ ○ ○ ○ ー ○ ○

保育付き講座等の情報が必要としている人
に届くよう、広報について検討する。
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令和５年度担当課目標

担当課
具体的な事業
又は取組計画

体系番号

内容事業施策課題

幼児教育・保育課 一時保育を引き続き実施するとと
もに、一時保育の拡充に向けて事
業者へ働きかけを行う。
また、サポート会員養成講座に公
設公営園の職員が講師として参加
し、子どもの育ちや安全・健康等
についての講話を行うなど、ファ
ミリー・サポート・センターの事
業を支援する。

幼児教育・保育課 サポート会員養成講習会を実施す
る。

児童青少年課 引き続き、サークル活動への情報
提供及び活用支援を行っていく。

子ども家庭支援センター 子育て世代の居場所作りに向けて
引き続き検討していく。

公民館 ・育児期の女性が参加できる保育
付き講座を開催する。
・参加者の関係形成に配慮しなが
ら、保育付き講座を運営する。
・学習支援保育や公民館市民企画
事業等の制度により、子育てサー
クルの活動を支援する。
・保育室運営会議の開催等によ
り、子育てサークルの交流を図
る。

Ⅲ-4

③子育てサー
クルの育成と
支援

地域の子育て世帯の交流を図るた
めに、子育てサークルの育成を支
援するとともに、保育付き講座を
開催し、参加者の情報交換の支援
などを行います。

身近な地域で子育てを支える、一
時保育やファミリー・サポート・
センターを、「子育ち・子育てワ
イワイプラン」に沿って、整備・
充実を図ります。

②地域で子育
てを支え合う
保育サービス
の提供

(２)

64 



1 2 3 4 5 6 7
次年度の課題

令和５年度担当課評価

担当課
評価

執行状況・事業評価
評価の着眼点

A

７月から公立園５園で０歳一時保育（一時預かり余裕活用型）を開始し
た。
保育士の確保が難しい状況が続いており、同規模での実施が継続できる
よう、例えば民設民営園に対しては、都の補助金の利用を案内するな
ど、事業者へ働きかけを続けている。
サポート会員養成講座に公設公営園の職員が講師として参加し、子ども
の育ちや安全・健康等についての講話を行った。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

継続実施によりサービス提供

A

市報や市のホームページに事業内容を掲載し、引き続き事業ＰＲを行っ
た。講習会、説明会の開催日や時間を参加しやすい時間に変更して実施
した。
サポート会員は、168人で新規入会が18人だった。
　主な活動内容としては、保育所・幼稚園の迎え、帰宅後の預かり、学
童の放課後の預かり、放課後児童クラブの迎え・預かり、小学校通級・
通所施設送迎・預かりである。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

今後も継続してファミリー・サポート・セ
ンター事業説明会の実施、サポート会員養
成講習会や研修を実施する。
引き続き子育て家庭に対して、積極的に周
知をしていく。

A

児童館主催の幼児向けイベントでは、イベントに参加する幼児以外の子
どもを連れて参加できる講座を小規模ではあるが開催し、参加者の情報
交換の支援を行った。「こそだてフェスタ」では、17の団体がブースを
出店し情報の発信提供の場となった。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き情報提供の場の提供に努める。

A

・活動室の利用延べ件数は238件で、利用延べ人数は1,859人だった。子
育てグループ活動室については令和元年７月１日以降、「活動室」とし
て男女平等推進センターと共有となった。
・住吉小学校育成会「わかば」を中心に、小学校の保護者等で構成する
ルピナスまつり実行委員会により、10月８日に世代間交流と子どもの居
場所づくりとして、第８回ルピナスまつりを開催した。子育て広場利用
をしている子どもたちの塗り絵の展示、地域の団体や日本社会事業大学
の学生の参加など、地域の子どもや大人、スタッフら762人が参加し
た。
・住吉会館では、共有ホールやオープンスペースの開放を行い、大人達
の交流の場、地域の子ども達の居場所並びに中・高校生の学習の場とし
て老若男女を問わず様々な世代の利用があった。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き子育てグループの活動の場として
「活動室」の貸出を行っていく。
今後も育成会「わかば」と連携して、世代
間交流や子どもの居場所づくりを行ってい
く。

A

・子育てに限らず、様々なテーマの保育付き講座を９講座実施。子育て
世代に学習機会を提供するとともに、参加者の関係形成に配慮した講座
運営を行い、自主サークル化を支援した。４講座からは、終了後、自主
サークルが発足。また、職場復帰者が多い等の理由により自主サークル
化しなかった３講座では、参加者有志が既存の子育てサークルに加入し
た。
・自主サークル９団体を対象に学習支援保育を実施し、サークル活動を
支援した。
・保育室を設置する館で保育室運営会議を５～11回開催し、子育て世代
が情報交換する機会を提供するとともに、自主サークル同士の関係形成
を図った。
・職員は、自主サークルの相談に応じるなどニーズ把握に努め、日常的
に活動を支援している。

○ ○ ○ ○ ー ○ ○

子育てをテーマとした保育付き講座を開催
する。

65 



令和５年度担当課目標

担当課
具体的な事業
又は取組計画

体系番号

内容事業施策課題

健康課 妊娠届出時の全件面接を開始し、
子育て包括支援センター「いこい
こ」の周知を図るとともに、相談
窓口の充実を図る。

地域共生課 市報への掲載やリーフレットの配
布など、必要とされる方に情報が
周知されるような周知・広報及び
市民の身近な相談役としての民生
委員の周知、広報を図る。

子育て支援課 母子・父子自立支援員によるひと
り親相談を実施する。

②ひとり親家
庭の生活支援

ひとり親家庭に対する相談事業や
ホームヘルパーの派遣、母子・父
子福祉資金貸付等の支援事業に取
り組みます。

子育て支援課 母子・父子自立支援員によるひと
り親相談や、ひとり親家庭ホーム
ヘルプサービス事業、母子・父子
自立支援プログラム策定員による
就労相談事業を実施する。
※「母子自立支援プログラム策定
事業」及び「母子自立支援プログ
ラム策定員」は、平成26年10月か
らそれぞれ「母子・父子自立支援
プログラム策定事業」「母子・父
子自立支援プログラム策定員」に
変わった。

③ハローワー
ク等との連携
による就業支
援

ハローワーク等と連携し、ひとり
親家庭就業支援専門員による相談
や情報提供、母子・父子自立支援
プログラム策定事業等の就業支援
を実施し、ひとり親家庭の就業機
会の拡大を図ります。また、自立
支援教育訓練給付金事業、高等職
業訓練促進給付金等の事業の周知
を図ります。

子育て支援課 母子・父子自立支援プログラム策
定員が、ハローワークと連携し、
就労支援を実施する。また、アフ
ターフォローを業務の流れに位置
づけられるよう検討する。

Ⅲ-4

①子育てに関
する相談の実
施(再掲）

誰もが安心して子育てができるよ
う、気軽に相談できる窓口や体制
の整備・充実を図ります。

（３）
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1 2 3 4 5 6 7
次年度の課題

令和５年度担当課評価

担当課
評価

執行状況・事業評価
評価の着眼点

A

妊娠届出時の全件面接、こんにちは赤ちゃん訪問、電話相談等、様々な
形で相談支援の充実を図った。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

継続する。

A

市報への掲載、市内掲示板、はなバスでのポスター掲示等を通じて、地
域で気軽に相談できる存在として、民生委員の周知、広報を図った。
SNS等を通じた広報については、まずは民生委員自身がSNSを含むPCやス
マートフォンの扱いに慣れてもらうことを目的に民生委員内でデジタル
委員を設け、扱いの習熟に努めてもらうこととし、会議中のWi-Fi環境
の整備や操作支援などを行った。

○ ○ ○ ー ○ ○ ○

既存の手段による周知広報に加え、民生委
員の理解を得ることを前提に、SNS等を通
じ、より多くの市民へ情報が伝わる手段に
ついて検討・実施のための取組を進める。

A

母子福祉資金・父子福祉資金の貸付、就労・資格取得、住宅、養育・家
事援助、年金・手当など、個々の状況に応じた相談・助言を行った。
幼稚園の情報等については、適宜幼稚園の担当につなぎ、案内を行っ
た。
延べ相談件数785件（母子764件、父子21件）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

母子・父子自立支援員によるひとり親相談
を実施する。

A

ホームヘルプサービス事業のＨＰの掲載内容を更新するとともに、継続
利用者の更新手続き書類の記載内容をわかりやすく修正した。また、
「ひとり親家庭の方の支援や制度について」のチラシを作成し、児童扶
養手当の現況届提出時に配布し、周知に努めた。
【ひとり親相談】
　延べ相談件数785件
【母子及び父子・女性福祉資金貸付】
　貸付件数58件　←これまで延べ月数で記載していたが、事務報告書に
合わせ人数に変更
【ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業】
　派遣状況　７世帯　338回

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

母子・父子自立支援員によるひとり親相談
や、ひとり親家庭ホームヘルプサービス事
業、母子・父子自立支援プログラム策定員
による就労相談事業を実施する。

A

相談者個々の状況やニーズに合ったきめ細かい自立・就業支援を行っ
た。
アフターフォロー希望者へ向け、就労決定半年経過後に手紙によるフォ
ローアップを行い、就職率の向上、職場定着等を図った。また「ひとり
親家庭の方の支援や制度について」のチラシを作成し、児童扶養手当の
現況届提出時に配布し周知に努めた。
【就業支援申込】　46件
【就職者数】　18件
【プログラム策定件数】　21件
【アフターフォロー】　23件
【高等職業訓練促進給付金】　18件
【母子家庭等自立支援教育訓練給付金】　５件

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き、認知度向上のための周知活動と
相談者のニーズに合ったきめ細かい就労支
援・フォローアップに努める。
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令和５年度担当課目標

担当課
具体的な事業
又は取組計画

体系番号

内容事業施策課題

地域共生課 行政などからの情報提供が地域に
届くよう、また地域からの声が行
政などの関係機関に届くよう、民
生委員に対し、「地域と行政との
パイプ役」としての民生委員が十
分に機能を果たすことができるよ
うに研修等を通じて徹底を図る。

高齢者支援課 地域包括支援センターにおいて、
地域の関係者とのネットワークの
強化に取り組むと共に、介護サー
ビスを含む様々なサービスや多様
な地域資源の把握・活用により総
合的な相談体制の充実に努めま
す。

障害福祉課 ・市報、ＨＰ、障害者のしおりを
活用した制度周知を図る。
アプリやFacebook等を活用し、さ
らなる周知に努めていく。
・障害福祉課、基幹相談支援セン
ター、地域活動支援センター、相
談支援事業所が連携し、必要な相
談支援を実施する。

地域共生課 民生委員、ほっとネット推進員と
もに数的な部分の充実を図るため
に、人材の発掘に努めるととも
に、相談対応能力の向上などの内
容の充実を図るために研修の充実
にも取り組む

高齢者支援課 一人でも多くの高齢者に見守りの
目が行き届くよう、ささえあい
ネットワークの充実を図る。

Ⅲ-5 (１)

①地域での福
祉に関する相
談と情報の提
供

ひとり暮らし、高齢者世帯、日中
独居等の高齢者が地域の中で安心
して暮らせるよう、見守り活動等
地域で支えあう体制の充実を図り
ます。

②地域でふれ
あい、ささえ
あうネット
ワークの形成

介護や福祉に関する情報提供の充
実を図ります。また、高齢者や障
害者の見守りも含め、地域包括支
援センター等における相談体制の
充実を図ります。
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1 2 3 4 5 6 7
次年度の課題

令和５年度担当課評価

担当課
評価

執行状況・事業評価
評価の着眼点

A

民生委員による協議会の事務局業務を担うことにより、民生委員が、行
政と地域とをつなぐパイプ役となれるよう、毎月の定例会議の場など
で、行政サービスなどの情報の積極的な提供に努めた。また、分野別部
会による民生委員の自主研鑽への支援のほか、東京都、東京都社会福祉
協議会などの研修機会を活用した研鑽の支援を行った。

○ ○ ○ ー ○ ー ○

引き続き、民生委員による協議会の事務局
業務を担うことにより、分野別部会による
民生委員の自主研鑽への支援のほか、東京
都、東京都社会福祉協議会などの研修機会
を活用した研鑽の支援を行う。

A

・各センターにて地域ケア会議を開催し、地域課題について関係者と協
議しネットワークの強化に取り組んだ。
・地域サポート「りんく」と連携し、多様な地域資源の把握・活用に務
めた。
・地域包括支援センターの体制については、運営協議会（年３回）開催
を通じ、実績の分析、自己評価等のあり方の検討を行っている。地域包
括支援センターの負担軽減を図りながら、相談体制については充実を図
ることとする。

○ ○ ○ ー ○ ○ ○

引き続き連携の継続と強化に努める。
地域包括支援センターの負担軽減や市の後
方支援の体制強化も課題。

A

障害者のしおりについては、記載内容・レイアウトを見直し、分かりや
すいものにした。
市報やＨＰを利用し、制度やイベント周知を行った。
Twitter等のSNSを積極的に活用し、さらなる周知を図った。

地域生活支援拠点の整備にあたり、基幹相談支援センター、地域活動支
援センター、障害福祉サービス事業所の連携体制を整理し、事業の活用
を検討した。
重層的相談支援体制整備会議に参加し、地域包括支援センター他関係機
関とケース検討、地域課題の抽出を行った。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き、継続実施に努める。

A

民生委員については、令和４年12月の改選に伴い、令和４年12月１日時
点で130名となった。民生委員や関係機関等の協力を得ながら、民生委
員の担い手発掘に努め、令和５年４月１日時点で136名、令和６年４月
１日時点で138名となった。引き続き民生委員の担い手発掘に努める。
また、相談対応能力の向上に向けて、民生委員相互の情報交換の機会を
設けることで、スキルアップに取り組んでいる。
ほっとネット推進員については、令和５年３月31日時点で431名、令和
６年３月31日時点で439名となった。地域の様々な場所（サロン、自治
会、子ども食堂等）にて出前講座を行うなど、人材の発掘に努めた。

○ ○ ○ ー ○ ー ○

引き続き民生委員、ほっとネット推進員と
もに人材の発掘が必要である。

A

令和６年度３月末現在
１ 登録数 (1)ささえあい協力員　1,468人
　　　　　(2)ささえあい協力団体　307団体
　　　　　(3)ささえあい訪問協力員　311人
　　　　　(4)ささえあいメール見守り協力員　27人

２ ささえあい訪問サービス利用者　106人
３ ささえあいメール見守りサービス利用者　５人
４ ささえあい訪問協力員養成研修　１回

○ ○ ○ ー ○ ○ ○

一人でも多くの高齢者に見守りの目が行き
届くよう、ささえあいネットワークの充実
やその活用について、検討する。
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令和５年度担当課目標

担当課
具体的な事業
又は取組計画

体系番号

内容事業施策課題

(１)

③ＮＰＯや市
民活動団体等
との協働の推
進

ＮＰＯや市民活動団体等がより質
の高いサービスを提供できるよ
う、積極的に活動を育成・支援す
るとともに、連携を推進していき
ます。

協働コミュニティ課 ＊市民協働推進センターゆめこら
ぼ
NPO等市民活動団体をはじめとする
地域の多少な主体の支援・連携を
すすめることが今後の課題であ
る。
＊NPO等企画提案事業
地域の多様な主体による協働のま
ちづくりの更なる推進のため、積
極的に育成・活動の支援をすると
ともに、これまでの実績等を踏ま
え、より効果的な事業になるよう
見直しを進める。

高齢者支援課 関係課と連携し、虐待防止キャン
ペーンの実施

障害福祉課 ・ペアレントメンター事業を活用
して発達障害のある子を持つ親の
負担軽減を図る。
・高齢、障害、子育てが連携し、
虐待防止に努める。

②専門職・関
係機関の連携
による家族介
護者への支援

家族介護者の精神的負担の軽減を
図るため、専門医による家族介護
者の専門相談事業や家族介護者の
会を実施するほか、地域包括支援
センター等、支援者となる関係機
関の連携を強化します。

高齢者支援課 地域包括支援センターとの連携

①庁内の男女
平等推進会議
の定期的開催

庁内の男女平等推進会議を定期的
に開催します。

協働コミュニティ課 計画の実績評価報告書を通して、
庁内の男女平等推進の進捗状況を
共有する。

②関係各課の
男女平等施策
に関する調整

関係各課が実施する男女平等施策
について調整・推進します。

協働コミュニティ課 各課事業評価を通して調整を行
う。

③関係部署を
対象とした男
女平等意識の
啓発

市の各種相談窓口等、日常生活に
おいて市民が接する機会の多い関
係部署の職員を対象に、男女平等
参画の必要性に対する理解促進と
男女平等意識の醸成を図ります。

協働コミュニティ課 市の各種相談窓口等、日常生活に
おいて市民が接する機会の多い関
係部署の職員を対象に、男女平等
参画の必要性と意識の醸成を図
る。

①家族介護者
への情報の提
供

家族介護者の負担を軽減するため
に、介護講習会の開催や、家族
会・介護者のつどいの支援、高齢
者等の被介護者虐待防止のための
意識啓発などを行います。

（１）

Ⅲ-5

Ⅳ-1
★

(２)
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1 2 3 4 5 6 7
次年度の課題

令和５年度担当課評価

担当課
評価

執行状況・事業評価
評価の着眼点

A

１．市民協働推進センターゆめこらぼ
　多様な主体と連携し、地域の課題解決を図るため、主に以下の事業を
展開した。
　①人材、団体育成・研修事業
　　NPOパワーアップセミナー等のセミナー
　②地域連携促進事業
　　NPO市民フェスティバル、多者協働のまちづくり
　③各種相談事業（団体運営に関する相談受付、地域活動に関する情報
提供等）

２．NPO等企画提案事業
　地域の課題解決や市民サービスの向上、団体育成を目的に、令和5年
度は以下の事業を実施した。（団体名『事業名』）
　①ぽくるーむ『多世代で取り組む不登校などで悩む子どもや若者の居
場所づくり』
　②西東京レスキューバード『防災・減災をみんなで学び実践しよう～
防災学習を企画・支援します～』
　③みんなの西東京『障がいのある人もない人も、ともに暮らせるまち
づくり「自閉症・発達障がい啓発プロジェクト西東京」』
　④一般社団法人西東京市文化芸術振興会『西東京市文化芸術振興会プ
レゼンツ「文化芸術の場づくりプロジェクト」』
　⑤MURP『プレイランドふれあいプロジェクト』
　⑥がんを経験した女性のコミュニティColorful Ribbons『子育て世代
のがんサバイバー支援事業』
　⑦西東京おやじの会連絡会「おやじの木」『おやじの企画・ガチコン
ペ～まちの子を、うちの子のように育てよう～』

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その都度、ニーズに叶うかたちで市民協働
推進センターゆめこらぼを通じて、NPOや市
民活動団体の支援を今後も積極的続けてい
く。
企画提案事業を通して、市とNPO等は連携す
ることで、団体の支援にもつなげていく

A

例年実施している子ども家庭支援センター、障害福祉課、田無警察と連
携して11月に市報掲載及び街頭にて啓発品の配布を行った。
また日常の業務において、啓発を伴うチラシ、パンフレットの配布及び
商業施設での動画の配信を行い周知啓発を行った。

○ ○ ○ ー ○ ○ ○

日常的な普及啓発活動は、関係機関や各種
事業の機会を活用しながら行う。

A

ペアレントメンター事業を通じて、家族が同じ立場のペアレントメン
ターに相談、情報共有等ができる場を年３回実施した。
ひいらぎを卒業する児童の保護者に対し、障害福祉サービスの利用につ
いて情報提供・相談を継続的に行った。
高齢者支援課・子ども家庭支援センターと連携して、11月に３虐待防止
キャンペーンとして市報掲載及び街頭にて啓発品の配布を行った。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き、継続実施に努める。

A

親等の介護を担っている家族等を支援するための介護者の会「息子・娘
介護者の会」を、年４回開催した。各地域包括支援センターの状況に応
じて、介護者の家族会を開催、その他認知症カフェ等を通じて、専門相
談等につながる支援をしている。
また、日頃から地域包括支援センターで把握した虐待ケースの報告を受
け、常に検討を行うとともに定期的なモニタリング会議等で共有を行
い、連携を図っている。

○ ○ ○ ー ○ ○ ○

より多くの方に参加いただくことができる
よう取り組む。

A

男女平等推進会議の代替として別の部長級会議で報告した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

庁内連携を引き続き進める。

B

計画の評価を市長に報告し、報告書を庁内で共有することにより、男女
平等推進の進捗状況を共有している。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

各課評価について、報告書を共有する。

A

新規採用職員研修にて男女平等参画についての研修を実施した。
情報誌を庁内各部署に配布した（年２回）。
職員向けのeラーニング研修を実施した。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

市の各種相談窓口等、日常生活において市
民が接する機会の多い関係部署の職員を対
象に、男女平等参画の必要性と意識の醸成
を図る。
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令和５年度担当課目標

担当課
具体的な事業
又は取組計画

体系番号

内容事業施策課題

①条例設置検
討委員会の設
置

男女平等参画社会の実現に向けた
施策の積極的展開のよりどころと
なる条例を検討するため、条例設
置検討委員会の設置を検討しま
す。

協働コミュニティ課 次期計画の策定までの間で検討を
行う。

②苦情処理機
関設置検討委
員会の設置の
検討

男女平等参画社会の形成を阻害す
る人権侵害などの相談に適切・迅
速に対応するための窓口や、第三
者機関も視野に入れた苦情処理委
員会など、苦情処理機関設置の検
討を進めます。

協働コミュニティ課 次期計画の策定までの間で検討を
行う。

（３）

①関係機関と
の交流・連携

一自治体では取り組みが困難な施
策について、国や東京都等に働き
かけを行います。また、他自治体
等と連携・情報交換しながら、法
令や規制の整備・改正に向けた動
向を把握します。

協働コミュニティ課 性的マイノリティに関する取り組
みや女性相談の実施方法等につい
て、他自治体と情報交換を行う。
また、市町村男女平等参画施策担
当課長会及び同担当職員連絡会、
都内男女平等参画（女性）セン
ター館長等会議で情報交換を行
う。

協働コミュニティ課 令和４年度に実施した調査結果を
踏まえ、職員の理解促進が必要と
思われる課題について、啓発を行
う。

職員課 協働コミュニティ課の調査結果を
活用し、職員の意識・実態把握の
ための調査については、協働コ
ミュニティ課と連携して実施に向
けた検討を行う。

協働コミュニティ課 新入職員の庁内研修で男女平等に
ついての研修を実施する。パリテ
で実施している講座や講演会等を
庁内にも周知し、参加呼びかけを
行う。

職員課 職員研修所の研修案内及び庁内の
独自研修を通じて理解促進に努め
る。

協働コミュニティ課 市報や市発行物における表現にお
いて、男女平等の視点が徹底され
るようガイドラインの庁内庁内周
知を図るとともに、具体例の追加
を検討する。(再掲）

秘書広報課 協働コミュニティ課作成のガイド
ラインを活用して広報していく。
（再掲）

①「西東京市
ワークライフ
バランス推進
労使宣言」、
『「健康市役
所」宣言』の
周知

職員に対して「西東京市ワークラ
イフバランス推進労使宣言」及び
『「健康な職場環境を目指す健康
市役所」宣言』の周知を図りま
す。

協働コミュニティ課 職員に対して「西東京市ワークラ
イフバランス推進労使宣言」及び
『「健康な職場環境を目指す健康
市役所」宣言』の周知を周知を図
る。

協働コミュニティ課 ワーク・ライフ・バランスに関す
る講演会等情報の提供に努める。

職員課 特定事業主行動計画を踏まえて職
員向けの研修を実施するととも
に、年次有給休暇の取得推進、時
間外勤務時間の削減に努める。

①職員の意識
実態調査の実
施

男女平等に関する職員の意識・実
態の把握を行います。調査結果を
活用し、庁内における男女平等参
画の推進につなげます。

職員に向けてワーク・ライフ・バ
ランスに関する情報を提供しま
す。また、「西東京市特定事業主
行動計画」、『西東京市「健康」
イクボス・ケアボス宣言』に基づ
き職員一人ひとりが健康に働くこ
とができ、また、働きやすい職場
環境となるよう取り組みます。

（５）②庁内のワー
ク・ライフ・
バランスの働
きかけ

②職員研修の
実施

市報やホームページ、市発行物に
おける表現において、男女平等の
視点が徹底されるよう、庁内に周
知するとともに、作成したガイド
ラインの具体例について適宜追加
を行います。

（４）

③市発行物等
の表現におけ
る男女平等ガ
イドラインの
周知徹底 (再
掲）

男女平等に関する職員研修を実施
し、職員の理解促進を図ります。

（２）

Ⅳ-1
★
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1 2 3 4 5 6 7
次年度の課題

令和５年度担当課評価

担当課
評価

執行状況・事業評価
評価の着眼点

B

次期計画において、条例の制定についての項目を設定した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

次期計画期間中に検討する必要がある。

C

東京の調査によると多摩26市中12市が設置している。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

設置の必要性について検討する。

A

市町村男女平等参画施策担当課長会及び同担当職員連絡会、都内男女平
等参画（女性）センター館長等会議で、幅広く情報交換を行った。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

実施する事業について検討を行う必要があ
る。

A

職員意識調査の結果を庁内に周知した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

職員意識調査の結果を庁内で共有する。

B

現在研修を通じて意識啓発を図っているところであるが、今後は実態把
握や実態に応じた推進を図っていきたい。

○ ○ ○ ○ ○ ー ー

職員の意識・実態把握を行う。

A

新入職員研修にて男女平等参画研修を実施した。
また、職員向けのeラーニング研修を実施した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

男女平等に関する職員研修を実施し、職員
の理解促進を図る。

A
４月、10月、１月に新規採用職員を対象に庁内における男女共同参画研
修を実施した。 ○ ○ ○ ○ ○ ー ー

職員への十分な理解促進

B

職員用定型文内に内閣府の「男女共同参画の視点からの公的広報の手引
き」と、表現における男女平等ガイドライン事例集を定型文に掲載し
た。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

庁内関係部署への周知を行う。

A

市報・ＨＰ等の広報媒体においては、担当課と調整を図り、男女
平等意識に留意した情報発信に努めた。
特にX・Facebook・LINEなどのSNSについては積極的に活用し、よ
り多くの人を対象に情報提供をした。

○ ○ ○ ー ー ○ ー

男女平等に留意しながら、多くの方に
情報が届くよう見せ方を工夫する。

A

新規採用職員研修にて周知を行った。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き周知方法について検討する。

A
新規採用職員研修にて、市の現状について周知を行った。
また、職員向けのeラーニング研修を実施した。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き周知方法について検討する。

A

西東京市特定事業主行動計画に基づく研修を実施した。研修内容は、自
己のキャリアを振り返り、今後のワークライフにつなげていくというも
ので、ワークライフバランスの視点を踏まえた自らのキャリア形成を考
える機会を提供することを目的とした。また、平成29年５月のイクボ
ス・ケアボス宣言及びノー残業デー、20時退庁などの取組により時間外
勤務の縮減に努めた。

○ ○ ○ ○ ○ ー ー

引き続き特定事業主行動計画に基づきワー
クライフバランスを推奨していく。
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令和５年度担当課目標

担当課
具体的な事業
又は取組計画

体系番号

内容事業施策課題

①管理職試験
の受験に向け
た継続的な環
境整備

研修等を活用して、管理的立場に
おける人材の育成に努めます。ま
た、女性職員が積極的に管理職試
験を受験できるよう、女性管理職
の複数登用など環境を整えます。

職員課 女性が管理職になりやすい環境づ
くりのための研修を実施する。人
事評価の面接を通じて、管理職試
験受験の勧奨をしていく。また、
昇任後の支援を行っていく。

②女性職員の
活躍推進に向
けた取り組み
の実施

「西東京市特定事業主行動計画」
に基づき、女性職員の働きやすい
環境づくりを行います。

職員課 特定事業主行動計画の認知度を高
めるとともに、計画に基づく研修
等を実施していく。

（１）

①女性相談の
充実と男性相
談のあり方の
検討

男女平等の視点にたち、女性が抱
えている自分自身、家族、職場の
人間関係、心とからだ、ＤＶ など
の問題等について相談事業を実施
します。
また、東京都の相談窓口の利用案
内を行いながら情報収集を行い、
男性を対象とした相談事業のあり
方について検討します。

協働コミュニティ課 女性相談の実施状況を検証し、利
用向上を図る。
また、男性相談の他市の状況につ
いて情報収集を行う。

①男女平等参
画 の 視 点 に
たった各種講
座の開催 (再
掲)

広く市民に向けて、男女平等意識
の浸透と定着を図り、男女平等参
画に関わるさまざまな問題につい
て、ともに考え、理解し、自ら解
決する力をつけるために各種講座
を開催します。

協働コミュニティ課 企画運営委員会の企画による講座
として、パリテ講座・ＤＶ被害者
支援のための自立支援講座・パリ
テまつりでの講座等を開催する。
(再掲)

②情報誌パリ
テの発行と配
布(再掲)

情報誌パリテを発行し、市民の男
女平等意識のさらなる定着と浸透
及び男女の固定的役割分担意識の
解消を図ります。作成については
市民参画で行います。また、多く
の市民が読めるように配布につい
て工夫します。

協働コミュニティ課 情報誌パリテを発行し、市民の男
女平等意識のさらなる定着と浸透
を図る。作成については市民参画
で行う。また、多くの市民が読め
るように配布について工夫する。
(再掲)

①男女平等推
進センターパ
リテのホーム
ページでの情
報の提供

ホームページでパリテの事業情報
に加えて、広く市民の暮らしに役
立つ男女平等参画情報を提供しま
す。

協働コミュニティ課 男女平等推進センターの事業をＨ
Ｐに掲載し、情報の提供と男女平
等に関する意識啓発を行う。

②男女平等参
画に関する図
書資料の収
集・整理

男女平等に関する図書、資料を収
集・整理し、市民が閲覧できるよ
うにします。また、ホームページ
を通じて図書、資料に関する情報
を積極的に発信し、利用促進を図
ります。

協働コミュニティ課 男女平等に関する資料の収集及び
図書の購入や図書コーナーの配置
や資料の配架などの工夫を図り、
講座参加者に周知するなど、貸し
出しの促進を図る。

（４）

①男女平等参
画に関する市
民、団体等へ
の活動支援と
ネットワーク
の形成

パリテまつりで参加団体を募り、
参加団体主催による講座を開催す
るなど、男女平等参画に関する市
民、団体等への活動支援とネット
ワークづくりを支援します。

協働コミュニティ課 パリテまつりで参加団体を募り、
男女平等参画に関する市民、団体
等の活動を支援する。

①男女平等参
画推進委員会
の開催

恒常的な市民参画の組織として、
西東京市男女平等参画推進委員会
を開催します。

協働コミュニティ課 西東京市男女平等参画推進委員会
を開催する。

②事業評価の
実施

西東京市男女平等参画推進委員会
において、西東京市男女平等参画
推進計画に掲げた事業評価を毎年
度実施します。

協働コミュニティ課 男女平等参画推進委員会を設置
し、毎年度「男女平等参画推進計
画・配偶者暴力対策基本計画実績
評価報告書」を作成する。

(２)

Ⅳ-3 （１）

（３）

Ⅳ-1
★

Ⅳ-2

（６）
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1 2 3 4 5 6 7
次年度の課題

令和５年度担当課評価

担当課
評価

執行状況・事業評価
評価の着眼点

A

昇任支援研修として管理職試験（短期）の受験年次にある職員を対象
に、本市における管理職の現状を理解し、その役割を考える機会を提供
した。また、昨年度管理職試験（短期）合格者の経験談・現課長職の経
験談を聞くことにより、組織全体の昇任機運の醸成と職員の昇任意欲の
向上を図った。

○ ○ ○ ○ ○ ー ー

管理職試験受験の勧奨

A

西東京市特定事業主行動計画に基づく研修の中で、キャリア視点を持つ
ことの重要性を認識し、自身の今後に活かすとともに、仕事に対する上
昇志向を醸成するための内容を実施した。また、平成29年５月のイクボ
ス・ケアボス宣言及びノー残業デー、20時退庁などの取組により時間外
勤務の縮減に努めた。

○ ○ ○ ○ ○ ー ー

特定事業主行動計画の認知度

A

令和５年度女性相談313件。
男性相談は他市の情報収集を行った。

○ ○ ー ○ ー ー ○

男性相談のあり方について検討するにあた
り、相談体制や組織も含めた検討が必要で
ある。

A

男女共同参画週間　講演会　　　　　　　　　１回
女性に対する暴力をなくす運動期間　講演会　１回
男女平等推進センター講座　　　　　　　　　８回
パリテまつり講演会・講座　　　　　　　　　９回
を実施した。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

講演会等の開催情報の広報方法の検討

A

10月発行
31号　特集　インタビュー高尾美穂医師「女性特有の健康課題とは　生
理痛・不妊治療は積極的な対策が肝心」
３月発行
32号　特集「ＳＮＳがもたらすトラブルや犯罪に巻き込まれるリスクと
は？」」
各10,500部発行
配布先
西東京市立中学校、保育園（私立等含む）全生徒、園児
31号より、サイズをＡ５、カラーは４色に変更した。
からー版としたことで、見やすくなった、関心を持つようになったとの
感想を受けた。
配送方法についても、変更しスピーディに届くようになった。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

市内公立中学校全生徒に配布している。中
学生に興味を持って読んでもらえる内容を
取り入れ、男女平等啓発を行う。

A

男女平等推進センターの実施事業をＨＰに掲載する他、「情報誌パリ
テ」や男女平等参画推進委員会で作成した「男女平等参画推進計画・配
偶者暴力対策基本計画実績評価報告書」などの情報をＨＰで提供した。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き、見やすく、充実した情報の提供
に努める。

A

各市の計画や情報誌等資料・女性問題関係の各月刊誌・女性情報(女性
に関する新聞記事掲載)等を図書コーナーに設置し、いつでも市民が学
習できるよう環境を常時整備している。また、男女平等推進センター内
に絵本コーナーを引き続き設置するなど工夫した。新着図書を掲載し
た。講座等で関連する貸出図書を設置し、案内を実施した。
現在の蔵書2,211冊（内ビデオ20本）
〇令和５年度貸出し　125冊

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

市民が男女平等参画について学び、情報を
入手できるように、男女平等に関する資料
の収集や図書の貸し出しを継続して行う。
蔵書内容についてのＰＲ方法を引き続き工
夫する。

A

８団体及び個人参加の９人の実行委員と第16回パリテまつりを開催し
た。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

若年世代の実行委員を増やす。

A

男女平等参画推進委員会を７回開催した。 主な議題は第４次計画の令
和４年度実績評価、第５次計画についてであり、評価報告書及び次期計
画をまとめることができた。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

次期計画における評価の方法等の議論の必
要がある。

A

男女平等参画推進委員会での議論を踏まえ、令和４年度事業実績評価報
告書を取りまとめた。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き、評価を行う。
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５　委員会評価報告

基本目標Ⅰ

課題Ⅰ-１

施策（１）

R1 R2 R3 R4 R5

B B A A B

課別評価

A A A A A

A A A A A

A A A A A

B B B A A

B B B B B

A B B B B

B B B B B

B B B B B

A B A A A

A A A A A

A B A A A

B A A A A

B A A A C

B B B B A

B A A A D

C B B B B

執行状況

課題把握

協働コ
ミュニ
ティ課

①②③

情報誌パリテのサイズ変更や配送方法の見
直しなど常に改善を追求し、読者にも好評
であること、パリテまつりの会場変更やプ
ログラムの工夫により参加者を増やしてい
ること、意識変容には若い世代からの働き
かけが大事であり、若年層や家族連れへの
働きかけを重視していることなど、高評価
に値する。次年度の課題把握も的確である
のでこの方向での実施を期待する。

秘書広報
課

②

多様な広報媒体を活用し、対象者を広げた
情報提供のあり方は評価する。ただ、男女
平等や男女平等参画に関してどのような情
報提供を行ったか、行うかなどが記述され
ていない。男女共同参画週間などはもっと
大きく取り上げられても良いのではない
か。

公民館 ②

ポスターの掲示、チラシや広報誌の配架に
より、公民館を訪れる市民への情報提供は
一定の効果があったようだ。今後も男女平
等事業に関する情報提供に努めていただき
たい。

図書館 ②

男女共同参画週間などの機会をとらえて、
多部署が同時に情報提供を行うことで市民
の関心を引くことができる。課同士の協力
について調整ができなかったことは残念で
あり、原因を探り今後に活かしていただき
たい。

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

R2 R3

施策全体についての評価

協働コミュニティ課は市民参画により、情報誌の発行やイベント
の開催を行い、若年層への働きかけも工夫されているが、他部署
との連携が今後の課題である。多忙な業務の中で負担を軽減した
連携を工夫し、事業の効果を上げて行っていただきたい。

全体評価(年度)

担当課 事業番号 評価コメント R1 R4 R5

人権の尊重

男女の固定的性別役割分担意識の解消（★重点課題）

男女平等参画推進のための意識啓発と情報提供

事業

①情報誌パリテの発行と配布

②情報の提供

③パリテまつりの開催

総合評価

計画内容

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握
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基本目標Ⅰ

課題Ⅰ-１

施策（２）

R1 R2 R3 R4 R5

B B B A A

課別評価

A B A A A

A A A A A

A B A A A

A B B B A

A A B B A

A B A A A

A A B B A

B B B B A

A A B A A

A A A A A

A A B A A

B B B A B

D B B B B

B B B B B

B B B B B

C B B B B

総合評価

計画内容

課題把握

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

図書館 ②

計画、執行状況、次年度の課題ともに、具
体的な記述がなく、状況が見えない。
図書の世界では男女というより多様な性へ
の理解を促す出版が増えている状況下で、
既存の図書の中から特集を組むなどの工夫
が欲しい。

担当課

協働コ
ミュニ
ティ課

①②

市民参画による講演会や多様な講座の実
施、パリテまつりでの学びの提供など、充
実したプログラムの展開を評価する。実績
として実施回数のみでなく参加人数も記入
されたい。
情報誌や図書の収集や貸し出しも一定数の
利用があり評価できる。ただ、広報にはさ
らなる工夫が必要だという課題の解決が進
むことを期待する。

子ども家
庭支援セ
ンター

①

のどかやピッコロ広場で父親の来場者数が
増加していることは、男性の育児参加が増
加していることとリンクしていると思われ
る。その流れをさらに進めるために、工作
や遊びの仕掛けをさらに実施して頂きた
い。

公民館 ①

保育付きで、子育て中の女性の生きづら
さ、働きづらさを扱った講座、夫婦の関係
やワークライフバランスについて考える講
座など、多様な視点から男女平等参画を扱
う講座を開催されており、高く評価でき
る。実施講座のふりかえりから次年度の課
題が設定されることを期待したい。

執行状況

課題把握

計画内容

A

R3

施策全体についての評価

全体評価(年度)
男女平等参画の視点至った各種講座の開催や、資料の収集と図書
の貸し出しは充実した取り組みが行われているようだが、周知に
さらなる工夫を重ね、参加者の増加に努めて頂きたい。

R4 R5事業番号 評価コメント R1 R2

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

人権の尊重

男女の固定的性別役割分担意識の解消（★重点課題）

男女平等に関する学習機会の提供

事業
①男女平等参画の視点にたった各種講座の開催

②資料の収集と図書の貸し出し
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基本目標Ⅰ

課題Ⅰ-１

施策（３）

R1 R2 R3 R4 R5

A A A A A

課別評価

B B B B A

B A A A A

B B B B A

B A A A B

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

計画内容

執行状況

課題把握

事業番号 評価コメント R1 R2 R3 R4 R5

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

担当課

協働コ
ミュニ
ティ課

①②

図書コーナーでメディア・リテラシーが向上で
きるよう、常時学習環境を整える取り組みや、
市報等の男女平等参画視点の表現におけるガイ
ドライン事例集の作成は評価できる。

課題に挙げている、「様々な手段での情報提供
の検討」や「庁内関係部署への周知」は次年度
の取り組みに加え、より計画に沿った執行とな
るように取り組んでもらいたい。

秘書広報
課

②

様々なSNS（X・Facebook・LINE）を活用し、男
女平等意識に留意した情報発信を行っているこ
とは評価できる。

課題に挙げている、「多くの方に情報が届くよ
う見せ方を工夫」を行ってもらいたい。

施策全体についての評価

全体評価(年度)

人権の尊重

男女の固定的性別役割分担意識の解消（★重点課題）

メディア・リテラシーの普及・啓発の推進

事業
①情報誌パリテや講座等によるメディア・リテラシーの普及・啓発の推進

②市発行物等の表現における男女平等ガイドラインの周知徹底

取組計画に対し、しっかりと取り組みを行っている。
今後、同じ取り組みを継続することに加え、その時の環境に沿った取り
組みを行ってもらいたい。
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基本目標Ⅰ

課題Ⅰ-２

施策（１）

R1 R2 R3 R4 R5

A A A A B

課別評価

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A B

A A A A A

A A A A B

A A A A A

A A A A C

A A A A C

A A A A C

A A A A C

計画内容

執行状況

課題把握

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

教育指導
課

①②③

男女共習について学校訪問やキャリア教育を
テーマとした研修会、学校における人権教育の
実施などの取り組みは評価できる。

男女共習は浸透してきているものの、より浸透
するよう、引き続き、取り組みを強化してもら
いたい。

③④

男女平等教育の実施において、様々なテーマで
特集を組み、各10,500部を発行、各中学校、保
育園へ配布したことは評価できる。また、相談
員による男女平等の視点をもった各書籍などの
紹介も評価が出来る。

引き続き、様々なテーマの特集やオススメ書籍
の紹介を行ってもらいたい。

協働コ
ミュニ
ティ課

図書館 ④

乳児連れの親子に読み聞かせ等を通じた図書
（絵本）の紹介や推薦図書の選択し、保育にお
ける意識啓発に取り組んだのは評価できる。

引き続き、取り組みを継続してもらいたい。

パリテで紹介された図書を紹介したリーフレッ
トを配布し、連携して、男女平等参画の意識の
啓発に努めたことは評価出来る。

あとは、SNS等を活用した啓発など、様々な手法
での啓発に努めてもらいたい。

次年度は実施が出来るよう、協働コミュニティ
課と調整を図り、取り組みを実施することを期
待する。

幼児教
育・
保育課

④

児童青少
年課

④

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

施策全体についての評価

各課が工夫して取り組んでいることは評価したい。ただ、一部取組につ
いては、改善が必要な部分や実施できなかった部分があるため改善を進
めてもらいたい。

全体評価(年度)

担当課 事業番号 評価コメント R5R3 R4R1 R2

人権の尊重

家庭・学校・地域における男女平等教育と学習の推進

男女平等参画推進のための教育・学習の実施

事業

①男女平等の視点にたった名簿等の活用

②固定的な性別役割にとらわれないキャリア教育の実施

③学校等における男女平等教育の実施

④保育園や児童館、図書館などにおいて、男女平等の視点をもった関係図書の紹介等
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基本目標Ⅰ

課題Ⅰ-２

施策（２）

R1 R2 R3 R4 R5

A A A A A

課別評価

A B B A B

A A A A A

A B B A B

A A A A B

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

協働コ
ミュニ
ティ課

文化振興課 ④

R1 R2

教育指導
課

①

”各学校における人権教育の全体計画及び年間
指導計画のさらなる改善を図り、人権教育に係
る研究奨励校において研究を深め、人権教育の
一層の充実を図った。”とあるが、具体的にど
のようにして研究を深め、人権教育の一層の充
実を図ったのか、具体的に示してしてもらいた
い。

②③

人権パネル展を開催し、人権啓発活動や、ＬＧ
ＢＴＱの理解促進をしたことは評価できる。ま
た、男女平等教育の実施において、様々なテー
マで特集を組み、各10,500部を発行、各中学
校、保育園へ配布。さらにサイズやカラーの変
更で、見やすくする取り組みも評価できる。

引き続き、男女平等の啓発が進む取り組みを
行ってもらいたい。

外国籍市民への対応が出来るよう、多言語対応
や情報収集・提供を行っていることは評価でき
る。また、相談員のみならず、タブレット端末
を用いたテレビ電話による多言語通訳サービス
（17言語以上）は評価できる。さらに出入国に
伴う手続きや就労や医療に関することなど、よ
り専門性の高い相談については、東京都や関係
機関の窓口などを紹介するなど、全体的に非常
に評価が出来る。

引き続き、取り組みを継続してもらいたい。

執行状況

課題把握

R3 R4

総合評価

執行状況

課題把握

総合評価

計画内容

施策全体についての評価

人権教育について、学校で進めている部分については具体的な状況が確
認できない部分もあるが、各課において着実に取組を進めていることを
評価したい。

全体評価(年度)

担当課 事業番号 評価コメント R5

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

計画内容

人権の尊重

家庭・学校・地域における男女平等教育と学習の推進

多様な性・多様な生き方を認める人権尊重の意識づくり

事業

①学校における人権教育の実施

②多様な性や生き方に関する理解の促進

③情報誌パリテの発行と配布（再掲）

④国際交流等行事の実施
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基本目標Ⅰ

課題Ⅰ-２

施策（３）

R1 R2 R3 R4 R5

A B A A A

課別評価

B B A A A

A A A B B

B B A A A

B B B B B

B B A A A

B B A A A

B B A A A

B B B B B

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A B B B

A B A A A

B B A A A

A B A A A

B B B B B

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

子育て支
援課

①

子育てハンドブックの編集や配布は毎年目
標達成がなされている。本事業の継続に加
え新たな目標設定が必要である。「応援ア
プリいこいこ」は良いコンテンツではある
が、より多くの夫婦間で共有され男性が女
性の妊娠期から子育てに主体的に関われる
ようダウンロードの促進にも注力された
い。

②

性別や世代に関わらず全ての職員が時代に
即した子どもへの関わりができるよう研修
内容の充実や業務への反映は欠かせない。
引き続き現場の声に耳を傾け事業に取り組
まれることに加え次年度は執行状況や課題
の欄に進展が見られることに期待する。

学童指導員の子どもたちへの影響力は強
い。常にフラットな関わりが保てるよう引
き続き研修内容の充実や業務への反映に努
められたい。

性的マイノリティや更には自分と違う他者
の存在を認め合える社会実現の為に、子ど
もたちには様々なロールモデルが提示され
るべきである。少数派・多数派に関わらず
生きやすい世の中に近づく為に新たな世代
の育成は欠かせない。教員自身に正しい人
権意識が育まれ、子どもたちの視野が広が
るような関わり方に期待する。執行状況に
現場の声や進捗具合がわかるような記載が
あれば尚良い。

R1

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

施策全体についての評価

各課において目標達成がなされている。前年度と比較して進捗具
合がわかるような執行状況の記載に努められること、新たな課題
を見つけ目標が設定されることに期待する。

全体評価(年度)

担当課 事業番号 評価コメント R5R3 R4R2

人権の尊重

家庭・学校・地域における男女平等教育と学習の推進

保護者・保育士・教員・地域団体等の男女平等意識の啓発

事業

①男女平等の視点にたった子育て情報誌の作成･配布

②保育士等職員を対象とした男女平等意識の啓発

③男女平等教育を推進するための教員の研修の実施

④民生委員・児童委員や地域の団体等への啓発

幼児教
育・
保育課

児童青少
年課

②

教育指導
課

③

81



A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A B B B

A B A A A

A A A A A

A B A A A

B B B B B

課題把握

総合評価

計画内容

執行状況

引き続き必要なタイミングに応じて研修の
機会が与えられ地域のリーダーの育成に努
められたい。より具体的な執行状況の記載
や課題把握に期待する。

該当年度において講座開催がなされたこと
を評価する。パリテ配布のみに留まらず本
事業に進捗が見られた。引き続き講座が開
催され、より多くの参加者確保にも努めら
れたい。

課題把握

総合評価

計画内容

執行状況

協働コ
ミュニ
ティ課

④

地域共生課 ④
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基本目標Ⅰ

課題Ⅰ-３

施策（１）

R1 R2 R3 R4 R5

A A A A A

課別評価

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

施策全体についての評価

市民意識調査からも見てとれるように、水面下に潜むＤＶ問題の
件数は少なくない。被害を受けていることに気づける環境、相談
窓口のハードルは低く且つきちんと周知されてていること、加害
者の芽を詰めるよう市民にＤＶにおける正確な認識や情報提供が
なされていることが望ましい。情報が取捨選択されやすいことか
ら、情報多嘉な現代であるにも関わらず必要な情報が行き届かな
いことがある。芸能人の自殺報道の際には必ず電話相談窓口の案
内が流れる。このことから電話相談窓口は多くの世代に周知され
ている。ＤＶ相談窓口も同じように周知される為にも動画広告の
活用や人々の関心が高い関連項目に付随させるなどの工夫が望ま
れる。

全体評価(年度)

担当課 事業番号 評価コメント R1 R2 R3 R4 R5

計画内容

執行状況

課題把握

協働コ
ミュニ
ティ課

①②③

講座開催やパンフレットの配布を評価す
る。関係機関との連携構築により被害者支
援がシームレスに行われること、市民に広
くＤＶの認識が浸透しＤＶの発生防止や早
期発見に繋がるようきっかけや体制づくり
に尽力されたい。

総合評価

人権の尊重

配偶者等からの暴力の防止と被害者支援（★重点課題）

暴力の未然防止と早期発見

事業

①講演会やパンフレット等による啓発

②デートＤＶ防止の啓発

③早期発見に向けた市民、職務関係者との連携
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基本目標Ⅰ

課題Ⅰ-３

施策（２）

R1 R2 R3 R4 R5

A A B B A

A A A A A

A A B A A

A A A A A

B A A A A

A A A B A

A A B A A

A A A B A

B B B B B

A A B B B

B A B B A

A A B B B

B A B B B

A A B A A

A A B A A

A A B A A

B B B A B

A A B B B

A A B B B

A A B B B

B B B B B

計画内容

執行状況

課題把握

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

協働コ
ミュニ
ティ課

①②③④

庁内の様々な相談窓口と連携しながらＤＶ相談
へつないでいる努力は評価に値する。A5判の情
報誌パリテ32号は様々な角度からの情報提供が
相談につながるきっかけなり、充実して内容に
なっているＤＶの被害者がＤＶの被害を受けて
いることへの気づきを促す広報にも期待した
い。

③

相談者の希望に沿いながらアウトリーチでの対
応に対しては評価に値する。また、ＤＶ被害者
が男性の職員であることで抵抗を示す際に女性
の職員への配慮などの柔軟性のある対応、外国
籍の被害者の方へより難しくなっている支援に
対して、真摯に取り組んでいることは評価に値
する。

生活福祉
課

健康課 ③

シングルマザー、ファザーの支援を具体的に実
施していることは心強い。特にシングルマザー
への就労支援は、今後の自立への足掛かりとし
ても大切な役割を担う。届けたい人に情報が届
いていない実態を鑑みるに様々な情報ツールを
持っている状況を今後も生かすとともにキャリ
ア支援にも期待したい。

ＤＶと子どもの虐待は表裏一体の問題であり、
連携しながら対応していることは評価に値す
る。子どもの虐待の相談件数が過去最高との報
告からＤＶとの関連がそのうちのどれくらい
か、虐待の内容等も報告が上がるとありがた
い。児童本人から相談があったとの記載がある
が、児童本人が手に取り、相談しても良いんだ
と思えるリーフレットがあると望ましい。相談
体制にも期待したい。
個別のニーズに合わせたきめ細かい相談体制を
実施していることが伺え、評価に値する。特に
外国籍の方への対応は、様々な国籍の方も増え
ており、言葉の壁が厚い。今後も通訳体制を充
実させていくことで外国籍の人のサポート体制
の強化に期待する。発達支援については18歳以
降、現状サポートがないことがＤＶ被害者支援
の中でも課題となっている。今後の大きな検討
事項ではないか。

子育て支
援課

③

子ども家
庭支援セ
ンター

③

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

施策全体についての評価

「女性が利用できる相談窓口」パンフレット等から庁内の連携体制を意
識し、ＤＶ被害者に対する支援を充実させている努力は評価に値する。
ＤＶ被害者の抱えている課題は様々であり、ニーズに寄り添った相談体
制が望まれる。今後は同行支援を２次被害を起こさないためにも実施さ
れることを期待したい。また、男性被害者への対応もより望ましい形で
実施されることを期待する。

全体評価(年度)

担当課 事業番号 評価コメント R5R3 R4R1 R2

人権の尊重

配偶者等からの暴力の防止と被害者支援（★重点課題）

相談窓口の充実

事業

①相談窓口の周知と情報の提供

②女性相談の実施

③一人ひとりの状況に応じた相談の実施

④男性相談のあり方の検討
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基本目標Ⅰ

課題Ⅰ-３

施策（３）

R1 R2 R3 R4 R5

A A A A A

課別評価

A A A A B

A A A A B

A A A A B

B A B A B

A A B B B

A A B B B

A A B B B

A B B B B

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A B A

A A A A A

A A B A A

A A A A A

A A B B A
課題把握

計画内容

執行状況

課題把握

健康課

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

緊急一時保護、今後の生活支援の在り方等にお
いては生活福祉課との連携は欠かせない。生活
福祉課の担当者のＤＶに対しての理解が具体的
な支援の場では重要になり、医療扶助のマイナ
ンバーカード等での支援措置などの対応は評価
に値する。今後もＤＶ被害者であるがゆえのリ
スクに対して理解を深め、より良いサポート体
制を構築してくれることを期待したい。

生活福祉
課

③

子育て支
援課

③

実際にＤＶ被害者の自立支援の要になるのが子
育て支援課であり、婦人相談員との連携がより
密にはかれていることが伺え、望ましい体制が
構築されていることを評価したい。今後もケー
ス検討等も踏まえながら連携体制を深め、ＤＶ
被害者の自立支援のサポート体制の充実に期待
したい。

総合評価

③

ＤＶの家庭での重要課題である子どもの虐待に
対して、子ども家庭センターとの連携対応に対
しては評価したい。小さいころにＤＶ家庭で
育った人がその後の心の在り様にも影響してい
くことの理解を深めたい。そのための講座等実
施してもらい、早期発見を促す役割を果たすこ
とが望ましい。

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

計画内容

執行状況

施策全体についての評価

ＤＶ防止法が制定されて令和５年度で22年を経過、ＤＶに対しての認知
度、ＤＶ被害者への理解は深まっている。その中にあって緊急一時保護
の役割や民間団体との連携は施策の点では遅れていることは否めない。
今後よりＤＶ被害者のニーズに合わせた支援が求められている中、この
政策（３）の取り組みは、今年度から施行された女性支援法を踏まえて
再検討の必要性があるように思える。今後の実施体制の具体化に期待し
たい。

全体評価(年度)

担当課 事業番号 評価コメント R5R3 R4R1 R2

協働コ
ミュニ
ティ課

①②
③④

相談者に対して、一人一人のニーズに合わせた
相談対応は評価したい。しかしながら緊急一時
保護、民間との連携においては実態が見えてこ
ない。ＤＶの相談ではどんなことが主訴として
多いかを委員会でも周知され、ＤＶ被害者への
ニーズに合わせた支援、自立支援に求められる
ことなどが今後検討できることを期待したい。

人権の尊重

配偶者等からの暴力の防止と被害者支援（★重点課題）

被害者の安全の確保と自立への支援

事業

①緊急一時保護の実施

②民間支援団体との連携

③一人ひとりの状況に応じた関係部署間の連携による支援と情報の提供

④被害者への自立支援の実施
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基本目標Ⅰ

課題Ⅰ-３

施策（４）

R1 R2 R3 R4 R5

A A A A A

課別評価

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

担当課

協働コ
ミュニ
ティ課

①②
庁内相談職員、関係機関の職員に対して研修、
自己啓発等知識の向上に努めていただきたい。

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

事業番号 評価コメント R1 R2 R3 R4 R5

施策全体についての評価

全体評価(年度)

人権の尊重

配偶者等からの暴力の防止と被害者支援（★重点課題）

市の体制整備に向けた取り組みの強化

事業
①職員研修の実施

②相談員の資質向上とメンタルケア

相談窓口の充実のためＤＶ研修、また庁内だけではなく、関係機関にも
参加の働きかけに努め、今後とも対応をお願いしたい。また、スーパー
バイズの取組について評価したい。
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基本目標Ⅰ

課題Ⅰ-３

施策（５）

R1 R2 R3 R4 R5

A A A A A

課別評価

B B B B B

B B B B B

B B B B B

B B B B B

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

（市民課・保険年金課・健康課・生活福祉課・高齢者支援課・障害福祉課・子育て支援課・

　幼児教育・保育課・子ども家庭支援センター・学務課）

総合評価

関係各課
（下記の
各課）

②
配偶者暴力被害者支援担当者連絡会議におい
て、互いの支援を知り連携に努めていただきた
い。

施策全体についての評価

配偶者暴力被害者支援担当者連絡会議を通じ各課の取り組みについて評
価する。

全体評価(年度)

担当課 事業番号 評価コメント R1

計画内容

執行状況

課題把握

R4 R5

総合評価

R2 R3

協働コ
ミュニ
ティ課

①②③
庁内関係機関の連携を図りながら今後とも情報
共有に努めていただきたい。

計画内容

執行状況

課題把握

人権の尊重

配偶者等からの暴力の防止と被害者支援（★重点課題）

関係機関との連携強化

事業

①庁内関係各課との連携の強化

②各種関連機関・専門家との連携の強化

③配偶者暴力相談支援センター機能の検討
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基本目標Ⅰ

課題Ⅰ-４

施策（１）

R1 R2 R3 R4 R5

A A A B B

課別評価

B B B B B

A A A A A

B B B B B

A A A D C

A A B B B

A A A A A

A A B B B

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A B A B A

③

継続的かつ計画的に研修が実施されていること
を評価する。教育の現場できちんと人権が守ら
れ、あらゆる暴力が排除されるよう、引き続き
工夫を重ねて研修を行っていただきたい。

協働コ
ミュニ
ティ課

①②③

新規採用職員に加え、今年度は関係各課職員に
対してもＤＶ研修が実施されたことを評価す
る。暴力防止に向けた意識啓発を図る手段とし
て、パンフレットの配布やＨＰでの啓発だけで
は周知する力が弱いと考える。より積極的に啓
発活動を進めるため、頻回には無理だとして
も、講座や学習機会を提供できるよう検討して
いただきたい。

職員課 ③

今年度は一般職に加えて特別職・部長職・相談
員への研修も行われ、継続して研修が実施され
ていることを評価する。毎年の課題である「継
続した研修の実施」については、具体的な事例
を取り上げる等でより実践的な内容に改善され
ているようであるが、「相談体制の強化」につ
いては何も記載がない。来年度は相談体制を強
化するためにどのような取り組みをしたのかを
明記されたい。

教育指導
課 執行状況

課題把握

R4 R5

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

計画内容

R2 R3

施策全体についての評価

継続して地道に啓発活動が行われていることを評価する。啓発活動の成
果は簡単に目に見えるものではないが、研修時の受講者の反応や日常の
会話等から状況を把握し、より効果的な活動につながるような次年度の
課題が設定されることを期待する。

全体評価(年度)

担当課 事業番号 評価コメント R1

人権の尊重

男女平等を阻む暴力の防止（セクシュアル・ハラスメント、ストーカー、性暴力等）

暴力の防止に向けた意識啓発

事業

①暴力防止に関する情報提供と学習機会の提供

②市内事業所への意識啓発

③暴力の防止に関する市職員・教員への啓発・研修
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基本目標Ⅰ

課題Ⅰ-４

施策（２）

R1 R2 R3 R4 R5

A A A A A

課別評価

A A A A A

A A A A A

A A B B B

A A A B A

A A A B A

A A A A A

A A A B A

A A A A A

総合評価

協働コ
ミュニ
ティ課

②③

来所相談の他に電話やLINEでの相談窓口も設け
ていることは非常に望ましい。LINE相談の担当
部署と連携を図っていることも評価する。より
一層相談窓口が身近なものになり、早期の問題
解決や支援の提供につながることを期待する。

施策全体についての評価

問題を抱える相談者に対し、丁寧に対応していることを評価する。複雑
な問題に対処するためには、関係機関の連携が不可欠である。支援体制
の充実を図るため、各関係機関が互いのもつ情報を共有し、効率的に進
捗管理できる体制を早急に整えていただきたい。

全体評価(年度)

担当課 事業番号 評価コメント R1

計画内容

執行状況

課題把握

R4 R5

総合評価

R2 R3

教育支援
課

①

スクールカウンセラー、スクールソーシャル
ワーカー、臨床心理士等の専門家を学校に派遣
し、児童・生徒・保護者からの相談に丁寧に対
応していることを評価する。福祉的支援や心の
ケア等必要な支援が多岐にわたれば、関係機関
との連携が非常に重要になってくる。今年度の
課題としていた「関係機関との情報共有と進捗
管理」について具体的な執行状況が不明である
が、次年度は支援体制の充実を図るためにどの
ような取り組みをしたのかを明記されたい。

計画内容

執行状況

課題把握

人権の尊重

男女平等を阻む暴力の防止（セクシュアル・ハラスメント、ストーカー、性暴力等）

暴力の被害者に対する支援

事業

①相談の実施

②女性相談の実施(再掲)

③緊急一時保護の実施(再掲)
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基本目標Ⅰ

課題Ⅰ-５

施策（１）

R1 R2 R3 R4 R5

B B B B B

B B B B B

A A A A B

B B B A A

A A A D D

B B B B B

B A A A A

B B B B C

B B A C B

B B B B B

B B B B B

B B B B B

B B B B B

課題把握

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

計画内容

執行状況

R4 R5

教育指導
課

①

性教育においても時代に即した教育で、青少年
に正しい知識を身に付けさせることが重要であ
る。正しい知識を持つことは、性暴力や性被害
を防ぐことにもつながる。産婦人科医による出
張授業など、有効と考えられる取り組みは積極
的に検討されたい。

担当課

協働コ
ミュニ
ティ課

①②

タイムリーなテーマで講演会を開催したことを
評価する。開催の告知方法や情報誌の配布方法
を工夫し、できるだけ多くの人の目に留まるこ
とが望まれる。次年度の課題について、「『諸
事情により実施できない』ので、どうするの
か」を検討し、課題としていただきたい。

健康課 ①②

リプロダクティブ・ヘルス/ライツの概念を社会
に根付かせるためにも、正しい性教育の機会は
重要である。各課連携が不可欠なのは理解する
が、あらかじめ実施時期を決め、そこに向けて
協議を進めていかないと、正しい知識を得る機
会を逃したまま年を重ねていく人が増えるので
はないかと危惧する。 課題把握

総合評価

計画内容

執行状況

事業番号 評価コメント R1 R2 R3

施策全体についての評価

全体評価(年度)

人権の尊重

性と生殖に関する健康支援

からだと性に関する正確な情報の提供

事業
①発達に応じた性教育の実施

性に関する常識や価値観には世代間格差が存在し、その格差によって
様々なハラスメントが生じ、逆にこの格差を埋め得るものがリプロダク
ティブ・ヘルス/ライツの概念であると考える。教育を受け正しい知識
を持つ人が増えることで、リプロダクティブ・ヘルス/ライツの概念は
社会に根付く。そのための性教育や情報提供の場を積極的に検討された
い。
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基本目標Ⅰ

課題Ⅰ-５

施策（２）

R1 R2 R3 R4 R5

A A A A A

課別評価

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

B B A A A

A A A A A

B B A A A

A A A A A

計画内容

執行状況

課題把握

事業番号 評価コメント R1 R2 R3 R4 R5

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

担当課

協働コ
ミュニ
ティ課

①

相談者に複数のクリニックを案内し、受診の選
択肢を増やしていることを評価する。女性専門
外来に関する情報は、様々な世代の女性が必要
としているものなので、市報や情報誌『パリ
テ』等を活用して、積極的に情報提供していく
ことを検討されたい。

健康課 ①②

「個別対応だけでなく、周知の機会を検討す
る」という今年度の課題に対し、「女性の相談
会」の開催や産婦人科医による講演会の実施等
で、一歩踏み込んだ取り組みをされたことを大
いに評価する。また各種検診についても、積極
的に受診勧奨していることを評価する。受診勧
奨については、検診を受けた時と受けなかった
時の経済的損失の差をデータで示すこと等も、
受診の動機につながるのではないかと考える。

施策全体についての評価

全体評価(年度)

人権の尊重

性と生殖に関する健康支援

性差に応じた健康支援

事業
①女性専門外来に関する情報提供

②女性・男性特有の病気に対する予防と検査の実施

相談者の必要に応じた健康支援を積極的に行ったことを評価する。医療
機関や健康に関する情報については適宜内容を見直し、タイムリーな情
報を周知できるよう、引き続き工夫を重ねていただきたい。

91



基本目標Ⅱ

課題Ⅱ-１

施策（１）

R1 R2 R3 R4 R5

A A B B B

課別評価

A A B B B

A A A A A

A A B B B

A A A A A

B B C C C

B B C C C

B B C C C

B B C C C

（企画政策課・総務課・公共施設マネジメント課・契約課・危機管理課・保険年金課・

健康課・地域共生課・高齢者支援課・障害福祉課・子育て支援課・児童青少年課・
文化振興課・スポーツ振興課・産業振興課・環境保全課・ごみ減量推進課・都市計画課・

交通課・下水道課・教育企画課・学務課・社会教育課・公民館・図書館・

選挙管理委員会）

計画内容

執行状況

課題把握

事業番号 評価コメント R1 R2 R3 R4 R5

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

担当課

協働コ
ミュニ
ティ課

①②

男女平等参画社会の推進を担う課であるた
め、各委員会の女性の登用率が60%以上である
ことは評価できる。この比率を活かし、男女
共に公平な議論が行える場として活かされる
ことを期待する。

関係各課
(下記の各
課)

①②
女性の登用率が低い原因や男女比率を平均化
する対策として、現実的かつ具体的な取り組
みを模索して頂きたい。

施策全体についての評価

全体評価(年度)

地域における男女平等参画の推進

政策・方針決定過程への男女平等参画の推進（★重点課題）

審議会・委員会等への女性の積極的登用

事業
①審議会・委員会等における女性委員登用率の向上

②審議会・委員会等に参画しやすい環境整備

各課とも女性の登用率向上を目標としているが、子育て、教育、民
生委員などの地域生活に関わる課での登用率は高い。そして、登用
率の低い原因は、選出方法にあることは明確である。昨年に引き続
き、選出方法を根本的に見直す必要がある。
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基本目標Ⅱ

課題Ⅱ-１

施策（２)

R1 R2 R3 R4 R5

A A A A A

課別評価

A A A A A

A A A A A

A A A A A

B B A B A

担当課

協働コ
ミュニ
ティ課

①②

未来の様々な分野で活躍できる男女平等参画
の視点を持つリーダー育成のために、今後も
地域で活躍する女性を発掘し、講座、講演会
の開催を継続して頂きたい。

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

事業番号 評価コメント R1 R2 R3 R4 R5

施策全体についての評価

全体評価(年度)

地域における男女平等参画の推進

政策・方針決定過程への男女平等参画の推進（★重点課題）

人材に関する情報の収集と人材の養成

事業
①地域における女性のロールモデルの発掘と登用

②リーダー養成講座の実施

情報誌「パリテ」等、継続的な最新の情報発信は、内容もわかりや
すく大いに評価されるべきである。今後も様々な講座、講演会を推
進し続けるとともに、情報誌「パリテ」の知名度向上に努めて頂き
たい。
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基本目標Ⅱ

課題Ⅱ-２

施策（１）

R1 R2 R3 R4 R5

B B B A B

課別評価

B B B A B

A A B A B

B B B A B

C A C A C

担当課

協働コ
ミュニ
ティ課

①②

昨年度から開始した女性活躍推進事業を今年度
も継続実施したことは評価したいが、執行状
況、事業評価の具体的記述が乏しく評価するこ
とが難しい。地域を担う女性リーダーの育成プ
ログラムとして、「おしごと準備セミナー」だ
けでなく他のプログラムも検討いただきたい。

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

事業番号 評価コメント R1 R2 R3 R4 R5

施策全体についての評価

全体評価(年度)

地域における男女平等参画の推進

地域活動における男女平等参画の推進

女性リーダーの育成と参画の促進

事業
①地域リーダーの機会均等の支援

②地域を担う女性リーダーの育成

女性リーダーの育成と参画の促進に向けて、女性活躍推進事業におい
て市内女性が講師となったこと、パリテまつり実行委員会の委員に若
い世代の委員が新たに参加されたことをどのように活かすのか、今後
の取組に期待する。
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基本目標Ⅱ

課題Ⅱ-２

施策（２）

R1 R2 R3 R4 R5

A C A B B

課別評価

B B B A B

A A A A A

C B B A B

A A A A B

A C A B A

A C A A B

A C A B A

B C A B B

A C B B A

A C C C B

A C A B A

A C C C B

課題把握

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

計画内容

執行状況

R4 R5

児童青少
年課

②

４年ぶりに開催できた「歩け歩け会」、「こそ
だてフェスタ」において、地域男性の参加を促
進できたことを評価する。
昨年度の次年度課題として、各事業の男女の参
加人数を把握とあるが、「こそだてフェスタ」
の参加人数の記述がない。そのため、事業の規
模、執行の状況が把握できないので、フェスタ
の内容も含め具体的記述を望む。

担当課

協働コ
ミュニ
ティ課

①②

関係団体と連携して、32名の方が参加された小
学生以下のこどを持つ男性向けの講座の開催を
評価します。次年度評価の際には、講座やオン
ライン動画配信のタイトル、内容、そして担当
課の事業評価の記述を要望する。

地域共生
課

②

様々な場所への出前講座としての「ほっとネッ
ト推進員登録研修」の実施を評価する。
ほっとネット推進員の登録人数（男女別）、出
前講座の内容、参加人数（男女別）、登録の増
加人数（男女別）、担当課の事業評価の記述を
要望する。 課題把握

総合評価

計画内容

執行状況

事業番号 評価コメント R1 R2 R3

施策全体についての評価

全体評価(年度)

地域における男女平等参画の推進

地域活動における男女平等参画の推進

地域活動等への男性の参画の促進

事業
①男性を対象とした男女平等参画講座の実施

②地域活動、ボランティア、ＮＰＯ等の情報提供と参加促進

各担当課がそれぞれの事業に取り組んでいることを評価したい。同時
に、担当課間で情報共有をはかるなど、地域活動等への男性の参画の
促進に向けて、連携しながらの事業実施を期待する。また、各事業の
執行をどのように評価し、今後につなげるのか、担当課の具体的記述
を望む。

95



基本目標Ⅱ

課題Ⅱ-２

施策（３）

R1 R2 R3 R4 R5

A B A A B

課別評価

A B A A B

A A B A A

A B A A B

B B A A B

担当課

協働コ
ミュニ
ティ課

①②

パリテ登録団体と第16回パリテまつりを開催、
講座を開催したことを評価する。
まつりの内容、参加人数（男女別）、担当課の
事業評価等、具体的記述を要望する。

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

事業番号 評価コメント R1 R2 R3 R4 R5

施策全体についての評価

全体評価(年度)

地域における男女平等参画の推進

地域活動における男女平等参画の推進

市民活動団体との協働

事業
①市民活動団体への男女平等に関する学習機会の提供

②男女平等参画の視点をもった市民活動団体との協働事業の実施

地域活動における男女平等参画の推進には、市民活動団体との協働は
欠かせない。パリテ登録団体以外の市民団体との協働、まつりの実行
委員にも若年世代を含め、多様な人材の参加を期待する。
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基本目標Ⅱ

課題Ⅱ-３

施策（１）

R1 R2 R3 R4 R5

B B B C B

課別評価

B B B C B

B B B B C

B B B C B

C C C C C

B C B C B

A A A A B

B C B C B

B C B D B

計画内容

執行状況

課題把握

事業番号 評価コメント R1 R2 R3 R4 R5

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

担当課

危機管理
課

①②

内閣府男女共同参画局の調査によると、防災会
議の女性委員の割合を増やすために「８号委員
について、自主防災組織を構成する者又は学識
経験のあるものうち、女性を積極的に登用」、
「５号委員について、庁内職員を任命する際に
は、職位に関わらず積極的に女性職員を登用す
る」などの取組を通じて、割合を増やしてい
る。西東京市の８号委員について、女性の学識
経験者を登用されているのは評価したい。助産
師、保育園園長、栄養士、国際交流に取り組ま
れている方が委員として参画できる取組を要望
する。防災市民組織の女性の参画の現状の記述
を要望する。

協働コ
ミュニ
ティ課

②

災害のタイムラインに沿った行動をとるための
実践形式の講座開催を評価する。講座に参加さ
れた14人の方が、次のステップ、防災市民組織
への参画などにつながることができたのか
フォーロアップ、記述を要望する。

施策全体についての評価

全体評価(年度)

地域における男女平等参画の推進

男女平等参画の視点による防災・減災のまちづくりの推進

防災対策における女性の参画拡大

事業
①防災会議における女性の参画

②防災市民組織における女性の参画とリーダーの育成

防災対策における女性の参画拡大を推進するには、担当課が連携し、
取り組みを進めていただきたい。防災会議に女性委員をふやすには、
意欲のある女性の発掘だけでなく、防災会議への女性委員割合を増や
す取組を要望する。
*第５次男女共同参画基本計画では、市町村防災会議の委員に占める女
性の割合を早期に15％とし更に30％を目指す目標が掲げられている。
西東京市防災会議委員の女性比率は14.3％(35名、女性5名）
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基本目標Ⅱ

課題Ⅱ-３

施策（２）

R1 R2 R3 R4 R5

B B A B A

課別評価

B C B C B

A B B B A

B C B C B

B C A C B

A B A A A

A B A A B

A B A A A

B B A A B

B B A A A

A A A A A

B B A A A

B A A A A

①

すべての避難所運営組織において女性の参画が
図られていることを評価したい。
女性の参画について具体的な記述を要望する。
能登半島地震の避難所運営の課題なども参考
に、さらなる取組に期待する。

協働コ
ミュニ
ティ課

①
防災講座の開催は評価する。
講座と合わせ、男女平等参画の視点と地域防災
に関する情報提供に尽力いただきたい。

危機管理
課

①②③

能登半島地震による災害対応についての各所か
らの報告を参考に、さらに男女平等参画の視点
を取り入れた地域防災活動を、関係課と連携
し、推進いただきたい。

教育企画
課 執行状況

課題把握

R4 R5

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

計画内容

R2 R3

施策全体についての評価

能登半島地震による災害対応についての報告から、あらためて男女共
同参画の視点による防災・減災のまちづくりの推進が欠かせない。男
女平等参画の視点を取り入れた地域防災活動の推進へのより具体的な
取組を要望する。

全体評価(年度)

担当課 事業番号 評価コメント R1

地域における男女平等参画の推進

男女平等参画の視点による防災・減災のまちづくりの推進

男女平等参画の視点を取り入れた地域防災活動の推進

事業

①避難施設運営組織における女性の参画

②災害時要援護者の支援

③男女のニーズに配慮した避難物資の整備
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基本目標Ⅲ

課題Ⅲ-１

施策（１）

R1 R2 R3 R4 R5

B B B B A

課別評価

B A A A A

B C A C A

B A A A A

B A B A A

B B B B A

B C C C A

B B B B A

C B C C A

計画内容

執行状況

課題把握

事業番号 評価コメント R1 R2 R3 R4 R5

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

担当課

協働コ
ミュニ
ティ課

①②
地域団体や東京都と連携したセミナーを開催し
ており、チラシ等を含めた啓発について評価す
る。

産業振興
課

①②
就労関係の情報提供を実施しており、ハロー
ワークやしごとセンターとの連携を図ってい
る。

施策全体についての評価

全体評価(年度)

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）と女性の活躍の推進

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進（★重点課題）

ワーク・ライフ・バランスの啓発と情報提供

事業
①ワーク・ライフ・バランスに関する啓発と情報の提供

②多様な働き方に関する情報の提供

各課において、啓発やセミナー等について連携を実施しており引き続き
実施してもらいたい。
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基本目標Ⅲ

課題Ⅲ-１

施策（２）

R1 R2 R3 R4 R5

C C C B A

課別評価

C C B A A

C C C A A

C C B A A

C C C B A

C C C D A

C C C C A

C C C D A

C C C C A

総合評価

契約課 ③
ワークライフバランスに配慮した評価項目を追
加しており、引き続き進めていただきたい。

施策全体についての評価

よりよい事業実施に向け検討を進めており、引き続きの取組を実施して
いただきたい。

全体評価(年度)

担当課 事業番号 評価コメント R1

計画内容

執行状況

課題把握

R4 R5

総合評価

R2 R3

協働コ
ミュニ
ティ課

①②③
事業の実施について、事業者インタビューを計
画に反映するなど評価できる。

計画内容

執行状況

課題把握

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）と女性の活躍の推進

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進（★重点課題）

ワーク・ライフ・バランスの促進に向けた事業所への働きかけ

事業

①市内事業者団体に対する情報の提供

②ワーク・ライフ・バランス推進企業の紹介

③公共調達を通したワーク・ライフ・バランスの推進
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基本目標Ⅲ

課題Ⅲ-２

施策（１）

R1 R2 R3 R4 R5

B B B B B

課別評価

B B B C B

B B B B B

B B B C B

B B B B B

A B B A A

A A A A A

A B B A A

B B B B B

総合評価

協働コ
ミュニ
ティ課

②③
就業準備講座等及びキャリア形成支援に目標ど
おり取組んでいる、今後も、利用者等の声を踏
まえ、着実に取組んで頂きたい。

施策全体についての評価

職業生活における女性の活躍を推進することの重要性を、的確に踏まえ
た施策が実施されている。今後は、当初目標が、諸般の事情（不可抗
力）により、実施できない事態の改善を図るほか、これまでの実績を踏
まえ、新たな具体化策の構築・実施を進めて頂きたい。

全体評価(年度)

担当課 事業番号 評価コメント R1

計画内容

執行状況

課題把握

R4 R5

総合評価

R2 R3

産業振興
課

①②

ハローワーク等と連携した就労相談等について
は、充実した取組みを進められており、高く評
価できる。就労支援セミナーを保育付きで実施
できなかった点が今後の課題である。また、各
種情報の提供に際しては、デジタル化の視点か
らの新たな取組みも検討頂きたい。

計画内容

執行状況

課題把握

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）と女性の活躍の推進

経済活動における女性活躍の推進

女性の就労及びキャリア形成支援

事業

①ハローワーク等との連携による就職相談の実施と情報の提供

②保育付き女性の就労準備講座等の実施

③働く女性のキャリア形成支援
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基本目標Ⅲ

課題Ⅲ-２

施策（２）

事業

R1 R2 R3 R4 R5

B C B B B

課別評価

B C B B B

B B B B B

B C B B B

B B B B B

協働コ
ミュニ
ティ課

①

次年度の課題として掲げている市内企業・事業
所に対するポジティブ・アクションの意義や効
果について情報を提供する方法の調査・検討を
着実に進めて頂きたい。

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

R4

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）と女性の活躍の推進

経済活動における女性活躍の推進

市内の事業所における女性の活躍の推進

①女性の活躍を推進するポジティブ・アクション（積極的改善措置）の働きかけ

施策全体についての評価

R5

目標に掲げられた女性活躍推進法の周知及びポジティブ・アクションに
ついての情報提供等は、概ね実施されている。

全体評価(年度)

担当課 事業番号 評価コメント R1 R2 R3
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基本目標Ⅲ

課題Ⅲ-２

施策（３）

R1 R2 R3 R4 R5

B A B C A

課別評価

B A B C A

B B B B A

B A B C A

B B B B B

担当課

産業振興
課

①②
認定農業者制度における家族経営協定の意義や
女性農業者の支援の必要性の見地からは、地域
の事情を踏まて、施策を継続して頂きたい

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

事業番号 評価コメント R1 R2 R3 R4 R5

施策全体についての評価

全体評価(年度)

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）と女性の活躍の推進

経済活動における女性活躍の推進

女性農業者への支援

事業
①家族経営協定の普及

②女性農業者の支援

農業者数の減少、家族の高齢化等、本施策を取り巻く環境は、厳しい状
況にあるが、ＪＡ東京みらい女性部との連携や援農ボランティアのスキ
ルアップなど、創意工夫のもと、施策に取組んでいる。
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基本目標Ⅲ

課題Ⅲ-２

施策（４）

R1 R2 R3 R4 R5

B B B B A

課別評価

B B B B A

B B B B A

B B B B A

B B B B B

B B A A A

A A B B A

B B A A A

B A A A A

計画内容

執行状況

課題把握

事業番号 評価コメント R1 R2 R3 R4 R5

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

担当課

産業振興
課

①

創業スクールの参加者に占める女性の割合は、
評価できる。引続き、創業融資あっせん制度の
推進等、センター機能の充実等に際しては、女
性活躍推進の視点を強く反映させて頂きたい。

協働コ
ミュニ
ティ課

②

ＮＰＯ法人等市民活動団体においては、構成員
の高齢化、承継・活性化等の問題が生じている
ようで、事業実施に際しても少なからず影響が
出るものと思われるが、その活動の重要性等を
踏まえ、引続き、女性活躍推進の視点も取り込
んで施策を継続・発展させて頂きたい。

施策全体についての評価

全体評価(年度)

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）と女性の活躍の推進

経済活動における女性活躍の推進

女性の起業、コミュニティビジネス等への支援

事業
①起業に関する支援と相談の実施

②ＮＰＯ法人の設立やコミュニティビジネス等に関する情報提供、相談、学習機会の提供

起業に関する支援・相談、ＮＰＯ法人の設立等について、女性活躍推進
の視点が、各施策に十分反映されていない点に留意し、目標の定立、実
施に努めて頂きたい。
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基本目標Ⅲ

課題Ⅲ-３

施策（１）

R1 R2 R3 R4 R5

B B B B A

課別評価

B B B B B

B B B B B

B B B B B

B B B B B

A B B B A

A B B B A

A B B B A

B B B B A

B B B B A

B B B B A

B B B B A

B B B B A

D A A A A

A A B B A

A A A A A

A A B B A

総合評価

計画内容

課題把握

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

職員課 ②

育児介護休業法の趣旨を踏まえた適切な対応を
している。特に、男性育休取得の推進に際し、
業務量・業務分担等、各職場における業務改善
を、次年度の課題としている点が高く評価でき
る。着実に進めて頂きたい。

担当課

協働コ
ミュニ
ティ課

①②
目標は、予定通りに実施されている。情報誌
「パリテ」等による情報提供の内容を更に充実
して頂きたい。

健康課 ①②

妊娠届出時全件面接等において、男性女性にと
らわれることなくパートナーと協働で子育てが
できるよう、性と役割が固定化されないよう配
慮しつつ相談・周知に努めている点は、高く評
価できる。

公民館 ①
創意工夫に溢れる各種講座を企画、実践してお
り、高く評価できる。

執行状況

課題把握

計画内容

執行状況

R3

施策全体についての評価

全体評価(年度)社会的に男性の家事・育児等への参画が求められる中、各課とも着実に
目標を実践している。特に、健康課の担当課評価欄から読み取れるよう
に、家事・育児について、いまや、男性がサブ（補助）ではなく、レ
ギュラー（協働主体）である点について意識した普及啓発に努めて頂き
たい。

R4 R5事業番号 評価コメント R1 R2

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）と女性の活躍の推進

男性の家事・育児・介護への参画促進

男性の家事・子育てへの参画促進

事業
①男性向け家事・育児に関する情報の提供

②男性の育児休業取得の啓発
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基本目標Ⅲ

課題Ⅲ-３

施策（２）

R1 R2 R3 R4 R5

B B B B B

課別評価

B B C C C

B B C C C

B B C C C

B B C C C

A A A A B

B A A A A

A A A A B

B A A A B

C B B B B

B B B B B

C B B B B

B C C B B
課題把握

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

計画内容

執行状況

R4 R5

高齢者支
援課

①②

年度末３月実施の在宅介護教室を、もう１回実
施するなど、参加人数を増やす工夫を検討して
いただきたい。また、介護休業についての相談
窓口の周知、情報提供等の啓発の工夫をポス
ター以外に検討をお願いしたい。

担当課

協働コ
ミュニ
ティ課

①

　窓口やパリテに設置した啓発冊子等を活用し
た市民がどのくらいいたのか明らかにし、あま
り活用されていなければ、もう少したくさんの
方が活用できる啓発の方法を検討していただき
たい。乳幼児検診等のアンケート実施や、市
報、ホームページ等での啓発も加えていくなど
さらに積極的な取組が必要である。

職員課 ①

　介護休暇については個別の働きかけ、新人研
修での介護休暇の説明など評価できる。しかし
介護休暇の取得者１名、時差勤務４名と実際に
取得している人数が少なく感じる。取得のしに
くさなどがないか、アンケート等で職員の声を
聞くことも必要である。 課題把握

総合評価

計画内容

執行状況

事業番号 評価コメント R1 R2 R3

施策全体についての評価

全体評価(年度)

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）と女性の活躍の推進

男性の家事・育児・介護への参画促進

男性の介護への参画促進

事業
①介護休業取得の啓発

②介護講座の開催

　介護休業の啓発は、本当に必要な市民全員に周知されているのか、ア
ンケート実施で状況を把握した上で、SNS、ホームページなどの積極的
な活用で更なる啓発活動や支援の工夫をお願いしたい。介護講座の開催
については参加者の増加に向けて工夫を検討していただきたい。
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基本目標Ⅲ

課題Ⅲ-４

施策（１）

R1 R2 R3 R4 R5

B A A A A

課別評価

A A A A A

A A A A A

A A A A A

B A A A A

B A B B B

B A A A A

B A B B B

B A B B A

B A A A A

B A A A A

B A A A A

B A A A B

A A A A A

A A A A A

A A A A A

B A A A A

①

　母子、父子自立支援員による一人親相談の実
施を延べ相談件数785件（うち父子21件）行うこ
とができたことを評価する。さらに相談者の満
足度について事後アンケート等で状況把握を
し、相談内容の充実をさらに図ることができる
よう検討をお願いしたい。

健康課 ①

妊娠届出時の全件面接の実施については今年度
も評価できるもので、引き続きお願いしたい。
応援アプリいこいこによるメールマガジンの配
信も身近な相談先として評価できる。どのよう
な相談内容が多いかなどを集計、分析して子育
て支援課、幼児教育・保育課などと情報共有す
る等もお願いしたい。

地域共生
課

①

市報、リーフレットの配布、はなバスのポス
ター掲示などの周知、広報活動は継続をお願い
する.身近な相談役として民生委員を活用するこ
とも継続をお願いしたい。PC、スマホの扱いに
なれるためのデジタル委員の設置は評価できる.
今後は民生委員によるデジタル機能を活用した
相談活動が活発になることを期待する。

子育て支
援課

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

R2 R3

施策全体についての評価

　子育て、保育の支援サービスの充実の工夫がよくされていて評価でき
る。今後は、相談内容のニーズの把握を実施し、各課の連携でニーズに
合ったサービスの向上に努め、子育てしやすい西東京市として評価の高
まる事業の発展をお願いしたい。

全体評価(年度)

担当課 事業番号 評価コメント R1 R4 R5

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）と女性の活躍の推進

子育てへの支援

子育て支援サービスの充実

事業

①子育てに関する相談の実施

②保育サービスの提供

③子育て家庭に対する経済的な支援

幼児教
育・
保育課

①②③

　地域子育て推進委員の配置、各保育園と相談
業務ネットワークによる対応など、実態に合わ
せた相談の充実を図っておおいに評価できる。
また保育事業所への地域巡回支援アドバイザー
や地域子育て支援推進員の巡回訪問による保育
内容の指導、助言も大いに評価できる。子育
ち・子育てわいわいプランによる病児保育、病
後児保育の利用活用も多く継続をお願いした
い。また入園申込者の実態把握に今後も細やか
に努め、待機児童ゼロをお願いしたい。また幼
児教育、保育の無償化の拡大、幼稚園の保育料
の補助、給食費の補助金など、補助の拡大につ
いても評価できる。

執行状況

課題把握

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

計画内容
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B B A A A

B B A A A

B B A A A

B B A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A B

A A A A A

B A A A A

A A A A A

A A A A B

①②

柳沢小学校敷地内の学童クラブの新設、放課後
子ども教室との連携などについて調整されたこ
とは評価できる。今後も学童クラブの定員超過
とならないよう、新設の計画や社会教育課との
調整を継続していただきたい。子育てフェスタ
の実施は評価でき、さらに青少年が気軽に相談
できる工夫の充実をお願いしたい。 課題把握

総合評価

計画内容

執行状況
児童青少
年課

学務課 ③

就学援助の案内を確実に実施すると共に、受付
期間の延長なども引き続きお願いしたい。また
保護者が手続きをなかなか行えない事情のある
家庭については、家庭支援センター等と連携を
強化し、確実に援助が実施できるようお願いし
たい。

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

子ども家
庭支援セ
ンター

①②

子育て支援ショートステイ事業の周知を引き続
きお願いしたい。また支援を必要とする家庭の
利用がのべ214人と多く、評価できる。しかし必
要であるにもかかわらず利用できなかった家庭
への支援を具体的に検討していただきたい。

108



基本目標Ⅲ

課題Ⅲ-４

施策（２）

R1 R2 R3 R4 R5

A A A A A

課別評価

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A B A A A

A B A A A

A A A A A

A B A A A

A B A B A

B A A A A

A A A A A

B A A A A

B A A A A

①②

地域子育て支援センターは、子育てをしている
方にとって大変心強い資源のため、引き続き充
実を図って欲しい。可能であれば市のHPや「い
こいこ」アプリにて各センターの混雑状況（混
雑する時間帯の傾向など）が分かれば、来訪を
検討する方の参考になると思う。一時保育や
ファミリー・サポート・センターの継続的な整
備・充実も期待する。

協働コ
ミュニ
ティ課

①

保育付講座がスタンダードになっていることは
評価できる。情報誌「パリテ」については、
vol.31からリニューアルし、カラーで見やすく
かつ手に取りやすいサイズとなった。内容につ
いてもvol.32からはおすすめ図書や編集後記な
ども加わり充実している。今後も子育て支援に
関する情報提供に努めることを期待する。

子育て支
援課

①

子育てに関する支援や相談の情報が網羅的に掲
載されているハンドブックの意義は大きく、定
期的に改訂されている点、市HPへのPDF掲載等は
評価できる。外国語を母国語とする方へ向けて
の紙媒体での対応については予算上の問題で対
応が難しいとのことであるが、PDFを無料で翻訳
するwebサービス等もあるため、問い合わせが
あった際にはそれらのサービスを提案する等の
対応をして欲しい。

幼児教
育・
保育課

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

R2 R3

施策全体についての評価

計画に基づいた執行が安定的に行われている。取り組みを継続すること
で、事業の改善や充実が図られることを期待する。特に広報や情報保障
（外国語を母国語とする方について、視覚障害のある方など）について
は予算の兼ね合いもあるかと思うが、より効果的な方法が検討されるこ
とを希望する。

全体評価(年度)

担当課 事業番号 評価コメント R1 R4 R5

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）と女性の活躍の推進

子育てへの支援

地域での子育て支援の促進

事業

①子育て支援に関する相談と情報の提供

②地域で子育てを支え合う保育サービスの提供

③子育てサークルの育成と支援

執行状況

課題把握

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

計画内容
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B A A A A

A A A A A

B A A A A

B A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

B A A A A

A C B A A

A A A A A

A C B A A

B C B A A

子ども家
庭支援セ
ンター

①③

子育てサークルに関する情報提供については今
後も継続して行っていただきたい。提案として
は、アプリ「いこいこ」内には子育てサークル
に関する情報の掲載がないと認識している。同
アプリでもサークル情報が掲載されるとより良
いと考える。
子育て世代の居場所づくりについては、引き続
き育成会等と連携し事業の継続・拡充を期待す
る。

執行状況

①

妊娠届出時の専門職における全件面接相談、ア
プリ「いこいこ」、子育て世代包括支援セン
ターの周知を継続している点は評価できる。ア
プリが多言語に対応しているのも良い。

課題把握

課題把握

総合評価

計画内容

執行状況
健康課

総合評価

計画内容

児童青少
年課

③
児童館の機能や役割に基づいた取り組みが行わ
れている。引き続き、講座やイベントの開催や
情報提供の機会づくりを期待する。

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

公民館 ①③

公民館という幅広い世代の交流や学びの場とし
ての機能を活かした講座の開催や、サークル活
動の支援を行われている。次年度の課題に挙
がっているように、公民館の情報が必要として
いる人へ届くための広報には検討の余地があ
る。
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基本目標Ⅲ

課題Ⅲ-４

施策（３）

R1 R2 R3 R4 R5

B B B A A

課別評価

B B B A A

A A A A A

B B B A A

B B A A B

B B B B B

B A B B B

B B B B B

B B B B B

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A B

①②③

ひとり親は社会的に孤立しやすく、また心理
的・経済的にも困窮しやすい層である。他機関
や他部署との連携になると思うが、福祉資金の
貸付や就労支援以外のメンタルケアや包括的支
援についても一層強化を期待する。
上記に関連することであるが、母子・父子自立
支援プログラム策定事業については生活保護世
帯は実施対象外となっているが、生活保護世帯
の自立支援プログラムの策定や就労支援はどの
ように行われているのかが疑問点としてある。

健康課 ①

妊娠届出時の全件面接相談、こんにちは赤ちゃ
ん訪問、電話相談等の様々な方法で相談支援の
充実を図っていることは評価できる。個別の事
情で既存の相談支援の窓口にアクセスしづらい
方も想像できるため（ひとり親で日中働いてい
る、障がいがある、外国語を母国語としている
等）、アウトリーチをどのように行っていくか
についても検討の余地があると考える。

地域共生
課

①

市報や市内掲示板、はなバスでのポスター掲示
等を通じて民生委員の周知や広報を図ったとあ
るが、より地域住民が民生委員を身近に思える
ような工夫が必要と考える（具体案としては、
民生委員の似顔絵や人柄が分かるような一言
PR、コメントを掲載する等）民生委員の高齢
化、デジタル機器への不慣れ等が課題に捉えら
れ、対策について取り組まれているが、いっそ
うの改善の取り組みを期待する。

子育て支
援課 執行状況

課題把握

R4 R5

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

計画内容

R2 R3

施策全体についての評価

施策に対する取り組みが比較的充実しており、安心して子育てができる
環境が概ね整っている。一方で、事業内容①の内容に記載の「誰もが」
という主語については、果たして本当に全ての人がその主語に含まれて
いるか、周縁化や想定されていない人がいるかもしれない（例えば被虐
待体験があり子育てに様々な不安がある人、同性カップルで子育てをし
ている人、育児と介護のダブルケアをしている人、障がいがあり子育て
をしている人等）、という視点は常に持ちながら事業が実施されること
を期待する。

全体評価(年度)

担当課 事業番号 評価コメント R1

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）と女性の活躍の推進

子育てへの支援

ひとり親家庭への支援

事業

①子育てに関する相談の実施(再掲）

②ひとり親家庭の生活支援

③ハローワーク等との連携による就業支援
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基本目標Ⅲ

課題Ⅲ-５

施策（１）

R1 R2 R3 R4 R5

B A A A B

課別評価

B B B B B

A A A A B

B B B B B

C B A B B

B B B B B

A A A A B

B B B B B

B B B B B

A A A A B

A A A A B

A A A A B

B B B B B

A A A A B

A A A A B

A A A A B

C A A A B

執行状況

課題把握

地域共生
課

①②

①民生委員の重要性を理解したうえで、より良
いサービスを提供していくための取り組みは評
価できる。
②人材発掘については、実情を把握・分析した
うえで、担い手不足にならないよう、より一層
の努力に期待する。

高齢者支
援課

①②

①年々高齢化が進む中で、重要かつ迅速さを求
められる取り組みは、より広範囲に及ぶことと
になると思うが、取りこぼしのないよう体制の
充実に努めてほしい。
②登録数について、人数や団体数が足りている
のかが現状だけではよくわからない。目標数も
明記して現状と比較ができるとなお良い。

障害福祉
課

①

介護や福祉に関する情報提供の充実は重要かつ
急務である。デジタル・アナログどちらも向上
と続けることは容易ではないと思うが必要性の
高さを認識し、より一層の努力に期待する。
次年度の課題には、継続実施に努めるにあたっ
て、今年度の活動から次年度で改善したい課題
を洗い出し、具体的に明記してほしい。

協働コ
ミュニ
ティ課

③

ゆめこらぼの存在意義の再確認と周知を強化
し、市内全域における市民活動との支援・連携
を進めてほしい。
NPO等企画提案事業については、新規利用団体の
開拓を積極的に行い、常連化することのないよ
う推進してほしい。
活動の継続実施に向けて本年度の活動から見え
てきた具体的な課題が明記されているとなお良
い。

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

R2 R3

施策全体についての評価

計画内容・執行状況についてはいずれも努力が見られ問題ないが、次年
度の課題抽出が甘いように見受けられる。今年度と同様の活動を継続す
るにしても、本当に何も課題はないのか？男女平等参画推進計画との関
連性を今一度見直し、次年度に改善したい具体的な課題の明記を強く望
む。

全体評価(年度)

担当課 事業番号 評価コメント R1 R4 R5

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）と女性の活躍の推進

介護への支援

地域での支え合いのしくみづくり

事業

①地域での福祉に関する相談と情報の提供

②地域でふれあい、ささえあうネットワークの形成

③ＮＰＯや市民活動団体等との協働の推進

総合評価

計画内容

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握
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基本目標Ⅲ

課題Ⅲ-５

施策（２）

R1 R2 R3 R4 R5

B B B B B

課別評価

A B B B B

A A B B B

A B B B B

A B B B B

B B B B B

C B B A B

B B B B B

C B B B B

計画内容

執行状況

課題把握

事業番号 評価コメント R1 R2 R3 R4 R5

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

担当課

高齢者支
援課

①②

①顕在化しづらい問題について、啓発活動にと
どまらず、実践につながるような活動に期待す
る。
②相談しづらい介護問題なので、介護者の会の
開催はとても良いと思う。余裕がないなど、会
への参加が難しい人の救済など、もう一歩踏み
込んだ支援に期待する。
今年度までの活動で見えてきた具体的な課題は
ないのか？

障害福祉
課

①

家族介護者の負担軽減および被介護者虐待防止
のための意識啓発はとても重要である。情報提
供・啓発活動に留まらず、より求められるサー
ビスの開発・提供に努めてほしい。
次年度の課題には、継続実施に努めるにあたっ
て、今年度の活動から次年度で改善したい課題
を洗い出し、具体的に明記してほしい。

施策全体についての評価

全体評価(年度)

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）と女性の活躍の推進

介護への支援

家族介護者への支援

事業
①家族介護者への情報の提供

②専門職・関係機関の連携による家族介護者への支援

計画内容・執行状況についてはいずれも努力が見られ問題ないが、次年
度の課題抽出が甘いように見受けられる。今年度と同様の活動を継続す
るにしても、本当に何も課題はないのか？男女平等参画推進計画との関
連性を今一度見直し、次年度に改善したい具体的な課題の明記を強く望
む。
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基本目標Ⅳ

課題Ⅳ-１

施策（１）

R1 R2 R3 R4 R5

B B B C A

課別評価

B B B C A

B B A B A

B B B C A

A A A B B

施策全体についての評価

男女平等意識向上の啓発活動により力が入れられているようで評価した
い。関係各課や各部署との連携や情報共有をより活発化し、男女平等意
識の啓発を一層進めていくことが庁内推進体制の充実・強化へとつなが
ると期待する。

全体評価(年度)

担当課 事業番号 評価コメント R1 R2 R3 R4 R5

計画内容

執行状況

課題把握

協働コ
ミュニ
ティ課

①②③

ここ数年課題となっていた「男女平等推進会議
のあり方についての検討」がどうなったのかが
気になる。新規採用職員のみならず、職員向け
のeラーニング研修が行われたことを高く評価す
る。今後も継続していってほしい。関係各課の
男女平等施策に関する調整・推進は、報告書の
共有と共に、より積極的な取り組みを期待す
る。

総合評価

男女平等参画の実現に向けた推進体制の強化

庁内推進体制の充実（★重点課題）

庁内推進体制の充実・強化

事業

①庁内の男女平等推進会議の定期的開催

②関係各課の男女平等施策に関する調整

③関係部署を対象とした男女平等意識の啓発
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基本目標Ⅳ

課題Ⅳ-１

施策（２）

R1 R2 R3 R4 R5

C C B B B

課別評価

C C B B B

B B A A A

C C B B B

C B A B B

担当課

協働コ
ミュニ
ティ課

①②
少しずつであっても条例制定や苦情処理機関設
置への検討が進められているようであり、今後
の積極的な取り組みに期待する。

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

事業番号 評価コメント R1 R2 R3 R4 R5

施策全体についての評価

全体評価(年度)

男女平等参画の実現に向けた推進体制の強化

庁内推進体制の充実（★重点課題）

男女平等推進条例設置の検討

事業
①条例設置検討委員会の設置

②苦情処理機関設置検討委員会の設置の検討

永らく「検討」が続いている事業であり、あまり進展が見られないのは
残念に思う。
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基本目標Ⅳ

課題Ⅳ-１

施策（３）

事業

R1 R2 R3 R4 R5

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

協働コ
ミュニ
ティ課

①

男女平等施策をめぐる社会的状況は刻々と変化
しており、事業を進める中で他自治体等との交
流や意見・情報交換は必須である。様々な機会
をとらえて進めていってほしい。

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

R4

男女平等参画の実現に向けた推進体制の強化

庁内推進体制の充実（★重点課題）

国や都、他自治体等との連携や情報交換

①関係機関との交流・連携

施策全体についての評価

R5

継続的に他自治体等との情報交換等が実施されていることは、大変良い
と考える。

全体評価(年度)

担当課 事業番号 評価コメント R1 R2 R3
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基本目標Ⅳ

課題Ⅳ-１

施策（４）

R1 R2 R3 R4 R5

B B A B A

課別評価

B B A B A

A A A A A

B B A B A

A A A B A

B B A B B

B B A A A

B B A B B

B B A B B

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

③
様々な媒体を活用した情報発信を、より一層進
めていただきたい。特にSNSの活用の工夫を期待
したい。

協働コ
ミュニ
ティ課

①②③
研修や情報共有の活発な活用の継続を期待す
る。意識調査の結果をもとに、啓発への更なる
取り組みを期待したい。

職員課 ①②
職員の意識・実態把握の調査をぜひ進めていた
だきたい。

秘書広報
課 執行状況

課題把握

R4 R5

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

計画内容

R2 R3

施策全体についての評価

意識啓発への取り組みがいろいろと行われていることを高く評価する。
研修や情報発信等のフィードバックにもぜひ取り組んでいただきたい。

全体評価(年度)

担当課 事業番号 評価コメント R1

男女平等参画の実現に向けた推進体制の強化

庁内推進体制の充実（★重点課題）

男女平等参画に関する職員の理解促進

事業

①職員の意識実態調査の実施

②職員研修の実施

③市発行物等の表現における男女平等ガイドラインの周知徹底(再掲）
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基本目標Ⅳ

課題Ⅳ-１

施策（５）

R1 R2 R3 R4 R5

B B A A A

課別評価

B B A B A

B A A A A

B B A B A

C B A B B

B B A A A

A A A A A

B B A A A

B B A B B

計画内容

執行状況

課題把握

事業番号 評価コメント R1 R2 R3 R4 R5

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

総合評価

担当課

協働コ
ミュニ
ティ課

①②

ワークライフバランスを可能とする職場の在り
方は、新規採用職員への周知だけでは実現が難
しいところがあると思うので、多様な職員向け
の取り組みをもっと取り入れてはどうかと考え
る。

職員課 ②
様々な取り組みが継続して行われている点は評
価するが、取り組みの効果等のフィードバック
も必要ではないかと考える。

施策全体についての評価

全体評価(年度)

男女平等参画の実現に向けた推進体制の強化

庁内推進体制の充実（★重点課題）

男女ともに働きやすい職場環境の整備

事業
①「西東京市ワークライフバランス推進労使宣言」、『「健康市役所」宣言』の周知

②庁内のワーク・ライフ・バランスの働きかけ

研修によって周知が行われている点は良いが、それに加えて、より多様
で積極的な取り組みも期待したい。
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基本目標Ⅳ

課題Ⅳ-１

施策（６）

R1 R2 R3 R4 R5

B A B A A

B A B A A

A A A A A

B A B A A

C C B A A

担当課

職員課 ①②
管理職への意欲醸成のため各種機会をとらえて
取組を実施しており、管理職を含めたワークラ
イフバランスの取組も進めている。

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

事業番号 評価コメント R1 R2 R3 R4 R5

施策全体についての評価

全体評価(年度)

男女平等参画の実現に向けた推進体制の強化

庁内推進体制の充実（★重点課題）

管理的立場における女性職員の参画促進

事業
①管理職試験の受験に向けた継続的な環境整備

②女性職員の活躍推進に向けた取り組みの実施

引き続きキャリア教育等の取組を進めていただきたい。
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基本目標Ⅳ

課題Ⅳ-２

施策（１）

事業

R1 R2 R3 R4 R5

B A A A A

課別評価

B A A A A

A A A A A

B A A A A

B B A A A

協働コ
ミュニ
ティ課

①
相談件数は減少したが、引き続きニーズがある
状況であり、引き続き積極的な周知に努めてい
ただきたい。

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

R4

男女平等参画の実現に向けた推進体制の強化

男女平等推進センター パリテの事業の充実

相談機能の充実

①女性相談の充実と男性相談のあり方の検討

施策全体についての評価

R5

女性相談については、相談の入口としての機能を果たしている。

全体評価(年度)

担当課 事業番号 評価コメント R1 R2 R3
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基本目標Ⅳ

課題Ⅳ-２

施策（２）

R1 R2 R3 R4 R5

B A A A A

課別評価

B A A A A

A A A A A

B A A A A

B A A A A

担当課

協働コ
ミュニ
ティ課

①②
各種講座や講演会を実施すると共に、時代に
合った情報誌の内容の発行を評価する。

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

事業番号 評価コメント R1 R2 R3 R4 R5

施策全体についての評価

全体評価(年度)

男女平等参画の実現に向けた推進体制の強化

男女平等推進センター パリテの事業の充実

学習機能の充実

事業
①男女平等参画の視点にたった各種講座の開催(再掲)

②情報誌パリテの発行と配布(再掲)

引き続き啓発活動に努めていただきたい。
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基本目標Ⅳ

課題Ⅳ-２

施策（３）

R1 R2 R3 R4 R5

B B A A A

課別評価

B B A A A

A A A A A

B B A A A

B B A A A

担当課

協働コ
ミュニ
ティ課

①②
HPだけでなく、図書コーナーや窓口に様々な啓
発書籍等を設置されており、評価する。

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

事業番号 評価コメント R1 R2 R3 R4 R5

施策全体についての評価

全体評価(年度)

男女平等参画の実現に向けた推進体制の強化

男女平等推進センター パリテの事業の充実

情報収集・提供の充実

事業
①男女平等推進センターパリテのホームページでの情報の提供

②男女平等参画に関する図書資料の収集・整理

情報提供を進めると共に、情報の収集についても進めていただきたい。
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基本目標Ⅳ

課題Ⅳ-２

施策（４）

事業

R1 R2 R3 R4 R5

B B A A A

課別評価

B B A A A

A A A A A

B B A A A

B B A A A

協働コ
ミュニ
ティ課

①
パリテまつりの実施にあたって、地域の子育て
団体等の新たな実行委員が参加しており、活動
の広がりが進んでいる。

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

R4

男女平等参画の実現に向けた推進体制の強化

男女平等推進センター パリテの事業の充実

市民との協働

①男女平等参画に関する市民、団体等への活動支援とネットワークの形成

施策全体についての評価

R5

パリテまつりの参加団体をパリテの活動に巻き込んでいく取組を期待す
る。

全体評価(年度)

担当課 事業番号 評価コメント R1 R2 R3
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基本目標Ⅳ

課題Ⅳ-３

施策（１）

R1 R2 R3 R4 R5

A A A A A

課別評価

A A A A A

A A A A A

A A A A A

B A A A A

担当課

協働コ
ミュニ
ティ課

①②
計画策定と同時並行での進行となったため、委
員会での議論がより反映できた。

総合評価

計画内容

執行状況

課題把握

事業番号 評価コメント R1 R2 R3 R4 R5

施策全体についての評価

全体評価(年度)

男女平等参画の実現に向けた推進体制の強化

男女平等参画推進計画の進行管理

市民参画の恒常的推進組織による計画の進行管理

事業
①男女平等参画推進委員会の開催

②事業評価の実施

議論の進め方について、グループワークで議論するなど全員の意見が反
映できた。
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６　課題ごとの指標及び目標値

★重点課題

目標 指標 現状値
Ｒ５年度
目標値

Ｒ１
年度

Ｒ２
年度

Ｒ３
年度

Ｒ４
年度

Ｒ５
年度

Ⅰ-1
★

 男女の固定的性
別役割分担意識
の解消

男女の固定的性別役割分
担意識の解消について、
解消されていると思う人
の割合を増やす

63.4%
(平成29年)

70.0% - - - 59.7% -

Ⅰ-2

家庭・学校・地
域における男女
平等教育と学習
の推進

社会全体として「男女の
地位は平等になってい
る」と思う人の割合を増
やす

15.3%
(平成29年)

30.0% - - - 16.2% -

Ⅰ-3
★

配偶者等からの
暴力の防止と被
害者支援

配偶者から暴力を受けた
とき、「誰にも相談しな
かった」人の割合を減ら
す

58.7%
(平成29年)

50.0% - - - 51.6% -

Ⅰ-4
男女平等を阻む
暴力の防止

女性相談の認知度を上げ
る

19.2%
(平成29年)

50.0% - - - 24.8% -

Ⅰ-5
性と生殖に関す
る健康支援

女性に特有のがんの検診
受診率を上げる

乳がん:25.6％
子宮頸がん:19.0％
（平成30年4月1日

現在）

乳がん：26％
子宮頸がん

:21％
- - - - -

Ⅱ-1
★

政策・方針決定
過程への男女平
等参画の推進

市の審議会・委員会等に
おける女性委員の割合を
増やす

32.8%
（平成30年4月

1日現在）
40.0% 33.5% 32.3% 31.6% 32.9% 34.5%

Ⅱ-2
地域活動におけ
る男女平等参画
の推進

地域社会（自治会・町内
会など）において、「男
女の地位は平等になって
いる」と思う人の割合を
増やす

43.9%
(平成29年)

60.0% - - - 43.0% -

Ⅱ-3

男女平等参画の
視点による防
災・まちづくり
の推進

防災会議における女性委
員の割合を増やす

5.9%
(平成30年7
月1日現在)

15.0% 5.9% 11.8% 14.3% 11.4% 17.1%

Ⅲ-1
★

ワーク･ライフ･
バランス（仕事
と生活の調和）
の推進

ワーク・ライフ・バラン
スを実現していると思う
人の割合を増やす

42%
(平成29年)

60.0% - - - 59.2% -

Ⅲ-2
経済活動におけ
る女性活動

職場において、「男女の
地位は平等になってい
る」と思う人の割合を増
やす

26.2%
(平成29年)

40.0% - - - 28.8% -

Ⅲ-3
男性の家事・育
児・介護への参
画促進

男性が家事・育児・介護
等に携わっている時間を
増やす

1時間17分
(平成29年度)

2時間 - - - 1時間44分 -

Ⅲ-4
Ⅲ-5
共通

子育てへの支
援・
介護への支援

男性の育児休業取得率を
上げる

2.9% 10.0% - - - 4.7% -

Ⅳ-1
★

庁内推進体制の
充実

女性係長級職以上の割合
を増やす

29.7%
(平成30年4月

1日現在)
40.0% 24.0% 26.3% 27.4% 27.5% 29.4%

Ⅳ-2
男女平等推進セ
ンターパリテの
事業の充実

男女平等推進センター パ
リテの認知度を上げる

20.3%
(平成29年度)

40.0% - - - 18.3% -

Ⅳ-3
男女平等参画推
進計画の進行管
理

西東京市男女平等参画推
進計画の実績評価におい
て着実に執行されている
事業の割合を増やす

A評価53.5％
(平成29年度各

課実績)
60.0% 53.5% 49.1% 57.0% 61.1% 64.9%

課題

Ⅰ
人
権
の
尊
重

Ⅱ
地
域
に
お
け
る
男
女
平
等
参
画
の
推
進

Ⅲ
ワ
ー

ク
･
ラ
イ
フ
･
バ
ラ
ン
ス
（

仕
事
と
生
活
の

調
和
）

と
女
性
の
活
躍
の
推
進

Ⅳ
男
女
平
等
参
画
の
実
現
に
向
け

た
推
進
体
制
の
強
化
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７ これからの課題 

 

 世界経済フォーラムの「ジェンダー・ギャップ指数」では、日本は2024年に156カ国

中118位と前年より順位を回復したが、依然としてＧ７諸国中最下位で、アジアの近隣

国より低い順位となっている。特に政治分野と経済分野で大きな男女格差があり、管理

職や国会議員の男女比は依然低水準である。 

 令和４年に実施した市民意識調査では、「男女の地位が平等になっている」と答えた

割合は、職場では、全体で28.8％、女性で28.0％、男性で30.0％となっており、前回調

査（全体26.2％、女性24.2％、男性28.9％）より上昇している。これに対して、政治の

場では、全体で9.4％、女性は7.3％、男性は12.5％となっており、前回調査（全体14.6％、

女性8.8％、男性22.3％）より低下している。このような結果から、市としても、女性

の参画拡大を推進するために啓発等に努めていただきたい。 

 

 次に、令和６年度から新たに「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」が施

行された。これまで、売春防止法を根拠として婦人保護事業は実施されてきたが、女性

をめぐる課題は、生活困窮、ＤＶ、性犯罪・性暴力被害などのように複雑化・多様化し、

現行の法制度では限界であるとの提言がなされた。さらには、新型コロナウイルス感染

症拡大に伴い、これらの課題が顕在化したことを踏まえ、様々な困難を抱える女性の福

祉の更なる推進を図るため、上記法律が制定された。 

 当市においては、令和６年度から新たに「困難女性支援基本計画」を定め、庁内を含

めた関係機関との連携の強化や、困難女性支援調整会議を設置することになった。これ

からもこれらの取組を始めとする更なる女性支援を進めていただきたい。 

 

 次に、性的マイノリティの理解促進については、依然として社会における理解が不十

分な状況が見られる中、多くの地方自治体において、パートナーシップ宣誓制度を始め

とする性的マイノリティ当事者が暮らしやすい環境づくりを目指している。このような

中、国においても、「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民

の理解の増進に関する法律」を令和５年６月に施行し、理解促進に努めることとなった。 

 このような都の取り組みの中で、市内の当事者団体との意見交換や、市の会議へ委員

としての参加、理解促進のための各種講座や講演会の開催などを進めてきた。引き続き

当事者からの意見を踏まえた各種の取組を進めていただきたい。 

 

 様々な分野において、取り組みは見られるものの、依然として第４次計画で取組が進

まなかった事業があるため、第５次計画を推進していくにあたり、取組を進めていただ

きたい。人々の多様な意識が見える化されてきた中で、固定的性別役割分担意識の解消

を始めとして、男女平等参画に関する意識改革が進むよう取り組んでいただきたい。 
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